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会 議 録 

会議の名称 平成 30 年度第１回つくば市生涯学習審議会 

開催日時 平成 30 年８月 23 日 開会 10 時 閉会 12 時 

開催場所 つくば市役所２階 203 会議室 

事務局（担当課） 教育局生涯学習推進課 

出 

席 

者 

委員 相澤久志、一木正聡、伊藤達也、江原功、円城寺フミ子、 

大髙勝弘、金川清治、鴻巣統、後藤真紀、齋藤靖夫、 

髙野佳明、武田直樹、中井聖、永野泉、橋本佳子、 

萩原武久、星埜祥子、溝上智恵子、矢作勝美 

その他 門脇教育長 

事務局 中山次長、伊藤課長、塚田参事（主任社会教育主事）、美野

本課長補佐（兼）係長、色川係長、佐藤係長、金野主任 

公開・非公開の別 ■公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 １人 

非公開の場合はそ

の理由 

 

 

議題 （１）「第２次つくば市生涯学習推進基本計画 第４章」の修正に

ついて 

（２）生涯学習推進に関する平成 29 年度事業の進捗状況について 

会議録署名人  確定年月日 平成  年  月  日 

会

議

次

第 

１ 開 会 

２ 任命状交付 

３ 市長あいさつ 

４ 自己紹介 

５ 会長及び副会長選出 

６ 議事  

（１）「第２次つくば市生涯学習推進基本計画 第４章」の修正について 

（２）生涯学習推進に関する平成 29 年度事業の進捗状況について 
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７ その他 

  次回開催候補日 ①11 月 ２日（金）10 時～12 時 

          ②11 月 19 日（月）10 時～12 時 か 14 時～16 時 

          ③11 月 20 日（火）10 時～12 時 

          ④11 月 27 日（火）13 時 30 分～15 時 30 分 

８ 閉会 

 

 

議長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６議事 

それでは議事に入ります。（１）「第２次つくば市生涯学習推進基本

計画 第４章」の修正について事務局からお願いします。 

 

議事事項、第２次生涯学習基本計画第４章、生涯学習推進基本計画の

展開の修正についてです。審議会委員の皆様にはつくば市の生涯学習

を振興するための施策の総合的な推進に関する事項について、市長か

らの諮問に応じて調査・審議・答申をしていただくということになっ

ております。生涯学習を振興するための施策の総合的な推進とは何か

というと、生涯学習推進基本計画に基づいて我々は事業を進めていく

ということでございます。この計画につきましては、新任の皆様には

概要の説明をしました。この計画自体の策定の時に委員になられてい

た方もいらっしゃいますので、計画についての説明は省略しますが、

第４章の修正に至りました経緯について御説明いたします。 

 

基本計画の 44 頁「計画の進行管理と進捗体制」という説明の図の中に 

生涯学習推進本部という枠がございます。推進本部とは、市長・副市

長・教育長をはじめとする市の部局長がメンバーとなっており、生涯

学習を全庁で推進するという体制です。この本部会議を６月５日に開

催し、事業の進捗状況を報告しました。そうしたところ、網羅的にな

っており事業数が多いということで、社会力を高める事業に絞りこん
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議長 

 

 

 

副議長 

 

だほうがよいのではないかという御意見をいただきました。基本計画

の 32 頁に施策の体系が示されております。こちらを御覧いただくとお

わかりになると思いますが、５つの施策の柱がございます。その５つ

の柱の下に 16 の施策の方向性がありまして、91 の事業が網羅的に示

されておりました。ですが、推進本部での意見を受けましたので、事

務局で事業の割り振りの見直しを行いました。どのように見直したの

かを示したものが資料３の新旧対照表です。右側が現行計画、左側が

見直し後になります。また、組織改編などで関係課の名称等も変わっ

ていますので併せて変更しております。 

 

資料３新旧対照表の１頁を見ていただいて大まかな説明とさせていた

だきたいのですが、右側の現行計画では「家庭教育学級への指導・助

言・講演会などの開催」「子育て親子を対象とした講座の充実」「メ

ディア講習会の開催」をひとつひとつの事業として、評価もそれぞれ

に行っておりました。しかし、これらは関連した事業ということで一

つの事業と考え、まとめて評価をするという形にしました。それが左

側の表です。そのような形で見直しをしていきまして、新しくまとめ

たものが資料４「生涯学習推進基本計画の展開 平成 30 年８月 23 日

版」というものでございます。今回、委員の皆様には生涯学習の展開

をこのように再編成してよろしいかどうかお諮りします。事務局から

は以上です。 

 

ありがとうございます。只今の件につきまして、ご意見のある方、初

めての方は突然なのでわかりづらいかと思いますがいかがでしょう

か？ 

 

「放課後児童健全育成事業の推進」が「青少年の健全育成」に生涯学

習推進課の方へなっておりますよね。児童館運営は、こども育成課と
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事務局 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

いうことになっているのですが、児童館の中に放課後児童クラブとい

うのがつくば市ではあるのですが、これは小学校の空き教室とか学校

の敷地内に建てている児童クラブだと生涯学習推進課とういうこと

で、青少年健全になろうかと思うのですが、児童館クラブの中の放課

後児童クラブっていうのはどういう？どちらかというと福祉的な感覚

の中で、こども育成課というところに放課後児童クラブがあったわけ

ですが、これも教育局の方へ移したということでしょうか。説明いた

だけますか？ 

 

「放課後児童健全育成事業」というのが放課後児童クラブ、こちらで

「児童館運営」と書いてしまったのですが、こちらにも含まれますし、

そのほか児童館ではないところで実施される放課後児童クラブについ

てもここに入るかと思いますので、「児童館運営」だけでなく「放課

後児童クラブ」も入れたいと思います。 

 

副議長の御質問は、青少年の健全育成活動の中に、放課後児童クラブ

が入ってしまったのではないかということかと思うのですが、そうで

はなくて、こども育成課が担当しております「放課後子供教室」です

とか「児童館運営」に並びまして「児童クラブ」についてもここに表

記しないとわかりにくいのでそれを付け加えたいと思います。 

 

修正にあたって、第１点は、関係するつくば市役所での課が再編され、

所掌する課が教育局に変わったということかと思いますが、第２点と

して、90 いくつある事業が多いのでとりまとめたと御説明いただいた

ように思います。そのとりまとめにあたって方針があれば、どのよう

な方針でとりまとめたのか、はじめに教えていただけるとありがたい

なと思います。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

大変失礼しました。説明が抜けておりました。方針は２つです。 

まず、前回までは、ひとつの事業が名前を変えて複数の目標の下に入

ってしまっていたために、内容が重複している調査票が多くありまし

たので、「原則ひとつの事業は、１番関連の強い目標の下にのみ入れ

る」ことにしました。２つ目は、複数の課で連携して実施している事

業がありますが、例えば３課で連携している事業については、３課そ

れぞれが調査票を作成し進捗を管理していたので、１枚の調査票で済

むものが３枚になっていました。ですので、「複数の課にまたがる事

業については主管課が進捗を管理し他の課は関係課とする」ことにし

ました。 

 

そうしますと、最終的になくなった事業はないという理解でよろしい

でしょうか？それにしては「放課後児童健全育成事業」がなくなって

しまうように見えるのですが、私の理解が間違っているのかどうか教

えてください。 

 

平成 30 年度時点で、ない事業については削除しましたが、実施してい

る事業についてはそのまま残してあります。名称が変わっているもの

は現状に合わせました。 

 

２点あります。 

副議長と重複しますが、資料３新旧対照表の１頁「放課後児童健全育

成事業の推進」とは「児童クラブ」のことを言っていて、２頁の左側

「放課後子供教室」に変わったということですね。元の計画のとおり

「放課後児童健全育成事業の推進」を左側の２頁に入れたほうがいい

のではないかと思います。 

２点目、同じく新旧対照表の７頁右側「生涯学習関連施設の充実（１）」

の「地域交流センターでの学級・講座の充実～公共施設予約システム



様式第１号 

6 
 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

副議長 

 

 

 

事務局 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の構築・利用促進」までの３つをひとつにまとめ、左側の 12 頁にした

ということでしょうか。「公共施設予約システムの構築・利用促進」

については既に進められているかと思いますので、必要がないと思い

ます。 

 

「放課後児童健全育成事業」というのは、児童クラブのことで抜けて

しまったので追加をさせていただきます。 

「公共施設予約システムの構築・利用促進」につきましては、既に構

築していますので、それを含めて 12 頁に盛り込んでいきます。システ

ムが変わったりしたときなどには、評価するようにしたいと考えてお

ります。担当課にも伝えます。 

 

「児童クラブ」抜けていたということで、先ほど「児童館運営」のと

ころに「かっこ」で追加するということでしたが、項目として「放課

後児童クラブ」「放課後子供教室」「児童館運営」と書いたほうがわ

かりやすいと思います。 

そのようにさせていただきます。 

 

青少年の健全育成について、私は「家庭の日」絵画ポスターコンクー

ルを開催しておりますが、今子供達の絵には「おじいちゃん、おばあ

ちゃんがいない」「人が入っていない」絵がたくさん見受けられます。

「人が入っていない」という意味は、犬や猫は私の家族ですというこ

とで描かれていますが、そのバックに人がいないということです。夕

食か昼食か、机の上にしゃけ・おみそ汁・ごはんのワンセットだけあ

る絵、部屋の中でサボテンだけを栽培している絵、キッチンだけの絵

だとか「人が入っていない」絵があります。たいてい「家庭の日」の

絵というのは旅行・海水浴・キャンプの絵ですが、「人が入っていな

い」絵とういのは、女性の参画化や核家族化のためでしょうか。 
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議長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時代だから、児童館をつくり放課後児童クラブをつくるという予算に

なっていると思いますけれど、「社会の居場所」のほかに、家庭に対

する健全育成、家庭の健全育成という言葉が妥当かどうかわりません

が、そういう考え方が、事務局・行政としてのアプローチとして必要

ではないでしょうか。 

 

今の意見に対して事務局でありましたらどうぞ。 

 

委員から御意見いただいたことについてお答え申し上げます。 

確かに、家庭教育の重要性については、茨城県でも平成 29 年度に条例

が施行されたところであります。本市といたしましても、幼稚園・小

中学校・義務教育学校の家庭教育学級を基盤に、保護者に「学びの場」

となるように、幼稚園・小中学校・義務教育学校の御協力を得ながら

進めているところです。今後また内容の充実を検討しながら努めてい

きたいと思います。ありがとうございました。 

 

推進基本計画の見直しについて、ほかにありましたらお願いします。 

 

今説明があったのは、主に部局が変わったので整理したという理解で

よいのかと思いますので、あまり細かいところを指摘しなくてもと思

います。 

ここからが教えていただきたいことなのですが、部局が変わったその

ひとつの「きっかけ・方針」は、冒頭に市長から説明があった「課を

作って主体的にやっていくようにする」ということだったと思います。

しかし、今の基本的な整理でも、調査票には「関係課」という記載だ

けで、生涯学習推進課が中心になってやっていくための強い働きかけ

ができるような、ある程度指示が出せるような仕組みにはなっていな

いのではないでしょうか？ 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習推進課で持っていない事業について、どのような働きかけが

できるのかということについて、基本計画の 44 頁だけで十分働きかけ

ができるのでしょうか。この体制は、すべての課が横並びで、生涯学

習推進課がほかの課に話をして報告をもらうという関係だけになって

いるように思えます。課は横並びなのでしょうがないのかもしれませ

んが、本当はこの案件を推進していくにあたっては、生涯学習推進課

が強い立場で働きかけができるように、上下関係になったほうがよい

と思います。現在の生涯学習推進本部と審議会の事務局をもっている

ことだけで、ある程度他部署を動かせるということであればいいので

すが、そうでないのであれば、単につなぐだけでなくある程度指示を

出せるようにすると仕事がしやすくなるのではないでしょうか。意見

交換できればと思います。 

 

はじめに、各課に事業を振り分けているという意味は、生涯学習は生

涯学習推進課だけではできないので「全庁をあげてやりましょうとい

う」のが基本にあり、市長をトップに全庁で取り組んでいるというこ

とです。先ほどおっしゃったとおり、各課が編成されていますので、

見直しをしながら組織的に実施したいと思います。 

後半の御質問に関しては、なかなか横並びである以上、ほかの課に対

して「これをやって」と強くいうことではないのですが、次の議事に

もあるように、各課がそれぞれの事業を評価した後に、いくつかの事

業をとりまとめて生涯学習推進課が評価し、それを各課にフィードバ

ックしていくことと考えています。審議会委員の皆様に「最終的にこ

こはＣじゃないの？」とか「Ａじゃないの？」とか議論していただい

て担当課に示すことで、担当課としては、Ｃがつけば「なんでＣなの？」

ということになりますので、そこで話ができると思います。次の議題

で審議していただければと思います。 
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議長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

もしなければ、次の議題（２）生涯学習推進に関する平成 29 年度事業

の進捗状況について、事務局からお願いします。 

 

資料５「平成 29 年度事業評価一覧」を御覧ください。 

はじめに一点修正があります。 

２頁の「４絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供の（4）」の

施策評価が空欄になっていますが「Ｂ」と御記入ください。それでは

説明に入ります。 

資料５には、平成 29 年度の全事業の個別評価と、施策の方向性ごとの

評価を記載しました。右半分が個別事業の評価で、事務事業評価とな

っています。事務事業評価は、つくば市役所の全課が、自分の課で行

っているすべての事務事業を評価しているものでＳからＥまでの９段

階評価です。それが右半分に掲載されています。ただ計画の進捗状況

を検証する上では、個別事業の事務事業評価をそのまま並べても進捗

状況や課題はわかりませんので、生涯学習推進課で施策の方向性ごと

に評価しました。それが「方向性の達成状況と課題」「施策評価」で

す。評価基準は３段階で、Ａ計画以上に進んでいる、Ｂ計画通り進ん

でいる、Ｃ計画より遅れている、です。 

生涯学習推進課の評価は、各課の事務事業評価を参考にしております

ので、Ｂの計画通り進捗しているがほとんどになりました。中には課

題もありますが概ね計画通りです。 

 

評価について、前回と比べますと非常にＢが多くなっておりまして、

厳しい評価になっているように感じました。前回までの会議でも、だ

れがどんな評価基準で評価をしているのかあいまいではないかという

ことが何回も話題になっていました。確かに評価することは難しいで

すが、評価をしないと事業の発展はありませんし、効果もわかりませ

ん。前回は非常にＡが多かったが、今回はＢが多く、Ｄもある。いく
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委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

委員 

事務局 

 

 

らか審議会で出た意見が反映されているのかなとちょっとうれしく思

っています。何か御意見ありますか？ 

 

２つあります。 

１つ目は、資料５の１（１）②青少年の健全育成の事務事業評価で、

唯一、特別支援教育推進室の「自立と社会参画をめざす特別支援教育

の推進」がＡになっています。新しく特別支援教室推進室ができ、障

害のある子への対応が今まで以上に良くなっていますので、これは納

得するとともにありがたいと思っています。 

２つ目です。唯一「小田城跡確認調査事業」の事務事業評価がＤにな

っている理由を教えてください。 

 

２つ目の「小田城跡確認調査事業」について、詳しい内容については

文化財課に確認して後日回答いたします。 

 

今の内容にも関連しますが資料５「５生涯学習推進体制（１）」の評

価について、事務事業評価はＢなのに、生涯学習推進課の施策評価が

Ｄである理由は何でしょうか？その理由はここに記載されているので

一見納得するのですが、施策評価はＡＢＣの３段階評価のはずです。

評価の基準の話も出ているなかで、基準にない評価をつけたいきさつ

を教えていただければと思います。 

 

申し訳ありません。Ｃの間違いで、理由については記入のとおりです。 

 

そうすると「小田城跡確認調査事業」についてもＣということですね？ 

そのＣ評価は、右側に記載されているので「事務事業評価」となりま

す。事務事業評価は、有効性が低、効率性が中で、Ｄで間違いありま

せん。 
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事務局 

 

 

 

議長 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

事務事業評価の基準にＤ評価はないようですが？ 

 

印刷の都合で、判例が切れてしまっていました。後日改めて配布させ

ていただきます。事務事業評価は、ＳからＥまでの９段階評価です。

申し訳ありません。 

 

ほかにありますか？ 

 

資料６「平成 29 年度分進捗結果票」13 頁「図書館機能の充実」につ

いて、29 年度の課題欄で「司書の資格がある職員が不足している」と

ありますが、筑波・茎崎・谷田部・小野川の各交流センターには何人

かの司書の方がいたかと記憶しています。現在は業務を委託している

と聞いております。司書の数が足りないというのは、委託業者へ司書

を配置していただきたいという要望だろうと思われますのでそのよう

な記載をお願いいたします。 

資料６、14 頁「芸術・文化にふれあう施設の充実」の中の市民ホール

に関して、公共施設予約システムの導入については「検討はしたが利

用者になじまないため導入には至らなかった」とあります。おそらく

公共施設の中でシステムから予約できないのは市民ホールだけではな

いでしょうか。なぜ市民ホールだけできないのか疑問です。担当課と

の調整をお願いいたします。 

 

１点目の司書の件ですが、予算的なものかと思いますので、今後どう

なっていくのか経緯を確認しながらみていきたいと思います。 

２点目の市民ホールについては、導入をあきらめているわけではなく、

今年度も再度検討することにしていますので、進捗管理を十分にして

いきたいと考えております。 
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議長 

事務局 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほかにありませんか、時間は十分にありますが。 

資料６についても御意見をいただければと思います。 

 

資料６の３頁教育指導課の「自ら学び、自ら考える力を育てる教育の

推進等」の中で、ＩＥＣ運動ってなんだろうと思いました。私は小学

生の親なのにわかりませんでした。ネットで調べたのですが、教育広

報「つくばの学び舎」によると「環境ＩＥＣ事業」と載っていました。

ＩＥＣの中に環境保護という意味が入っていました。ＩＥＣだけだと

小学生の親ですらわからないので「環境ＩＥＣ運動」と記載していた

だきたいです。また、どういうことをやっているのかも記載していた

だけるとわかりやすのかなと思いました。 

※ＩＥＣとは、「I」インプルーブメント（改善）、「E」エンヴァイ

ロメント（環境保護）、「C」コミュニティー（地域社会）の略です。 

 

次に、資料６の４頁、特別支援教室推進室の「自立と社会参加をめざ

す特別支援教育の推進」について、特別教育支援員を大幅に増やして

いただいてありがとうございます。 

研修の方ですが、特別支援教室学級担任と支援員が年に３回研修を受

けていると思いますが、小学生で特別支援教室学級にいる時間は長く

て１日２時間くらいです。それ以外は普通教室で過ごしています。特

別支援学級の担任よりも普通教室の担任と接している時間の方が長い

ので、普通教室の担任先生にも研修を受けていただきたいです。年に

１回でも２年に１回でもいいと思います。私自身、身をもって普通教

室の先生の差を感じたので申し上げています。できれば、校長先生に

も教頭先生にも受けていただきたいです。支援学級の懇談会も、やる

学校とやらない学校があります。やっていない学校にもお願いをして

みると、年に２回くらい開いてくれて「どういう話し合いをしたらい

いですか？」と聞いてくれる学校もあります。校長先生にもぜひ出席
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議長 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

してほしいですとお話しすると、理解・知識がある校長先生がいる一

方で、さっぱりわからない校長先生もいて、知識のない校長先生は「僕

はわからないので担任に聞いてください」と言ってしまいます。特別

支援を必要とする子は全体の３％くらいと少ないですが、扱いにくい

子が多いので、学校の先生皆さんで支援の仕方がわかっているとうれ

しいです。 

 

資料６の８頁では「社会生活を円滑に営む上で困難を有する者への学

習機会の提供（就業支援学習を含む）」となっているのですが、計画

と実績の中に「就業支援学習」に関わるものがあるとは思えないので、

入れていただきたいです。入れないのであれは記入しないでほしいで

す。 

 

要望だと思いますが、事務局からありますか。 

１点目、ＩＥＣについては「環境ＩＥＣ事業」にします。 

３点目、「就業支援学習も含む」という表現については、本来やって

いくべきことではあると考えていますが、現状実施していない状況も

あろうかと思います。そういったことも踏まえて「就業支援学習も含

む」という表現について、担当課と協議します。削除する場合もあり

得ますし、そのままになることも考えられます。削除した場合はどう

なるのかといったこともあろうかと思いますので、併せて検討します。 

 

２点目の教職員の研修についてですが、特別支援コーディネーターの

みならず通常学級の研修ということで御意見をいただきました。 

研修を受けてきた場合は、学校に戻って、例えば夏季休業中等に伝達

講習の機会を設けたりしております。それ以前に、特別支援教室とい

うのは重要になってきていますので、御意見のような取組みも必要な

ことですので、担当室の方へ伝えていきたいと思います。 
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副議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、管理職の研修についても御意見いただきました。 

新任の校長・教頭・教務主任の研修では、茨城県の研修でも特別教育

教育の充実ということで入れられています。市としても特別教育支援

推進室ができていますし、４月には学校長が集まって学校教育指導方

針について説明するのですが、そこでもひとつの項目として「管理職

のリーダーシップが重要である」ということを話しています。現状に

ついてはこのようなところです。御意見をいただいたことについては

併せて室の方に伝えたいと思います。 

 

発言の前に、どの資料のどの頁であるかということと、どこに記載し

てあることなのかを事務局も話してください。こちらは探しながら聞

いているので、わからないまま次に行ってしまいます。丁寧な説明を

お願いします。 

資料についても、資料５のみの説明だったので資料５についてだけか

と思ったら、途中で資料６もＯＫということになりました。事前に「使

う資料はこれとこれ」とお話ししてくださらないと、途中で気づくこ

とになりますので丁寧にお願いします。 

私の意見になりますが、資料６の８頁の方向性「社会生活を円滑に営

む上で困難を有する者への学習機会の提供（就業支援学習を含む）」

について、先ほどの委員の発言とも重複するのですが、私は「就業支

援学習」という文字がなかなか理解できないでいたのですが、障害が

あっても大人になっても生涯学習が大事ですよという言い方をしてい

ますよね。「就業支援学習＝生涯学習」という意味にとっていいので

あれば、就業支援学習というわかりづらい表現を使わずに、健常の人

と同じように障害のある人も「生涯学習」と明示された方が、非常に

わかりやすく、よいのではないかと思います。障害に携わる関係者の

中でも、「障害者の生涯学習」が大事だという話がでていますのでお

願いします。 
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議長 

 

 

おっしゃるとおりだと思いますので、検討させていただきます。 

いわゆる、「就業支援学習」というのは生涯学習とは別で、「就業に

関わる支援もしていきましょう」という意味合いだと思いますので、

確認をします。副会長がお話しされたとおり「障害者の生涯学習」と

いう視点も盛り込んでいく必要があると思いますので、検討させてい

ただくとともに、担当課とも調整させていただきたいと思います。あ

りがとうございます。 

 

今回の生涯学習基本計画の目標「個人の自立に向けた」というのは、

今までの 91 事業で充足されてきていると思います。生涯学習というの

は、自立した人達が他者とどう関係を築いていくかということに言及

していかないと、自立した人間がいくら増えてもあまり効果はないと

思います。自治体として「学習の機会」や「自立の場」を提供し、今

度は何をするかというと、隣同士が誘いあってスポーツイベント等に

参加するという風に発展してこないと、おそらく生涯学習という名目

の下で、今まとめていただいたような計画は整理できないと思います。 

実現するためには、そこにも言及していかないと「自立した個人」が

「ただ参加してよかったな」というだけになってしまいます。数だけ

の評価でよいのでしょうか、隣同士助け合ったりできる社会を作るの

が生涯学習ではないでしょうか。私が担当するスポーツも同じで、イ

ベントをやって参加者が増えたから成功か？ということを話します。

どんな人がどういった形で参加したかということを吟味していくのが

つくば市ではないかと思います。大変難しい作業だとは思いますがや

らなくてはいけないと思います。 

 

余談になります。委員がおっしゃったことと関わってくると思います

が、私は牛久市で幼児教育に携わっておりました。３歳までは群れで

います。その群れは、ひとりひとりが他者と関わることはなく個人で
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遊びます。それが５～６歳になっていくと、いい遊び方といいますか、

周囲と関わりを持ちながら社会性を磨いていくようになります。保育

園・幼稚園を 6 年間見てきましたが、本当の子供の遊びができていな

いのです。私は仕事を辞めて 16 年になりますが、その頃危機感を持ち

まして、教育長も 20 年前に「社会力」という本を出されていました。

当時、牛久市長と話している時にも、私立は英語やピアノなどの個人

的な指導はやるけれどもという話は出ましたが、「子供の遊び」には

追及されていないのです。これではだめで、子供たちに、本当の、真

の遊びを植え付けないとだめだということを話しました。 

委員がおっしゃったとおり、大人の世界も一緒だと思います。教育長

がおっしゃったとおり人生 90 年時代ですが、そのことが人間社会では

大事だと思います。 

 

私は元社会教育指導員という立場から「家庭の教育」について申し上

げたいと思います。 

委員がおっしゃったことは、そのとおりだと思います。他と自分との

関わりについて非常に関心がなく、こういう豊かな時代、自分自身だ

けで生きていける時代になりましたから、自分の利益・幸せを追求す

る人が多く見受けられるようになりました。今、子供の遊びについて

伺いましたが、社会が変化していく中、人間自身も世代交代していく

のは抗えないと思います。そこで一番大事なのが、親子関係を作るこ

とで基本になっていると思います。 

子供が生まれて最初に接するのは親です。 

資料６「平成 29 年度分進捗結果票」の１頁をみて、家庭教育学級が

77 学級２万人参加、地域子育て支援拠点事業は８か所で 14 万人。こ

れだけ多くの教育機会に参加しつつ、それでもなおかつ、中々うまく

いかないというのが今の時代ではないでしょうか。 

市ではやることはやっていると思います。しかしながら、やり方が問
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題になってきているのではないでしょうか。 

今社会は急激な変化をしていて、スマホ・パソコン・ゲームに個人の

満足感・幸せ感が向かってしまっています。これを取り戻すためには、

生涯学習としてどんなスタートを切ったらよいのでしょうかと考えた

ときに、やはり生涯学習の基本は家庭ですから、家庭教育学級の在り

方ではないでしょうか。強化していく必要があるのではないでしょう

か。 

家庭教育学級は、社会教育指導員が携わっていますが、週３日勤務で

軽んぜられているような、立場が弱いところがあります。出先にデス

クをおいて、すべての学校・幼稚園に関わっています。その他にも、

生涯学習としての交流センター講座にも関わっています。時代が変わ

るにつれて、週３日勤務だけではそれ以上の指導力・知識等を養うの

は限界があると思います。私が働いていた当時は、生涯学習課に社会

教育指導員が所属しておりましたが、指導員の研修に大変力を入れて

いました。年に３～４回は研修に行かせてもらい、自分たちで企画し

た研修もしてきました。そういう中で、経験を積み知識も増え、人と

人をつなげていくということを自覚していきました。働き方改革とい

われ、時代も変わってきていますが、ただ単に週３日勤務で人と人を

つなげることができるのかと疑問に思っています。現役の方に家庭教

育学級の話を聞くと、事業として認められないような内容もあるとい

う話を聞きます。社会教育指導員がどのような基準で採用されている

のかわかりませんが、社会教育主事や教員の資格を持っているという

だけではなく、「社会力を持っている人」「人と人との関係性を作れ

る人」が大事ではないでしょうか。 

昔、筑波大学の先生に「社会教育指導員はセミプロでいい。人と人と

のつながりをもたせる役割を果たせればいい」と聞きました。そうい

うことを根本から考え直す時期に来ているのではないかと思います。 

この審議会からはかけ離れた意見になってしまうと思いますが、一番
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初めに出会うのが乳幼児学級で、幼稚園・小学校の家庭教育学級と段

階を踏んで経験していきます。その中で、乳幼児家庭教育学級では「相

互保育」をやっています。「相互保育」という言葉は、あまりなじみ

がないと思いますが、「相互に保育」とは、ボランティアの助けを借

りながらも、親が子供を相互保育するというものです。他人に子供を

預けてその間に自分が勉強するというシステムです。子供はそこで初

めて他人と関わり、親は人の成長過程を見ます。ここでとても大事な

出会いがあると思っています。家庭教育学級は、参加者が自主的な運

営管理をするもので、参加者の中でも、特に役員は指導的な立場で活

動します。人と人との関わりを考えて、他人のことを思いやる中で、

将来的なリーダーが誕生していくという大きな機会になっています。

この重要性を見直していただきたいなと心から思っています。このシ

ステムをもうちょっとうまく活用していくよう、課長や部長で話しあ

っていただきたいです。 

 

委員のお話しされた「数だけでなく他者と関連して」というのはごも

っともです。事業を見ると「役所がやった行事」ということだけにと

どまってしまっていますので、役所の中でも横のつながりやネットワ

ーク・社会力を高めるような事業を各課にも検討するようお願いした

いと思います。 

委員の家庭教育学級に関する御意見につきましても、まさに過渡期に

来ているのかと思います。筑波研究学園都市ができて、多くの方が住

み始めて、母親がいかにつながっていこうか、勉強していこうかとい

うところで始まった乳幼児家庭教育学級であると認識しております。

だんだんと世代が変わることによって「お楽しみ会」になってきてい

ることも確かです。設立当初に立ち返って家庭教育学級の「学びの柱」

に沿って、学びをしながら交流していく、学びをしながら自分を見つ

めていくということ、また新たに作っていこうと思っております。乳
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幼児学級を経験した方が小学校・中学校と上がっていくわけですが、

各々が子育てをしながら学んでいける環境を作れたらと思います。家

庭教育学級につきましては、今年度見直しをしておりますので、来年

度以降うまく実を結べばと思っていますし、社会教育指導員にもいろ

んなかたちでアプローチしております。生涯学習推進課の要望をどの

ような形でかなえてくれるのかということも話しています。毎年の選

考面接はありますが、優秀な方を委嘱して来年度につなげていきます

ので、しばらくお時間をいただいて見直しを進めていきたいと思いま

す。 

 

委員と重複するところはありますが、私も社会教育指導員をしており

まして、ちょうど先週、以前関わった学級生と偶然会いました。乳幼

児学級の後、ボランティアや学校の委員として活躍し、現在はスクー

ルサポーターをやっているということです。放課後子供教室など、本

当にいろいろなところで活躍している人がいます。かつて家庭教育学

級に参加した人がこんなに社会に貢献しているのだと、実際やってき

たことを実感しました。ただ、十数年前から時代は本当に変わってい

て、お母さんたちもスマホで。恐ろしいことに乳児もスマホをタッチ

しています。そんな時代になっていますが、母親たちは世間に責任を

もって、子供を静かにさせるだとか、自分でもまずいなと思いながら

苦しい子育てをしている最中だと思います。 

つくば市の家庭教育学級で学ぶ機会があればそれにこしたことはあり

ませんが、乳幼児学級を除き、幼稚園・小学校・中学校は基本的に「公

立」です。そうすると、働く母親が多い中ですので「中学校になるま

で家庭教育というものを知らなかった」「リーダーにならなかったの

で、中学校になるまで関わることはなかった」という方も多いです。

そのとき気づいても大変遅いというのが現状です。手前みそになりま

すが、時代に応じて指導員としても新しいことを手掛けていかなけれ
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ばならないと思います。資料６の１頁「家庭教育講演会・セミナー」

これは小学校就学前の保護者に対して家庭教育の大切さを紹介するも

のですが、これをやっていくときに発起人として皆さんに紹介したら

どうでしょうか。家庭教育講演会も一時なくなりましたが、著名人や

教育者を呼んでお話しの機会があればと思います。10 年前とは時代が

変わっていますので、公立ではない保育所・出生前など、交流センタ

ー講座でもやっていますが、限られた人数しか受けられませんので、

全庁をあげてということでしたので、課を越えて、母子手帳を受けと

る保健センターですとか、保育所でしたらこども課ですとか、横のつ

ながりをもって家庭教育学級をやらないと、市民まで届かない、つな

がっていかないのではないかなと考えています。時間のかかる難しい

ことと思いますが、年齢を超えた生涯学習を推進していただきたいと

思います。 

 

「遊びの質」というお話がありましたが、実は国から「児童館のガイ

ドライン」の改訂素案がでました。来年の４月から施行になるものか

と思います。そのガイドラインの中で「児童館の役割」を時代に合わ

せて、拡充・対象とする事業も含めて、子育ての身近な拠点として活

用できるような、遊びの拠点になるような内容が盛り込まれたガイド

ラインに改正されたかなと思います。 

つくば市でも、児童館は基本的に条例で「学童保育の場」ととらえら

れていると感じています。国の「児童館」のとらえ方も変わってきて

います。つくば市の児童館は充実していると思いますので、つくば市

でも、これからの児童館の可能性について議論していただきたいと思

います。 

 

私は「時代が変わった」という言葉があまり好きではなくて、人が育

つ基本は変わっていないと思います。基本をきちんと押さえたうえで、
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世の中の便利なものを取り入れる必要があると思います。社会教育指

導員の方が、学校でも街中でもとにかく人として一番忘れてはいけな

いものそれをきちっと伝えていく場が必要かなと思います。つくば市

は多くの児童館や交流センターがあるといいますが、新しく開発され

たＴＸ沿線にはほとんどありません。そういうことを考えると、新し

いものを建てるということよりも、空き家対策室もありますので、今

使われていない空き家などを利用して生涯学習の場が広がるといいな

と思います。 

ひとつだけ、資料６の８頁「実績」「成果・課題」の文章が途切れて

います、中途半端で終わると気持ちが悪いので、後ほど補足をお願い

いたします。 

 

委員からお話しいただいたことについて、今後の方向性をお話しした

いと思います。乳幼児家庭教育学級、昭和 54 年に桜村のお母さま方が

立ち上がって、教育委員会に掛け合って作られたと聞いております。

委員のおっしゃるとおり自主運営を掲げておりますが、近年課題にな

っているところもそこにありますので、修正をかけていかなくてはな

らないと思います。社会教育指導員は、社会教育全般に携わる者とし

て任用しています。つくば市では、家庭教育学級に関わることが大き

かったところから、ややもすると学校からは家庭教育指導員なんてい

う風に勘違いされてしまうこともあります。家庭教育は社会教育の分

野別領域の一つです。それ以外に青少年教育、交流センター講座もあ

りますので、そちらにも積極的に関わっていくよう体制を作っている

ところです。 

２つ目は家庭教育について、先日、幼稚園と保育園、小学校の接続研

修会というところでお話しさせていただきました。県でも進められて

おりまして、市町村でも研修会をしているところです。その時に、御

意見をいただいたとおり、所管については幼稚園は教育局、保育所は
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こども部ですので、現在保育所には家庭教育学級はありません。その

ことから、全部の保育所というわけではありませんが、御協力をいた

だけるのではれば、保育所に私（主任社会教育主事）が伺ってもいい

ですし、社会教育指導員が伺ってもいいですので、家庭教育の学習機

会を提供していきたいとお話しをしてきたところです。こども部との

協議は必要かと思います。 

なかなか家庭教育学級に参加できない方がいることも事実かもしれま

せん。つくば市は近隣市町村に先立ちまして小中一貫教育を始めてい

ます。私見になりますが、私は高山中学校にいましたので高山学園で

す。高山学園は真瀬・島名小学校と高山中学校で構成されています。

真瀬小学校の保護者が島名小学校の家庭教育学級に行ってもいいと思

っています。なぜならば小中一貫で「学園ＰＴＡ」というのを作って

いるからです。今後そういったことを含めて指導員に助言していけれ

ばと思います。 

 

私からは児童館について、もともと児童館は児童クラブのほかにも役

割があります。子供の居場所づくりという面でも非常に効果が高いと

思います。内容の充実について担当課に伝えるとともに、子供たちが

育つ・活動する場所としては変わっていないのだということはごもっ

ともだと思いますので、そういう場として空き家を活用していくこと

ができるよう模索して担当課につなぎたいと思います。 

 

時間がないようですので、ひとつだけどうぞ。 

つくば市は「社会教育委員」制度はなくなったのでしょうか？ 

あります。 

今までのお話は「社会教育」に関することなのかなと感じました。 

生涯学習とはもう少し違った視点で見ていかなくてはならないのかと

思います。生涯学習は、学校教育とそれに属さない分野の社会教育を
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包括すると考えられるので、それを推進するための会がこの審議会で

はないかと。 

先ほど事務局が文化芸術課から昇格したというのでしょうか、教育委

員会の中に生涯学習推進課に移したというお話がありました。事務局

は、ひとつの課ですので、他の課とは横並びで、強く言えないという

ことを言われまして、もちろんそれもあるかもしれません。しかし、

このような審議会を持っている課は多くないだろうと思います。生涯

学習推進課で「このようにすすめたい！社会力を念頭に○○をしたい」

ということを掲げていただきたいです。審議会の役割の一つには、生

涯学習推進課をバックアップするためにはどういったことができるの

か議論する、ということがあると思います。つくば市の生涯学習がも

っと有効に推進されるためにもそんな気がします。社会教育に関する

ことに関しては、社会教育委員会あるいは社会教育指導員に頑張って

もらうために私たちは何ができるかなと。そういうとらえ方ではない

でしょうか。 

希望と願いを発言させていただきました。 

 

この場で話されたことは、我々は謙虚に受け止めて、いかに行政につ

なげていくかということだと思います。横並びの話がありましたが、

この内容は市長まで報告させていただきます。市長から各部長へ話し

があれば非常にやりやすくなっていくでしょうし、進めやすく、また、

広がりやすいと思います。 

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

それではこれで議事を終了します。ありがとうございました。 

 



平成 30年度第１回生涯学習審議会会議次第 

 
日時：平成 30 年８月 23 日（木）午前 10 時～12 時 

           場所：つくば市役所 ２階 203 会議室 
 
 
１ 開 会 
 
２ 任命状交付 
 
３ 市長あいさつ 
 
４ 自己紹介 
 
５ 会長及び副会長選出 
 
６ 議事  

（１）「第２次つくば市生涯学習推進基本計画 第４章」の修正について 

（２）生涯学習推進に関する平成 29 年度事業の進捗状況について 

              
７ その他 

  次回開催候補日 ①11 月 ２日（金）10 時～12 時 

          ②11 月 19 日（月）10 時～12 時 か 14 時～16 時 

          ③11 月 20 日（火）10 時～12 時 

          ④11 月 27 日（火）13 時 30 分～15 時 30 分 

 

８ 閉会 

 

 
 
 
資料１ つくば市生涯学習審議会条例 
資料２ つくば市生涯学習審議会委員名簿 
資料３ 第４章 生涯学習推進基本計画の展開 新旧対照表 
資料４ 第４章 生涯学習推進基本計画の展開（平成 30 年８月 23 日版） 

資料５ 平成 29 年度事業評価一覧  
資料６ 平成 29 年度分進捗結果票 



○つくば市生涯学習審議会条例 

平成 5 年 6 月 25 日 

条例第 25 号 

(設置) 

第 1 条 市民が自己を高めるため，生涯にわたり社会のあらゆる領域で自発的，自主

的に行う学習活動(以下「生涯学習」という。)の振興に関する施策を総合的に進める

ため，つくば市生涯学習審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 審議会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項について調査審議し，答申す

る。 

(1) 生涯学習を振興するための施策の総合的な推進に関する事項 

(2) その他生涯学習の推進に必要な事項 

(組織) 

第 3 条 審議会は，委員 25 人以内で組織する。 

2 委員は，次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 市議会議員 

(2) 各種団体等の代表者 

(3) 学識経験者 

(4) 市内に在住し，在勤し，又は在学する者 

(平 9 条例 43・平 30 条例 29・一部改正) 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は，2 年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は，前任者の残任期間とする。 

2 委員は，再任されることができる。 

3 前条第 2 項第 1 号又は第 2 号に規定する者で当該職又は地位により委員に任命さ

れたものが当該職又は地位を離れたときは，委員の職を失うものとする。 

(平 9 条例 43・一部改正) 

資料１ 



(会長及び副会長) 

第 5 条 審議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は，委員の互選によって定める。 

3 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

4 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その

職務を代理する。 

(平 9 条例 43・一部改正) 

(会議) 

第 6 条 審議会の会議(以下「会議」という。)は，会長が招集する。 

2 会長は，会議の議長となる。 

3 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

4 会議の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，会長の決す

るところによる。 

(部会) 

第 7 条 審議会に，専門の事項を調査するため，必要に応じて部会を置くことができ

る。 

2 前項の部会の委員は，審議会の委員のうちから審議会が選任する。 

(委任) 

第 8 条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，審議会が

定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成 9 年条例第 43 号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成 30 年条例第 29 号) 

この条例は，公布の日から施行する。 



（敬称略、50音順）

№ 氏名 よみ 任命区分 備考

1 相澤　久志 あいざわ　ひさし
各種団体等の代表者
つくば市文化協会　会長 再任

2 一木　正聡 いちき　まさあき 市民委員 新任

3 伊藤　達也 いとう　たつや
各種団体等の代表者
つくば市シルバークラブ連合会　会長 再任

4 江原　功 えはら　いさお 市民委員 新任

5 円城寺　フミ子 えんじょうじ　ふみこ 市民委員 新任

6 大髙　勝弘 おおたか　かつひろ
各種団体等の代表者
つくば市学校長会　副幹事 新任

7 金川　清治 かねかわ　せいじ
各種団体等の代表者
青少年を育てるつくば市民の会　会長 再任

8 クロフォード・シェイニー
学識経験者
つくばインターナショナルスクール　校長 再任

9 鴻巣  統 こうのす　おさむ 学識経験者　元学校長 再任

10 後藤　真紀 ごとう　まき
各種団体等の代表者
つくば市福祉団体等連絡協議会　会長 再任

11 齋藤　靖夫 さいとう　やすお 市民委員 新任

12 髙野　佳明 たかの　よしあき
各種団体等の代表者
つくば市PＴA連絡協議会　顧問 再任

13 武田　直樹 たけだ　なおき
学識経験者
筑波学院大学　講師/社会力コーディネーター 再任

14 中井　聖 なかい　ひじり
各種団体等の代表者
NPO法人ままとーん　代表理事 再任

15 永野　泉 ながの　いずみ 市民委員 新任

16 橋本　佳子 はしもと　けいこ 市議会議員 新任

17 萩原　武久 はぎわら　たけひさ
各種団体等の代表者
つくば市体育協会　会長 再任

18 星埜　祥子 ほしの　しょうこ
各種団体等の代表者
つくば市ボランティア連絡協議会　世話人代表 新任

19 溝上 智恵子 みぞうえ　ちえこ
学識経験者
筑波大学　図書館情報メディア系教授 再任

20 矢作　勝美 やはぎ　かつみ 市民委員 新任

つくば市生涯学習審議会委員
任期：平成30年８月１日 ～ 平成32年７月31日

資料２



 新旧対照表 資料３ 

1 

新 旧 
第 4 章 生涯学習推進基本計画の展開 

１．個人の自立に向けた学習機会の提供 

（１）ライフステージに応じた学習機会の提供 

①家庭教育支援の充実 

子育て世代に対して，親としての成長を応援し，子育てへの自信や対処能力を持

たせることができるような学習機会や講座を充実するとともに，つくば市子ども・

子育て支援プランと連動した地域全体での子育て支援を推進します。 

頁 内容 関係課 

１ 

家庭教育学級への指導・助言，講演会などの開催 

家庭教育講演会、家庭教育セミナー 
生涯学習推進課 

地域子ども・子育て支援事業の推進 こども政策課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 
 

内容・事業 関係課 

家庭教育学級への指導・助言，講演会などの開催 

文化振興課 子育て親子を対象とした講座の充実 

メディア講習会の開催 

地域子ども・子育て支援事業の推進 
こども課 

放課後児童健全育成事業の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１頁の家庭教育学級

にまとめた 

２頁の青少年の健全

育成へ 



 新旧対照表 資料３ 
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②青少年の健全育成 

これからのつくば市を支えていく青少年に対し，居場所づくりや自主的な活動へ

の支援体制を充実するとともに，つくば市教育振興基本計画（つくば市教育振興プ

ラン）等と連動して，自然体験，ボランティア活動体験，国際交流体験等の様々な

体験活動を推進します。 

頁 内容 関係課 

２ 

青少年の健全育成活動の推進 生涯学習推進課 
放課後子供教室 

こども育成課 
児童館運営 

３ 自ら学び、自ら考える力を育てる教育の推進等 教育指導課 
４ 自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進 

特別教育支援 
推進室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容・事業 関係課 

青少年の健全育成活動の推進 文化振興課 
居場所づくりの推進 

文化振興課 
教育指導課 

野外活動，自然体験活動の推進 
文化振興課 
農業課 

児童館を活用した青少年の健全育成 こども課 
自ら学び，自ら考える力を育てる教育の推進 

教育指導課 豊かな心と将来への夢をはぐくむ教育の推進 

健康や体力をはぐくむ教育の推進 

防災教育の充実 

人権教育の推進 
教育指導課 
教育総務課 

ＩＣＴ教育の推進 総合教育研究所 
自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進 

教育指導課 
学務課 

国際理解教育の推進 
教育指導課 
企画・国際課 

環境教育の推進 
教育指導課 
環境都市推進課 

 

２頁にまとめた 

22 頁つくばの特性を

生かした生涯学習の

推進へ 

18 頁 
絆づくり・地域づく

りにつながる学習

機会の提供 へ 

22 頁 
つくばの特性を 
生かした生涯学習 
の推進 へ 

３頁にまとめた 

４頁 



 新旧対照表 資料３ 
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③成人のキャリアアップ 

現代社会に対応した職業に関する学習内容の充実を図るとともに，学習成果が実

際の就職や転職といったキャリアアップに結びつくようなプログラムの開発や学

びやすい講座の設定，サポート体制づくりを検討します。 

 

頁 内容 関係課 

５ 
男女参画に関するセミナー 男女共同参画室 

つくば市ふるさとハローワーク 産業振興課 

 

 

④高齢者のいきがい対策 

高齢者がいつまでも元気でいきいきと地域社会と関わり暮らしていけるよう，生

涯学習の振興による高齢者の生きがい対策を推進します。 

 

頁 内容 関係課 

６ 

高齢者向けの社会活動の支援 高齢福祉課 
介護支援ボランティア 地域包括支援課 

長寿大学 文化芸術課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③成人のキャリアアップ 

現代社会に対応した職業に関する学習内容の充実を図るとともに，学習成果が実際の就職や

転職といったキャリアアップに結びつくようなプログラムの開発や学びやすい講座の設定，サ

ポート体制づくりを検討します。 

 

内容・事業 関係課 

市民ニーズに応じた講座内容の充実 

文化振興課 夜間及び土・日・祝日の講座の設定 

ソーシャルメディア等活用による学習情報提供 

 

④高齢者のいきがい対策 

高齢者がいつまでも元気でいきいきと地域社会と関わり暮らしていけるよう，生涯学習の振

興による高齢者の生きがい対策を推進します。 

 

内容・事業 関係課 

高齢者向けの社会活動の支援 
高齢福祉課 

高齢者が有する経験・知識を活用した社会参加の促進 

学習サポート体制づくり 文化振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 頁 
交流センターでの

学級・講座の充実

へ 

2(2)から 
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（２）現代的課題解決のための学習機会の提供 

急速な少子高齢化と経済のグローバル化が進む現代社会においては，社会保障制

度の見直し，経済格差，雇用環境の悪化等様々な問題が市民生活に影響を与えてい

ます。こうした課題を解決するため，個人が生き抜くために必要な知恵や術として

の生涯学習機会を提供していきます。 

 

頁 内容 関係課 

７ 

竹園高校クロスカリキュラム 企画経営課 
保護司等の資質向上 

（人権擁護員） 

（青少年相談員） 

市民活動課 

（男女共同参画室） 

（生涯学習推進課） 

 

 

 

 

 

 

（３）社会生活を円滑に営む上で困難を有する人への学習機会の提供 

外出が困難な高齢者やその介護者，障がい者やその支援者の方などへの必要な配

慮や支援を行うとともに，適切な学習機会の提供を行います。 

頁 内容 関係課 

８ 

チャレンジアートフェスティバル、スポーツ教室等 障害福祉課 

出前講座「みんなの安心介護保険事業」 

出前講座「認知症サポーター養成講座」 

介護保険課 

地域包括支援課

（生涯学習推進課） 

 

 

（２）現代的課題解決のための学習機会の提供 

急速な少子高齢化と経済のグローバル化が進む現代社会においては，社会保障制度の見直

し，経済格差，雇用環境の悪化等様々な問題が市民生活に影響を与えています。こうした課題

を解決するため，個人が生き抜くために必要な知恵や術としての生涯学習機会を提供していき

ます。 

 

内容・事業 関係課 

広報・啓発活動の促進 
中央図書館 

企画・国際課 

消費者トラブル対処法講座の充実 
消費生活センタ

ー 

地域交流センター講座の充実 文化振興課 

勉強会・講座・研修会・講演会等開催の推進 

文化振興課 

ひと・まち連携

課 

市民活動課 

 

（３）社会生活を円滑に営む上で困難を有する人への学習機会の提供 

外出が困難な高齢者やその介護者，障がい者やその支援者の方などへの必要な配慮や支援を

行うとともに，適切な学習機会の提供を行います。 

内容・事業 関係課 

 

障害・介護・認知症サポーター養成講座等の推進 

障害福祉課 

介護保険課 

地域包括支援課 

奉仕員等の養成研修の推進 
障害福祉課 

障害者の地域生活支援 

生活困窮者福祉の推進 社会福祉課 

12 頁 
交流センターでの学

級・講座の充実へ 

削除 
現代的課題の一分野 
のため 

10 頁 
広報・ホームページの 
活用へ 

削除 
義務的業務のため 
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２．生涯学習環境の整備 

（１）相談体制の整備 

学習や活動に興味を持ってもらえるよう，また活動へとつないでいけるよう，

様々な媒体による情報提供を充実するとともに，きめ細やかな相談体制を整備しま

す。 

頁 内容 関係課 

９ 研修の充実等による社会教育指導員の相談能力の向上 生涯学習推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．生涯学習環境の整備 

（１）学習情報の提供と相談体制の整備 

       （２）学習意欲を高めるための啓発活動に統合 

学習や活動に興味を持ってもらえるよう，また活動へとつないでいけるよう，様々な媒体に

よる情報提供を充実するとともに，きめ細やかな相談体制を整備します。 

内容・事業 関係課 

市のホームページの整備・充実 

文化振興課 

広報広聴課 

中央図書館 

広報紙の充実 

広報広聴課 地域に密着した民間メディア（ミニコミ誌，CATV，等）との連

携促進 

生涯学習施設の学習相談機能の充実 
文化振興課 

中央図書館 

学習情報ネットワークの整備・充実 
文化振興課 

研修の充実等による生涯学習施設職員の相談能力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交流センターに

ついて 12 頁へ 
 

図書館について

13 頁へ 

11 頁 
学習成果を生かす 
支援と指導者の養成へ 

10 頁 
広報・ホームページ 
の活用へ 
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（２）学習意欲を高めるための啓発活動 

生涯学習により自己実現につながること，さらに地域社会への還元・貢献ができ

ることなど，生涯学習の意義や理念を理解し，一人でも多くの市民が生涯学習に取

り組むよう啓蒙・啓発活動を行います。 

頁 内容 関係課 

10 広報・ホームページの活用 広報戦略課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学習成果を活かす支援と指導者の養成 

市民が充実した学習や活動を行うために，その活動を様々な面から支援する豊富

な知識や経験を持った人材を発掘・確保し，生涯学習の指導者として養成します。

また，学習成果を適切に評価し，学習者の意欲を更に高めていけるよう，学習成果

の発表の場の充実や地域社会へ還元するシステムを構築します。 

頁 内容 関係課 

11 
生涯学習情報（OB 人材、指導者情報）の整備・活用 

企画経営課 

生涯学習推進課 

学習成果発表機会（市民文化祭）の充実 文化芸術課 

 

 

 

（２）学習意欲を高めるための啓発活動 

生涯学習により自己実現につながること，さらに地域社会への還元・貢献ができることなど，

生涯学習の意義や理念を理解し，一人でも多くの市民が生涯学習に取り組むよう啓蒙・啓発活

動を行います。 

内容・事業 関係課 

広報・ホームページの活用 

文化振興課 

中央図書館 

広報広聴課 

文化財課 

ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

地域住民に対する地域の学習・文化・生活情報の提供 
文化振興課 

中央図書館 

図書館内の学習スペースの充実 中央図書館 

専任人材の配置による広報や情報提供の充実 文化財課 

仕事と家庭が両立できる働き方の支援 
男女共同参画室 
産業振興課 

（３）学習成果を活かす支援と指導者の養成 

市民が充実した学習や活動を行うために，その活動を様々な面から支援する豊富な知識や経

験を持った人材を発掘・確保し，生涯学習の指導者として養成します。また，学習成果を適切

に評価し，学習者の意欲を更に高めていけるよう，学習成果の発表の場の充実や地域社会へ還

元するシステムを構築します。 

内容・事業 関係課 

生涯学習関連研修の充実 

文化振興課 生涯学習情報（指導者情報）の整備・活用 

学習成果発表機会の充実 

社会教育職員のコーディネート能力の向上 
文化振興課 

人事課 

17 頁 
文化財の保存と活用へ 

５頁 
成人のキャリアアップ

へ 

交流センターに

ついて 12 頁へ 
 

図書館について

13 頁へ 

９頁 
相談体制の整備へ 
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３．生涯学習関連施設の充実 

（１）市民同士が交流できる施設の充実 

市民の主体的な学習を支援する身近な生涯学習施設として，地域交流センター等

の整備・活用を進めます。 

 

頁 内容 関係課 

12 地域交流センターでの学級・講座の充実 文化芸術課 

 

 

 

 

 

 

（２）図書館機能の充実 

市民が知りたいことを調べ考え身につけるための身近な情報拠点として，図書館

等の整備・活用を進めます。 

 

頁 内容 関係課 

13 

図書館事業とボランティアとの連携・協力の推進  

中央図書館 

 

（文化芸術課） 

図書館事業に関する広報「ヨモッカ」の充実 

既存施設における機能充実 

地域交流センター図書室との連携促進 

 

 

 

 

 

３．生涯学習関連施設の充実 

（１）市民同士が交流できる施設の充実 

市民の主体的な学習を支援する身近な生涯学習施設として，地域交流センター等の整備・活

用を進めます。 

 

内容・事業 関係課 

地域交流センターでの学級・講座の充実 

文化振興課 市民ニーズを反映した講座の充実 

公共施設予約システムの構築・利用推進 

地域交流センター・その他市内施設・他部局職員間の連携・協

力の推進 

文化振興課 

中央図書館 

他部局担当分野事業を推進する事業企画・運営 地域包括支援課 

 

（２）図書館機能の充実 

市民が知りたいことを調べ考え身につけるための身近な情報拠点として，図書館等の整備・

活用を進めます。 

 

内容・事業 関係課 

図書館事業とボランティアとの連携・協力の推進 

中央図書館 
図書館事業に関する広報の充実 

地域交流センター図書室との連携促進 

既存施設における機能充実 

 

 

 

 

 

ひとつにまとめた 

13 頁 
図書館機能の充実へ 

８頁 
社会生活を円滑に営む上

で困難を有する人への学

習機会の提供へ 



 新旧対照表 資料３ 

8 

 

（３）芸術・文化にふれあう施設の充実 

市民が気軽に参加でき，発表できる場として，また，優れた文化芸術に触れる鑑

賞機会の場として，市民ホール等の整備・活用を進めます。 

 

頁 内容 関係課 

14 
既存施設における機能充実（ノバホール、カピオ） 

文化芸術課 
文化施設における公共施設予約システム導入の推進 

 

４．絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 

（１）健康・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

「つくば市スポーツ推進計画」に基づき，各ライフステージに応じたスポーツプ

ログラムの開発や情報提供を進めるとともに，市民の健康維持・増進に役立つ生涯

学習機会を提供します。 

 

頁 内容 関係課 

15 

スポーツ教室等の充実 スポーツ振興課 

ふれあいプラザの活用 文化芸術課 

学校施設開放の推進（体育館・グラウンドなど） 教育施設課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）芸術・文化にふれあう施設の充実 

市民が気軽に参加でき，発表できる場として，また，優れた文化芸術に触れる鑑賞機会の場

として，市民ホール等の整備・活用を進めます。 

 

内容・事業 関係課 

既存施設における機能充実 
文化振興課 

文化施設における公共施設予約システム導入の推進 

 

４．絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 

（１）健康・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

「つくば市スポーツ推進計画」に基づき，各ライフステージに応じたスポーツプログラムの

開発や情報提供を進めるとともに，市民の健康維持・増進に役立つ生涯学習機会を提供します。 

 

 

内容・事業 関係課 

スポーツ教室等の充実 

スポーツ振興課 体育指導委員・体育協会との連携・協力の推進 

スポーツ関連情報の提供 

学校施設開放の推進（体育館・グラウンドなど） 教育施設課 

地域交流センターの活用 
文化振興課 

ふれあいプラザの活用 

 

 

 

 

 

20 頁 
多様な主体とのネット

ワーク行政の推進へ 
10 頁 
広報・ホームページの 
活用へ 

12 頁 
交流センターでの学級 
講座の充実へ 
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（２）文化芸術活動の推進 

市民一人一人が身近に文化・芸術に接し，参加できる環境を整備するとともに，

必要な人材の育成や情報提供の充実により文化芸術活動を推進します。 

 

頁 内容 関係課 

16 文化芸術活動の振興と鑑賞機会の充実、情報提供の充実 文化芸術課 

 

 

 

 

（３）文化財の保存と活用 

文化財や伝統文化を市民に身近なものとして親しんでもらい，後世に引き継いで

いけるよう，地域に残る文化財の保護や情報発信，活用などに取り組みます。 

 

頁 内容 関係課 

17 

各種文化財の保護，調査研究 

文化財課 
文化財展示施設・各種文化財の体系化 

各種文化財・郷土史に関する講座の開設 

専任人材の配置による広報や情報提供の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）文化芸術活動の推進 

市民一人一人が身近に文化・芸術に接し，参加できる環境を整備するとともに，必要な人材

の育成や情報提供の充実により文化芸術活動を推進します。 

 

内容・事業 関係課 

市民文化活動の機会の拡充と拠点施設の整備充実 

文化振興課 
文化芸術活動の振興と鑑賞機会の充実 

文化芸術活動団体・企業との連携と人材の育成 

文化芸術活動に関する情報提供の充実 

 

（３）文化財の保存と活用 

文化財や伝統文化を市民に身近なものとして親しんでもらい，後世に引き継いでいけるよ

う，地域に残る文化財の保護や情報発信，活用などに取り組みます。 

 

内容・事業 関係課 

各種文化財の保護，調査研究 

文化財課 
調査研究成果の市民への情報発信 

文化財展示施設・各種文化財の体系化 

各種文化財・郷土史に関する講座の開設 

 

 

 

 

 

 

2(2)から 

10 頁 
広報・ホームページの 
活用へ 

14 頁 
芸術・文化にふれあう 
施設の充実へ 

20 頁 
多様な主体との 
ネットワーク行政の 
推進へ 
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（４）絆づくり・地域づくりにつながる学習機会の提供 

一人一人の学習成果をお互いで共有することは、よりよい地域づくりにつなげら

れます。また、防災にも役立つ絆づくりや地域づくりとなるよう、団体や自主サー

クル活動などの支援や学習・研修機会の提供を行います。 

 

頁 内容 関係課 

18 

市職員研修（市民参画に関する研修や学習会への参加） 人事課 

地区リーダー勉強会 市民活動課 

地域コーディネーター講習会、地域デビュー講座 文化芸術課 

市民活動団体の支援 市民活動課 

まちづくり専門家の派遣 都市計画課 

交通安全・防犯・防災活動への支援（出前講座等） 

危機管理課 

防犯交通安全課 

（生涯学習推進課） 

人権教育 

教育総務課 

（教育指導課） 

（生涯学習推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）絆づくり・地域づくりにつながる学習機会の提供 

一人一人の学習成果をお互いで共有することは，よりよい地域づくりにつなげられます。ま

た，防災にも役立つ絆づくりや地域づくりとなるよう，団体や自主サークル活動などの支援や

学習・研修機会の提供を行います。 

 

内容・事業 関係課 

社会教育職員の学習支援・市民参画に関する研修や学習会へ

の参加 

文化振興課 

人事課 

地域リーダーの育成 

自主サークル・グループの育成支援 

文化振興課 

市民活動課 

交通安全・防犯・防災活動への育成支援 
危機管理課 

文化振興課 

まちづくりのアドバイザーやコンサルタントの派遣 都市計画課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９頁 
相談体制の整備へ 

2(3)から 

②1(1)  
から 
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５．生涯学習推進体制の強化 

（１）全庁的な連携・協力体制 

すべての市民の学習権を保証するため，「生涯学習推進本部」を中心に，全庁的な

連携・協力のもと生涯学習を推進します。 

 

頁 内容 関係課 

19 生涯学習まちづくり推進体制の充実 生涯学習推進課 

（２）多様な主体とのネットワーク行政の推進 

生涯学習は，社会教育といった教育による学習のみならず，市民一人一人 

の自己学習にいたるまで，生涯の各期における学習を生活全域にわたって継続して

行う行為です。このことから，社会教育委員からの助言や指導はもとより，様々な

組織，団体とのネットワークを構築しながら生涯学習を推進します。 

 

頁 内容 関係課 

20 

社会教育委員会議の開催 生涯学習推進課 

図書館協議会の開催 中央図書館 

市民の会、市子ども会連合会の育成 生涯学習推進課 

体育協会、スポーツ推進委員の育成 スポーツ振興課 

文化協会、文化振興財団の育成 文化芸術課 

アイラブつくばまちづくり補助金 市民活動課 

子育て団体等の支援 こども政策課 

市民との協働講座（人間学講座） 生涯学習推進課 

 

 

 

 

 

５．生涯学習推進体制の強化 

（１）全庁的な連携・協力体制 

すべての市民の学習権を保証するため，「生涯学習推進本部」を中心に，全庁的な連携・協

力のもと生涯学習を推進します。 

 

内容・事業 関係課 

生涯学習まちづくり推進体制の充実 文化振興課 

（２）多様な主体とのネットワーク行政の推進 

生涯学習は，社会教育といった教育による学習のみならず，市民一人一人 

の自己学習にいたるまで，生涯の各期における学習を生活全域にわたって継続して行う行為で

す。このことから，社会教育委員からの助言や指導はもとより，様々な組織，団体とのネット

ワークを構築しながら生涯学習を推進します。 

 

内容・事業 関係課 

社会教育委員会議の開催 文化振興課 

社会教育関係団体の組織化と活性化 
文化振興課 

スポーツ振興課 

地域の教育力向上のための自治会等との連携・協力の推進 
市民活動課 

こども課 

NPO 等との連携・協力の推進 
市民活動課 

こども課 

ボランティア等地域リーダーの育成 文化振興課 

市民との連携・協働の強化 
文化振興課 

中央図書館 

市民のニーズに対応した施設の管理・運営 

文化振興課 

中央図書館 

公園・施設課 

4(1)から 
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（３）つくばの特性を生かした生涯学習の推進 

つくば市は，多くの研究者・学生が世界中から集まり，様々な分野の専門家が

活動しています。また，世界に開かれた国際都市であるとともに，筑波山をはじ

めとした豊かな自然環境にも恵まれ，つくば特有のライフスタイルを守り育む活

動も盛んです。 

市内にある研究機関，大学，外国人，専門家，豊かな自然，意識の高い市民な

ど，つくばの持つ特色や資源を活かした生涯学習を推進します。 

 
 

頁 内容 関係課 

21 

交流サロンの活用 広報戦略課 

科学フェスティバル 教育指導課 

イノベーションキャンパス in つくば 

イノベーションワールドフェスタ 

科学甲子園ジュニア全国大会 

つくば科学教育マイスター認定 

科学技術振興課 

22 

農業体験 農業政策課 

フォレストアドベンチャー、筑波山ビジターセンター、

筑波山梅まつり 
観光推進課 

筑波山地域ジオパーク ジオパーク室 

桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業、筑波山自然環境教育

事業、エコ・クッキング事業 
環境政策課 

サイエンスラボ 生涯学習推進課 

23 
外国人との交流事業 

国際交流室 
外国人向け講座 

 

（３）つくばの特性を生かした生涯学習の推進 

 

 

内容・事業 関係課 

講座・研修会・講演会等の開催 

文化振興課 

科学技術・特区

推進課 

企画・国際課 

大学・研究機関との連携による調査・研究活動の推進 

企画・国際課 

ひと・まち連携

課 

都市計画課 

大学・研究機関との連携による科学事業の推進 

文化振興課 

中央図書館 

科学技術・特区

推進課 

ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進室 

教育指導課 

自然体験や環境学習の推進 

文化振興課 

農業課 

観光物産課 

環境都市推進課 

東京事務所 

ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

市内在住外国人，姉妹都市等との交流による国際理解，国際感

覚の涵養 
企画・国際課 

外国人向け講座の充実 企画・国際課 
 

②1(1) から 

②1(1) から 

②1(1) から 
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第 4 章 生涯学習推進基本計画の展開 平成 30 年 8 月 23 日版修正 

１．個人の自立に向けた学習機会の提供 
（１）ライフステージに応じた学習機会の提供 

①家庭教育支援の充実 

子育て世代に対して，親としての成長を応援し，子育てへの自信や対処能力を持たせること

ができるような学習機会や講座を充実するとともに，つくば市子ども・子育て支援プランと

連動した地域全体での子育て支援を推進します。 

頁 内容 関係課 

１ 

家庭教育学級への指導・助言，講演会などの開催 

家庭教育講演会、家庭教育セミナー 
生涯学習推進課 

地域子ども・子育て支援事業の推進 こども政策課 
 

②青少年の健全育成 

これからのつくば市を支えていく青少年に対し，居場所づくりや自主的な活動への支援体

制を充実するとともに，つくば市教育振興基本計画（つくば市教育振興プラン）等と連動し

て，自然体験，ボランティア活動体験，国際交流体験等の様々な体験活動を推進します。 

頁 内容 関係課 

２ 

青少年の健全育成活動の推進 生涯学習推進課 
放課後子供教室 

こども育成課 
児童館運営、児童クラブ 

３ 自ら学び、自ら考える力を育てる教育の推進等 教育指導課 
４ 自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進 

特別教育支援 
推進室 

 

③成人のキャリアアップ 

現代社会に対応した職業に関する学習内容の充実を図るとともに，学習成果が実際の就職

や転職といったキャリアアップに結びつくようなプログラムの開発や学びやすい講座の設

定，サポート体制づくりを検討します。 

頁 内容 関係課 

５ 
男女参画に関するセミナー 男女共同参画室 

つくば市ふるさとハローワーク 産業振興課 

 

 

 

 

資料４ 
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④高齢者のいきがい対策 

高齢者がいつまでも元気でいきいきと地域社会と関わり暮らしていけるよう，生涯学習の

振興による高齢者の生きがい対策を推進します。 

頁 内容 関係課 

６ 

高齢者向けの社会活動の支援 高齢福祉課 
介護支援ボランティア 地域包括支援課 

長寿大学 文化芸術課 

 

 
（２）現代的課題解決のための学習機会の提供 

急速な少子高齢化と経済のグローバル化が進む現代社会においては，社会保障制度の見直

し，経済格差，雇用環境の悪化等様々な問題が市民生活に影響を与えています。こうした課

題を解決するため，個人が生き抜くために必要な知恵や術としての生涯学習機会を提供し

ていきます。 

頁 内容 関係課 

７ 

竹園高校クロスカリキュラム 企画経営課 
保護司等の資質向上 

（人権擁護員） 

（青少年相談員） 

市民活動課 

（男女共同参画室） 

（生涯学習推進課） 

 

 

（３）社会生活を円滑に営む上で困難を有する人への学習機会の提供 
外出が困難な高齢者やその介護者，障がい者やその支援者の方などへの必要な配慮や支援

を行うとともに，適切な学習機会の提供を行います。 

頁 内容 関係課 

８ 

チャレンジアートフェスティバル、スポーツ教室等 障害福祉課 

出前講座「みんなの安心介護保険事業」 

出前講座「認知症サポーター養成講座」 

介護保険課 

地域包括支援課

（生涯学習推進課） 
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２．生涯学習環境の整備 
（１）相談体制の整備 

学習や活動に興味を持ってもらえるよう，また活動へとつないでいけるよう，様々な媒体に

よる情報提供を充実するとともに，きめ細やかな相談体制を整備します。 

頁 内容 関係課 

９ 研修の充実等による社会教育指導員の相談能力の向上 生涯学習推進課 

 

 

（２）学習意欲を高めるための啓発活動 
生涯学習により自己実現につながること，さらに地域社会への還元・貢献ができることなど，

生涯学習の意義や理念を理解し，一人でも多くの市民が生涯学習に取り組むよう啓蒙・啓発

活動を行います。 

頁 内容 関係課 

10 広報・ホームページの活用 広報戦略課 

 
 

（３）学習成果を活かす支援と指導者の養成 
市民が充実した学習や活動を行うために，その活動を様々な面から支援する豊富な知識や

経験を持った人材を発掘・確保し，生涯学習の指導者として養成します。また，学習成果を

適切に評価し，学習者の意欲を更に高めていけるよう，学習成果の発表の場の充実や地域社

会へ還元するシステムを構築します。 

頁 内容 関係課 

11 
生涯学習情報（OB 人材、指導者情報）の整備・活用 

企画経営課 

生涯学習推進課 

学習成果発表機会（市民文化祭）の充実 文化芸術課 

 

 

 

３．生涯学習関連施設の充実 
（１）市民同士が交流できる施設の充実 

市民の主体的な学習を支援する身近な生涯学習施設として，地域交流センター等の整備・活

用を進めます。 

頁 内容 関係課 

12 地域交流センターでの学級・講座の充実 文化芸術課 
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（２）図書館機能の充実 

市民が知りたいことを調べ考え身につけるための身近な情報拠点として，図書館等の整備・

活用を進めます。 

頁 内容 関係課 

13 

図書館事業とボランティアとの連携・協力の推進  

中央図書館 

 

（文化芸術課） 

図書館事業に関する広報「ヨモッカ」の充実 

既存施設における機能充実 

地域交流センター図書室との連携促進 

 

 

（３）芸術・文化にふれあう施設の充実 
市民が気軽に参加でき，発表できる場として，また，優れた文化芸術に触れる鑑賞機会の場

として，市民ホール等の整備・活用を進めます。 

頁 内容 関係課 

14 
既存施設における機能充実（ノバホール、カピオ） 

文化芸術課 
文化施設における公共施設予約システム導入の推進 

 

 

４．絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 
（１）健康・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

「つくば市スポーツ推進計画」に基づき，各ライフステージに応じたスポーツプログラムの

開発や情報提供を進めるとともに，市民の健康維持・増進に役立つ生涯学習機会を提供しま

す。 

頁 内容 関係課 

15 

スポーツ教室等の充実 スポーツ振興課 

ふれあいプラザの活用 文化芸術課 

学校施設開放の推進（体育館・グラウンドなど） 教育施設課 

 
 

（２）文化芸術活動の推進 
市民一人一人が身近に文化・芸術に接し，参加できる環境を整備するとともに，必要な人材

の育成や情報提供の充実により文化芸術活動を推進します。 

頁 内容 関係課 

16 文化芸術活動の振興と鑑賞機会の充実、情報提供の充実 文化芸術課 
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（３）文化財の保存と活用 
文化財や伝統文化を市民に身近なものとして親しんでもらい，後世に引き継いでいけるよ

う，地域に残る文化財の保護や情報発信，活用などに取り組みます。 

頁 内容 関係課 

17 

各種文化財の保護，調査研究 

文化財課 
文化財展示施設・各種文化財の体系化 

各種文化財・郷土史に関する講座の開設 

専任人材の配置による広報や情報提供の充実 

 

 

（４）絆づくり・地域づくりにつながる学習機会の提供 
一人一人の学習成果をお互いで共有することは、よりよい地域づくりにつなげられます。ま

た、防災にも役立つ絆づくりや地域づくりとなるよう、団体や自主サークル活動などの支援

や学習・研修機会の提供を行います。 

頁 内容 関係課 

18 

市職員研修（市民参画に関する研修や学習会への参加） 人事課 

地区リーダー勉強会 市民活動課 

地域コーディネーター講習会、地域デビュー講座 文化芸術課 

市民活動団体の支援 市民活動課 

まちづくり専門家の派遣 都市計画課 

交通安全・防犯・防災活動への支援（出前講座等） 

危機管理課 

防犯交通安全課 

（生涯学習推進課） 

人権教育 

教育総務課 

（教育指導課） 

（生涯学習推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

５．生涯学習推進体制の強化 

（１）全庁的な連携・協力体制 
すべての市民の学習権を保証するため，「生涯学習推進本部」を中心に，全庁的な連携・協

力のもと生涯学習を推進します。 

頁 内容 関係課 

19 生涯学習まちづくり推進体制の充実 生涯学習推進課 

 
 

（２）多様な主体とのネットワーク行政の推進 
生涯学習は，社会教育といった教育による学習のみならず，市民一人一人 

の自己学習にいたるまで，生涯の各期における学習を生活全域にわたって継続して行う行

為です。このことから，社会教育委員からの助言や指導はもとより，様々な組織，団体との

ネットワークを構築しながら生涯学習を推進します。 

頁 内容 関係課 

20 

社会教育委員会議の開催 生涯学習推進課 

図書館協議会の開催 中央図書館 

市民の会、市子ども会連合会の育成 生涯学習推進課 

体育協会、スポーツ推進委員の育成 スポーツ振興課 

文化協会、文化振興財団の育成 文化芸術課 

アイラブつくばまちづくり補助金 市民活動課 

子育て団体等の支援 こども政策課 

市民との協働講座（人間学講座） 生涯学習推進課 
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（３）つくばの特性を生かした生涯学習の推進 
つくば市は，多くの研究者・学生が世界中から集まり，様々な分野の専門家が活動してい

ます。また，世界に開かれた国際都市であるとともに，筑波山をはじめとした豊かな自然

環境にも恵まれ，つくば特有のライフスタイルを守り育む活動も盛んです。 

市内にある研究機関，大学，外国人，専門家，豊かな自然，意識の高い市民など，つく

ばの持つ特色や資源を活かした生涯学習を推進します。 

頁 内容 関係課 

21 

交流サロンの活用 広報戦略課 

科学フェスティバル 教育指導課 

イノベーションキャンパス in つくば 

イノベーションワールドフェスタ 

科学甲子園ジュニア全国大会 

つくば科学教育マイスター認定 

科学技術振興課 

22 

農業体験 農業政策課 

フォレストアドベンチャー、筑波山ビジターセンター、

筑波山梅まつり 
観光推進課 

筑波山地域ジオパーク ジオパーク室 

桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業、筑波山自然環境教育

事業、エコ・クッキング事業 
環境政策課 

サイエンスラボ 生涯学習推進課 

23 
外国人との交流事業 

国際交流室 
外国人向け講座 

 



評価基準

①方向性ごとの達成状況と課題
評価者：生涯学習推進課
方 法：方向性ごとに、達成状況と課題を抽出
評 価：A計画以上に進んでいる、Ｂ計画通り進んでいる、Ｃ計画より遅れている

②事務事業評価
事務事業評価は、つくば市役所の全課が、自分の課で行っているすべての事務事業を評価しているものです。
有効性と効率性を評価したあと、その組み合わせで総合評価（ＳからＥまでの９段階）で表します。

■有効性

事業を実施した結果、成果の達成度合いが、例年と比較して

高・・・例年と比較し、成果が大きく向上、又は高水準を維持

中・・・例年と比較し、同程度の成果

低・・・例年と比較し、成果が大きく低下、又は低水準を維持

■効率性

得られた成果に対して、費やした事業費や人件費（＝費用対効果）が、

高・・・例年と比較し、費用対効果が大きく向上、又は高水準を維持

中・・・例年と比較し、同程度の費用対効果

低・・・例年と比較し、費用対効果が大きく低下、又は低水準を維持

■総合評価

有効性/効率性

高/高 Ｓ成果・費用対効果を維持して継続実施

高/中 Ａ成果を維持して継続実施

中/高 Ａ費用対効果を維持して継続実施

中/中 Ｂ成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施

高/低 Ｃ成果を維持し費用対効果を向上させる必要有り

低/高 Ｃ費用対効果を維持し成果を向上させる必要有り

中/低 Ｄ費用対効果を向上させる必要有り

低/中 Ｄ成果を向上させる必要有り

低/低 Ｅ事業の抜本的な見直しの必要有り

資料５別紙



平成29年度　事業評価一覧修正

有効性 効率性 総合評価

1 個人の自立に向けた学習機会の提供

(1)
ライフステージに応じた
学習機会の提供　◎

家庭教育学級への指導・助言、講演会等の開催 生涯学習推進課 家庭教育学級支援事業 中 中 Ｂ 1

①家庭教育支援の充実 地域子ども・子育て支援事業の推進 こども政策課 子育て支援拠点事業 中 中 Ｂ 2

青少年の健全育成活動の推進 生涯学習推進課 青少年健全育成事業 中 中 Ｂ 3

放課後子供教室 放課後子供教室推進事業 中 中 Ｂ 4

児童館運営、児童クラブ 児童館運営事業 中 中 Ｂ 5

3 自ら学び、自ら考える力を育てる教育の推進等 教育指導課 学習指導助言事業 中 中 Ｂ 6

4 自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進
特別教育支援推進
室

教育支援委員会運営事業 高 中 Ａ 7

男女参画に関するセミナー 男女共同参画室
男・女（ひとひと）セミナー事
業 中 中 Ｂ 8

つくば市ふるさとハローワーク 産業振興課 雇用促進対策事業 中 中 Ｂ 9

高齢者生きがい活動支援
事業 中 中 Ｂ 10

高齢者労働能力活動事業
費補助 中 中 Ｂ 11

健康福祉祭りいばらきねん
りんスポーツ大会 中 中 Ｂ 12

シルバークラブ育成事業 中 中 Ｂ 13

介護支援ボランティア 地域包括支援課 介護支援ボランティア事業 中 中 Ｂ 14

長寿大学 文化芸術課 地域交流センター主催事業 中 中 Ｂ 15

竹園高校クロスカリキュラム 企画経営課 まち・ひと・しごと創生事業 中 中 Ｂ 16

保護司等の資質向上 市民活動課 更生保護事業 中 中 Ｂ 17

チャレンジアートフェスティ
バル事業 中 中 Ｂ 18

おひさまサンサンフェスティ
バル事業 中 中 Ｂ 19

体験乗馬療法事業 中 中 Ｂ 20

障害児スポーツ教室事業 中 中 Ｂ 21

出前講座「みんなの安心介護保険事業」 介護保険課 介護保険事務 中 中 Ｂ 22

出前講座「認知症サポーター養成講座」 地域包括支援課 認知症サポーター養成事業 中 中 Ｂ 23

2 生涯学習環境の整備

（1） 相談体制の整備

交流センター等に配置されている社会教育指導員が、自主企画研修や茨
城県と県内教育事務所主催研修に参加し、実務的内容・職務上の役割を
意識した知識を取り入れ、自主運営されている家庭教育学級等に対して
適切な指導をすることができた。今後はその知識を交流センター講座に生
かしていくことが必要と考えられる

Ｂ 9
研修の充実等による社会教育指導員の相談能
力の向上

生涯学習推進課 家庭教育学級支援事業 中 中 Ｂ 1

広報つくばの編集・発行事
業 中 中 Ｂ 24

ホームページの運用・管理 中 中 Ｂ 25

ＡＣＣＳ・ラヂオつくば広報活
用事業 中 中 Ｂ 26

企画経営課
つくば市ＯＢ人材活動支援
事業 中 中 Ｂ 27

生涯学習推進課
生涯学習指導者情報提供
事業 中 中 Ｂ 28

学習成果発表会（市民文化祭）の充実 文化芸術課 つくば市民文化祭開催事業 中 中 Ｂ 29

3 生涯学習関連施設の充実

（1）
市民同士が交流できる
施設の充実　◎

地域交流センターの利用者や講座受講者に対するアンケート結果等を踏
まえ、施設予約方法の改善や、市民ニーズに対応した講座の実施を進め
た。引き続き、より市民が交流しやすい施設として整備をする

Ｂ 12 地域交流センターでの学級・講座の充実 文化芸術課 地域交流センター主催事業 中 中 Ｂ 15

図書館事業とボランティアとの連携・協力の推進 図書館ボランティア事業 中 中 Ｂ 30

図書館事業に関する広報「ヨモッカ」の充実 図書館の広報充実事業 中 中 Ｂ 31

調査・研究の支援事務 中 中 Ｂ 32

図書館及び視聴覚センター
の維持管理事業 中 中 Ｂ 33

地域交流センター図書室との連携
オンライン地域交流センター
図書室運営事業 中 中 Ｂ 34

ノバホール管理運営事業 中 中 Ｂ 35

つくばカピオ管理運営事業 中 中 Ｂ 36

文化施設における公共予約システムの導入の推
進

市民ホール管理事業 中 中 Ｂ 37

(2)

（3）

（2）

（2）

（3）

（3）

③成人のキャリアアップ

④高齢者のいきがい対
策

文化芸術課

13

14

図書館機能の充実

芸術・文化にふれあう
施設の充実

既存施設における機能充実

既存施設における機能充実（ノバホール・カピオ）

11
学習成果を活かす支援
と指導者の養成　◎

生涯学習情報（OB人材、指導者情報）の整備・活
用

中央図書館

学習意欲を高めるため
の啓発活動

10 広報・ホームページの活用

6

7
現代的課題解決のため
の学習機会の提供

社会生活を円滑に営む上
で困難を有する者への学習
機会の提供（就業支援学習
を含む）

高齢者向けの社会活動の支援

チャレンジアートフェスティバル、スポーツ教室等

8

1

2

②青少年の健全育成

5

・ノバホール・カピオに関しては、施設機能の維持向上を図るための改修・
修繕を実施した。引き続き行っていく
・市民ホールに関しては、公共予約システムの導入を検討を行ったが、導
入には至らなかったので引き続き検討していく

Ｂ

Ｂ

Ｂ

市の広報やホームページ、中央図書館通信、ＡＣＣＳ、ラヂオつくば、地域

交流センターや商業施設の掲示板などを通じて、多様なジャンルの情報を

提供した。引き続き、多くの市民に情報が届くよう実施していく

Ｂ

・ＯＢ人材活動支援事業については、研究機関や企業等に出向き積極的
に登録者の発掘に努めており、活動回数も順調に伸びているので継続し
て取り組んでいく指導者情報提供事業は、紹介件数に対して開催件数の
割合が低かったことから、開催件数を増やすための方策を検討する。ま
た、データベースの充実を図る
・学習成果発表の場である文化祭については、出展団体数、来場者数とも
増加していることから、学習成果を活かす支援が図れている。今後も体験
教室や子供たちの作品展示を充実しながら継続して取り組んでいく

・高校生に現代社会の課題を考える機会を提供できた.
・保護司、人権擁護員、青少年相談員等を対象にした講演会やセミナーで
は、資質の向上を図れただけでなく、地域のネットワークの構築・各団体同
士の連携や啓発活動の強化も図れた。今後は、団体だけでなく、一般市民
も参加できるものとし、市民にも学習の機会を提供していく

Ｂ

Ｂ

・各種イベント等を開催し、社会生活を円滑に営む上で困難を有する方へ

の学習機会の提供ができた。（チャレンジアートフェスティバル、おひさまサ

ンサンいきいきまつり、のびのびスポーツ教室など）

・介護や認知症に関する出前講座を開催することで、社会生活を円滑に営

む上で困難を有する方をサポートする側に対しても学習機会を提供した

・引き続き、当事者が参加しやすいイベントを開催するとともに、出前講座

により、より多くの支援者に学習機会を提供していく

施策の柱
施策の方向性
◎：重点事業

・ボランティアとの共催事業を実施するとともに、ボランティアが主催する事
業を支援し、ボランティアとの連携・協力を推進した
・２種類の広報誌を年２回発行し、情報発信に努めた
・４交流センターのシステム更新や配送ルート見直しを行い、連携を促進し
た
・利用者の利便性をよくするため、土日の閉館時間を17時から19時に、駐
車場無料化を1時間から2時間にした
・レファレンスコーナーでは、相互貸借等を活用し利用者の要望にほぼ答
えた
・司書の不足、研修時間の確保が難しいこと、レファレンスコーナーの存在
が知られていないので役割の周知をすること、施設の老朽化が課題である

参考
事業
数

Ｂ

Ｂ

子育て世代に対して、情報提供や学びの場を設けることで子育ての不安
解消を図った。家庭教育学級や地域子育て支援拠点事業は参加者数が
増加し、施策の充実が図れている。ファミリーサポート事業では、活動回数
の増加に対して、協力会員の不足が課題である

青少年に対して、青少年相談員による啓発活動を実施し、環境健全化を

図った。中高生には、７つの地域交流センターで「青少年の居場所」を提供

し、青少年が主体的に活動する場面も見られた。児童に対する放課後子

供教室については実施回数が増加している。また、サイエンスラボ事業に

より、自然と科学に触れる体験の推進を図った。青少年の居場所事業や

放課後子供教室の充実を図るためには、場所や内容の検討、ボランティア

等のスタッフ確保が必要である

成人のキャリアアップについては、「女性活躍推進」に重点を置いたセミ
ナーを行い、参加者から好評を得たので継続して実施する。ハローワーク
土浦との連携による女性就業支援も、一定のニーズと実績があることから
継続して取り組んでいく

Ｂ

Ｂ

高齢者の生きがい対策については、シルバークラブ活動等の支援やイベ

ントを開催することで、高齢者の社会参加を促進し、健康や生きがいづくり

につながった。介護支援ボランティアの活動回数を増やすなど、高齢者の

社会活動をさらに支援する必要がある

②　29年度
事務事業評価

内容頁 担当課 事務事業名①　方向性ごとの達成状況と課題
施策
評価

こども育成課

高齢福祉課

障害福祉課

広報戦略課

資料5
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有効性 効率性 総合評価

施策の柱
施策の方向性
◎：重点事業

参考
事業
数

②　29年度
事務事業評価

内容頁 担当課 事務事業名①　方向性ごとの達成状況と課題
施策
評価

4 絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供

スポーツ教室等の充実 スポーツ振興課 スポーツ教室開催事業 中 中 Ｂ 38

ふれあいプラザの活用 文化芸術課
ふれあいプラザ指定管理事
業 中 中 Ｂ 39

学校施設開放の推進（体育館・グラウンドなど） 教育施設課 小学校施設開放事業 中 中 Ｂ 40

（2） 文化芸術活動の推進

芸術性の高いクラシック公演を開催したり、つくば市文化振興財団との共
同主催で音楽・演劇・芸能・芸術等の幅広いジャンルで文化芸術事業を実
施することで、市民に芸術に親しむ機会を提供できた。課題としては、限ら
れた予算の中で多様な質の高い公演を紹介しなければならないため、広
報に力を入れてさらなる集客を図る必要がある

Ｂ 16
文化芸術活動の振興と鑑賞機会の充実、情報提
供の充実

文化芸術課 芸術文化公演事業 中 中 Ｂ 41

各種文化財の保護、調査研究 小田城跡確認調査事業 低 中 Ｄ 42

文化財展示施設・各種文化財の体系化
文化財展示展示施設管理
事業 中 中 Ｂ 43

各種文化財・郷土史に関する講座の開設、専任
人材の配置による広報や情報提供の充実 文化財展示講座等事業 中 中 Ｂ 44

市職員研修（市民参画に関する研修や学習会へ
の参加）

人事課 職員研修事業 中 中 Ｂ 45

地区リーダー勉強会 自治会関係に要する経費 中 中 Ｂ 46

市民活動団体の支援
市民活動センター管理運営
事業 中 中 Ｂ 47

地域コーディネーター講習会、地域デビュー講座 文化芸術課 地域交流センター主催事業 中 中 Ｂ 15

まちづくり専門家の派遣 都市計画課 地域まちづくり支援事業 中 中 Ｂ 48

交通安全・防犯・防災活動への支援（出前講座
等）

危機管理課 防災意識啓発事業 中 中 Ｂ 49

交通安全・防犯・防災活動への支援（出前講座
等）

防犯交通安全課 交通安全啓発事業 中 中 Ｂ 50

人権教育 教育総務課 人権教育推進事業 中 中 Ｂ 51

5 生涯学習推進体制の強化

(1)
全庁的な連携・協力体
制

28年度の事業の実施状況について、29年度の前半に確認すべきところ、
後半になってしまった。平成30年度からは、年度の前半に進捗状況が確認
する

Ｃ 19 生涯学習まちづくり推進体制の充実 生涯学習推進課 生涯学習審議会開催事業 中 中 Ｂ 52

社会教育委員会議の開催 社会教育振興事業 中 中 Ｂ 53

青少年を育てるつくば市民
の会補助 中 中 Ｂ 54

つくば市子ども会育成連合
会補助 中 中 Ｂ 55

市民との協働講座（人間学講座） つくば人間学講座 中 中 Ｂ 56

図書館協議会の開催 中央図書館
つくば市図書館協議会運営
事業 中 中 Ｂ 57

つくば市体育協会運営補助 中 中 Ｂ 58

スポーツ推進委員協議会事
業 中 中 Ｂ 59

文化団体等育成支援事業 中 中 Ｂ 60

（公財）つくば文化振興財団
支援事業 中 中 Ｂ 61

アイラブつくばまちづくり補助金 市民活動課
アイラブつくばまちづくり補
助金事務事業 中 中 Ｂ 62

子育て団体等の支援 こども育成課 子ども・子育て支援事業 中 中 Ｂ 63

交流サロンの活用 広報戦略課 シティープロモーション事業 中 中 Ｂ 64

科学フェスティバル 教育指導課
つくば科学フェスティバル事
業 中 中 Ｂ 65

イノベーションキャンパスinつくば、イノベーション
ワールドフェスタ、科学甲子園ジュニア全国大
会、つくば科学教育マイスター認定

科学技術振興課
次代を担う人材育成と科学
技術の理解の醸成事業 中 中 Ｂ 66

農業体験 農業政策課 都市農村交流事業 中 中 Ｂ 67

フォレストアドベンチャー、筑波山ビジターセン
ター、筑波山梅まつり

観光推進課 観光施設維持管理事業 中 中 Ｂ 68

筑波山地域ジオパーク ジオパーク室
筑波山地域ジオパーク推進
事業 中 中 Ｂ 69

桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業、筑波山自然
環境教育事業、エコ・クッキング事業 環境政策課 筑波山自然環境教育事業 中 中 Ｂ 70

サイエンスラボ 生涯学習推進課 つくばサイエンスラボ事業 中 中 Ｂ 71

多文化共生推進 中 中 Ｂ 72

国際交流員・留学生交流員
事業 中 中 Ｂ 73

（1）

（3）

国際交流室23

つくばの特性を生かし
た生涯学習の推進

外国人との交流事業、外国人向け講座

多様な主体とのネット
ワーク行政の推進　◎

(2) 20
スポーツ振興課

文化芸術課

生涯学習推進課

文化協会、文化振興財団の育成

体育協会、スポーツ推進委員の育成

市民の会、市子ども会連合会の育成

（3）

文化財課文化財の保存と活用

絆づくり・地域づくりに
つながる学習機会の提
供　◎

（4） 18

市民活動課

健康・スポーツ・レクリ
エーション活動の推進

・企画公募や国体種目等つくばらしい14種類ののスポーツ教室を開催した
が、参加者が少ない教室もあるので、市民ニーズに合う教室を開催してい
く必要がある
・ふれあいプラザについては、フィットネスプールの時間割をわかりやすくし
たことで利用者数が増加した。引き続き見直しを続ける
・学校開放事業は、292団体が登録し、年間をとおして実施している。今後
も、地域住民が身近にスポーツをできる場所とし継続して取り組む

Ｂ 15

17

Ｂ

生涯学習推進に関する活動を行っている文化協会、体育協会などの社会

教育関係団体や、子育て支援団体、青少年育成団体、各種ボランティア団

体とは、補助金の交付や協働事業の実施などにより、ネットワークの構築

を図っている

Ｂ

・研究機関や大学等と連携し、交流サロンでセミナー展示会等と実施して

きた。市民が気軽に参加できる環境を提供できた。また、科学に関するイ

ベントを年間を通して行い、市民が科学に親しむきっかけとなった

・農業体験を始めとするイベントを通じて、都市部の住民が田園地帯の自

然環境を感じる機会を提供した

・外国人との交流イベントを開催できた。外国人向けの講座も開催し、参加

者数も伸びていることから継続して取り組んでいく

・区長を対象とした勉強会や、一般の方を対象とした講習会を開催し、地

域リーダーの育成を図った

・市民活動団体の登録数は増加しており、今後マッチングや相談への対応

ができるよう体制づくりが必要

・まちづくりアドバイザーの派遣は件数が増加しており、まちづくりへの市民

の関心の高まりを表しているといえる

Ｂ

・調査・発掘等が順調に行われ、有益な歴史資料を得ることができた。ま
た、文化財展示施設の更新もされ、市民の見学環境も改善された
・巡回企画展や古文書講座、出前講座の開催回数が増え、より多くの市民
に文化財について伝えることができたが、義務的な業務である各種調査事
業等も増加しており、他業務との調整等が必要

Ｂ

21

22

2
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(1)

■家庭教育学級 参加者が自ら学級運営に参加し、活動を通

じて仲間づくりや家庭での課題等を話し合ったり、講師を招

いての講演会・学習会を通じて家庭での教育が原点であるこ

とを再確認できた。また、学級運営に関わった市民の成長の

場につながった。社会教育指導員の助言・指導により、家庭

教育学級の円滑な運営が行われた

■地域子育て支援拠点事業 親子の交流の場の提供や子育て

相談、情報提供を行うことで、子育てへの不安感や負担感の

緩和に繋げることができた。また、定期的に連絡会議を開催

し、情報交換等を行いながら各拠点が連携を深めることで、

サービスの質の向上が図れた。今後の活動回数の増加に伴

う、協力会員の確保が課題である

改善

見直し

―

■家庭教育学級

■家庭教育講演会

■家庭教育セミナー

■地域子育て支援拠点事業

31年度 32年度

家庭教育学級への指導・助言、講演会等の開催

地域子ども・子育て支援事業の推進

施策の柱

年度

実績

■家庭教育学級 78学級（学級生12,006名、延

べ23,571名参加）16人の社会教育指導員が運営

に際し助言・指導を行った

■家庭教育講演会 3回開催405名 7/10（172

名）、9/25（79名）、10/30（154名）

■家庭教育セミナー 4,041名参加（幼稚園10

回225名、小学校37回2,215名、中学校11回

1,601名）

■地域子育て支援拠点事業 8箇所（前年度７）

129,513名利用。出張広場は子育て総合支援セ

ンター、交流センター、民間保育園等８箇所で

開催。各拠点からの聞き取りや、利用者の推移

から地域のニーズ把握に努めた

■家庭教育学級 77学級（学級生12,256名、延

べ20,243名参加）16人の社会教育指導員が運営

に際し助言・指導を行った

■家庭教育講演会 3回開催670名 7/12（512

名）、10/1（44名）、11/21（114名）

■家庭教育セミナー 4,176名（幼稚園10回

255名、小学校30回2,303名、中学校13回

1,618名

■地域子育て支援拠点事業 8箇所、140,214名

利用。出張広場は子育て総合支援センター、交

流センター、民間保育園等5箇所で実施。各拠点

からの聞き取りや、利用者の推移から地域の

ニーズ把握に努めた

―

子育て世代に対して，親としての成長を応援し，子育てへの自信や対処能力を持たせることができるような学習機会や講座を充実するとともに，つくば市子ども・子

育て支援プランと連動した地域全体での子育て支援を推進します。

個人の自立に向けた学習機会の提供

ライフステージに応じた学習機会の提供/家庭教育支援の充実方向性

関連課

計画

■家庭教育学級 社会教育指導員が指導・助言

を行う※家庭教育学級は参加者自らが企画・運

営するもの

■家庭教育講演会 学級の枠を超えた学習機会

として年3回開催

■家庭教育セミナー 幼稚園・小中学校から希

望があった際に開催

■地域子育て支援拠点事業 親子（乳幼児及び

その保護者）の交流の場の提供、子育てに関す

る相談・情報提供、拠点同士の情報交換会

■家庭教育学級

■家庭教育講演会

■家庭教育セミナー

■地域子育て支援拠点事業

生涯学習推進課

こども政策課

28年度 29年度 30年度

1頁

成果

課題

■家庭教育学級 参加者が自ら学級運営に参加し、活動を通

じて仲間づくりや家庭での課題等を話し合ったり、講師を招

いての講演会・学習会を通じて家庭での教育が原点であるこ

とを再確認できた。また、学級運営に関わった市民の成長の

場につながった。社会教育指導員の助言・指導により、家庭

教育学級の円滑な運営が行われた

■家庭教育セミナー 入園・入学前検診または入園・入学説

明会時に家庭教育の重要さの意識啓発を講演会形式で行った

■地域子育て支援拠点事業 親子交流の場の提供や子育て相

談・情報提供を行うことで、子育てへの不安感や負担感の緩

和に繋げることができた。また、定期的に連絡会議を開催

し、情報交換等を行いながら各拠点が連携を深めることで、

サービスの質の向上が図れた



1

(1)

31年度 32年度

施策の柱

関連課 2頁

個人の自立に向けた学習機会の提供 これからのつくば市を支えていく青少年に対し，居場所づくりや自主的な活動への支援体制を充実するとともに，つくば市教育振興基本計画（つくば市教育振興プラ

ン）等と連動して，自然体験，ボランティア活動体験，国際交流体験等の様々な体験活動を推進します。方向性 ライフステージに応じた学習機会の提供/青少年の健全育成

計画

■青少年育成団体「青少年相談員」との連携 あいさつ声か

け運動/学校訪問/地区巡回パトロール等

■青少年の居場所づくり 中高生が主体的に学習や文化・ス

ポーツ活動等ができる場を提供する。７つの地域交流セン

ター（筑波・大穂・豊里・松代・竹園・茎崎・吾妻）で週１

回無料で開設

■放課後子供教室 一体型を中心とした放課後子供教室及び

放課後児童クラブの実施整備（放課後子ども総合プラン）

■児童館 児童対象に実施

スポーツクラブ等の各種クラブ活動/児童館における各種行

事活動/児童館対抗ドッジボール大会（児童館相互の交流を

図る）

■青少年相談員

■青少年の居場所

■放課後子供教室

■児童館

■青少年相談員 Ｈ29年度実施事業のほか、環

境健全化啓発活動

■青少年の居場所 生涯学習推進課と地域交流

センターとが連携し、自主的な活動ができる場

となるよう工夫する

■放課後子供教室

■児童館

実績

■青少年相談員 あいさつ声かけ運動120回/運

動会のテント設営バザーで模擬店活動/イオン

モールつくばで夜間巡回パトロール等

■青少年の居場所 4,364名利用。吾妻交流セ

ンター：中高生の未来をデザインする夏キャン

プ１泊２日＠ふれあいの里（竹園高校生10名、

市内中学生10名） 竹園交流センター：ふれあ

いコンサート

■放課後子供教室 169回実施（5～3月）対象

校：市内全小学校と県立つくば特別支援学校

■児童館

児童クラブ利用者を除く小学生170,147名（前

年比11,463名増）

中高生の児童館利用者数2,720名（前年比298名

減）

■青少年相談員 あいさつ声かけ運動120回/学校訪

問36校/地区巡回パトロール

■青少年の居場所 4,098名利用。市民文化祭では校

生ボランティアが参加/地域ふれあいコンサート204

名/竹園高校生との交流会44名

■放課後子供教室 180回実施（6～2月）

2か所の児童館で初めて放課後子供教室を開催。Ｈ30

年度に新設される「秀峰筑波児童クラブ」施設2階に

放課後児童の居場所づくりとして「放課後交流ひろ

ば」を整備。Ｈ30年度より、7校の小学校が統廃合さ

れる旧筑波地区の児童はスクールバス利用の登下校に

なることから、放課後、学区外生徒との交流の場がな

いため、秀峰筑波児童クラブ施設2階を整備し、児童

の交流の場を提供するとともに、放課後子供教室を定

期的に実施することが可能になる

■児童館

児童クラブ利用者を除く小学生185,443名（前年比■青少年相談員 あいさつ・声かけ運動の実施

で、あいさつをする児童生徒が増えている

■青少年の居場所 主体的に活動できる場を提

供できた

■放課後子供教室 放課後児童の居場所をつく

ることができた。また、新設する「秀峰筑波児

童クラブ」施設2階を放課後児童の居場所づくり

として施設整備をし、放課後子供教室の開催が

定期的に行うことが可能となる

■児童館 各児童館において児童を対象とした

行事及びクラブ活動を実施した

28年度 29年度 30年度

改善

見直し

― ■青少年の居場所 利用者が少ない場所もあるので、開催する場所や

内容の検討が必要。ＰＲ方法も見直す必要がある

■放課後子供教室 充実を図るためには、放課後の居場所の拡大、放

課後子供教室のボランティア・サポーター等のスタッフ確保について

は拡充が必要

年度

成果

課題

■青少年相談員 各支部の活動により、地区巡

回パトロールを積極的に実施でき、青少年健全

育成活動に貢献できた。

■青少年の居場所 居場所としての利用だけで

はなく、青少年がボランティア活動をする場に

もなった

■放課後子供教室 各児童館において児童を対

象とした行事及びクラブ活動を実施した

生涯学習推進課

こども育成課

青少年の健全育成活動の推進

放課後子供教室、児童館運営、児童クラブ



1

(1)

3頁

年度

計画

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン 各校の学力向上に向

けた取り組みに対して的確な指導・助言を行う

■つくばスタイル科 各学校自校化を図りながら１～９年生におい

て、各学校ともにコア単元として位置づけをし、年間12～15時間実

施。学んだことについて、各学校の児童生徒がプレゼンを行う

■体力アップ推進プラン 4月作成、8月に体力テストの結果を踏まえ

た進捗状況について確認する。年度内の取り組み目標を検討し、実践

化を図りながら体力の向上に努める

■環境ＩＥＣ運動 節電やエコについて各学園で目標を設定・実施、

年度末に検証と報告。地域と連携して取り組む。Inprovement(改

善)、Environment(環境保護)、comunity(地域社会)

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン

■つくばスタイル科

■体力アップ推進プラン

■環境ＩＥＣ運動

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン

■つくばスタイル科

■体力アップ推進プラン

■環境ＩＥＣ運動

実績

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン

全51校への訪問し、プラン作成～実施～実績報

告に至るまでの指導と助言

■つくばスタイル科 各学校でキャリア単元と

して実施。児童生徒のプレゼンコンテストには

9,028人参加、2976作品の応募があり、市長

賞・教育長賞を授与。入賞作品は「2020年の学

びを変える先進的ICT教育・小中一貫教育研究大

会（全国大会）」で発表

■体力アップ推進プラン 51校で作成実施。体

育サポーター派遣事業は2校で実施

■環境ＩＥＣ運動 学園ごとに目標設定し実施

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン

全51校への訪問し、プラン作成～実施～実績報

告に至るまでの指導と助言

■つくばスタイル科 各学校でキャリア単元と

して実施。児童生徒のプレゼンコンテストには

11,343人参加、3351作品の応募があり、金

賞・銀賞等を授与。入賞作品は「2020年の学び

を変える先進的ICT教育大会（全国大会）」で発

表

■体力アップ推進プラン 51校で作成実施。体

育サポーター派遣事業は2校で実施

■環境ＩＥＣ運動 学園ごとに目標設定し実

施。検証

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供 これからのつくば市を支えていく青少年に対し，居場所づくりや自主的な活動への支援体制を充実するとともに，つくば市教育振興基本計画（つくば市教育振興プラ

ン）等と連動して，自然体験，ボランティア活動体験，国際交流体験等の様々な体験活動を推進します。方向性 ライフステージに応じた学習機会の提供/青少年の健全育成

関連課

成果

課題

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン 具体

的な取り組みを展開するよう指導したことで、効果的

な取り組みが行われた

■つくばスタイル科 身近な人や地域の人々との関わ

りを通して、自分らしさや自分の良さに気付くことが

でき、社会の一員としての役割や仕事の価値等につい

て学ぶことができた

■体力アップ推進プラン 各校の課題に応じた運動を

実施できた。体育サポーターは、体育授業の中で、温

半演技を見せたり、運動のポイントを適切にアドバイ

スし、児童生徒の技能の向上につながった

■環境ＩＥＣ運動 今後検証をし報告をする

■学力向上アクションプラン・学校改善プラン 具体

的な取り組みを展開するよう指導したことで、効果的

な取り組みが行われた

■つくばスタイル科 身近な人や地域の人々との関わ

りを通して、自分らしさや自分の良さに気付くことが

でき、社会の一員としての役割や仕事の価値等につい

て学ぶことができた

■体力アップ推進プラン 各校の課題に応じた運動を

実施できた。体育サポーターは、体育授業の中で、温

半演技を見せたり、運動のポイントを適切にアドバイ

スし、児童生徒の技能の向上につながった

改善

見直し

― ■体力アップ推進プラン プランの中に運動の

日常化を図るための手立てを盛り込む

教育指導課 自ら学び、自ら考える力を育てる教育の推進等
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(1)

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供 これからのつくば市を支えていく青少年に対し，居場所づくりや自主的な活動への支援体制を充実するとともに，つくば市教育振興基本計画（つくば市教育振興プラ

ン）等と連動して，自然体験，ボランティア活動体験，国際交流体験等の様々な体験活動を推進します。方向性 ライフステージに応じた学習機会の提供/青少年の健全育成

関連課 4頁

特別教育支援推進室 自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進

28年度 30年度 31年度 32年度年度

改善

見直し

Ｈ28年度までは教育指導課が担当で実施したが、Ｈ

29年度からは新設される特別教育支援推進室で実施

した。

委員改選により活発な議論が行われた結果，会議時間や再審議の回数が昨年度よ

り増加したため，審議する案件や提出する情報を精査する必要がある。

在学児童生徒に関する相談に対応する人員がおらず、常時室長と指導主事が対応

に追われていたため、次年度は相談員を増員し、在学児童生徒に対する相談に対

応するよう事業内容を検討する必要がある。

計画

各学校・学級において、特別な支援や配慮を要する幼児や障

害のある児童・生徒が、個々の教育的ニーズに応じた適切な

指導及び支援が受けられるよう、就学相談・学校訪問の実

施、教育支援委員会の運営、支援担当職員の配置・雇用管

理、教職員への研修会実施等の事業を通じ、特別支援教育の

推進を図る。

4月 気になる幼児の調査

4月末～市内公立・私立幼稚園・保育所の幼児の観察

4月～学校訪問・就学相談

年間3回特別支援教育の理解促進のための研修会実施

7月～1月教育支援委員会実施

●特別な支援や配慮を要する幼児及び障害のある学齢児童・

学齢生徒について学校等関係機関に調査を実施し、支援を要

する者を把握するとともに、特別支援教育指導員及び指導主

事による就学相談・学校訪問を実施する。

●特別な教育的支援を必要とする未就学児及び小・中学校に

在籍する児童生徒については、教育支援委員会（年間10回

程度開催）での審議を行う。

●各幼稚園・学校における特別支援教育支援員及び障害児介

助員の必要数を精査し、適正な人員配置を行う。

●特別支援学級担任教諭及び特別支援教育支援員に対して各

３回程度の研修会を実施する。

●特別な支援や配慮を要する幼児及び障害のある学齢児童・

学齢生徒について学校等関係機関に調査を実施し、支援を要

する者を把握するとともに、特別支援教育指導員及び指導主

事による就学相談・学校訪問を実施する。

●特別な教育的支援を必要とする未就学児及び小・中学校に

在籍する児童生徒については、教育支援委員会（年間10回

程度開催）での審議を行う。

●各幼稚園・学校における特別支援教育支援員及び障害児介

助員の必要数を精査し、適正な人員配置を行う。

●特別支援学級担任教諭及び特別支援教育支援員に対して各

３回程度の研修会を実施する。

実績

●特別支援教育の理解促進のための研修3回

●教育支援委員会 開催回数9回

●教育支援委員会 審議件数293件

●就学相談員による就学相談 実施人数232人

●教育支援委員会 ８回開催/286件審議

●就学相談・学校訪問 相談回数312回/調査・観察

訪問回数405回/電話相談1,877回

●特別支援教育支援員の配置数 年度末106名（年度

当初から14名増員）

●障害児介助員の配置数 年度末39名

●研修会（特別支援学級担任、特別支援教育支援員）

各３回実施

成果

課題

●教育支援委員会においては、事前の情報収集

に努め、円滑に審議ができた。

●就学相談については、保護者との十分な話し

合いを実施し、個々に応じた適正な就学相談を

することができた。

29年度

●個々に応じた相談や学校等訪問を通し得た情報を教育支援

委員会に提供することができ、適切な審議につなげることが

できた。教育支援委員会の運営に際しては、15名の委員の

意見を総合し、適切な判定につなげることができた。●特別

支援教育支援員及び障害児介助員の適正配置により、小中・

義務教育学校においては学級等を担任する教員の負担が軽減

され、児童生徒の安全確保及び学級の運営の改善が図られ、

さらに、集団への参加や学習への取り組みが増し、円滑な教

育活動を推進することができた。また、幼稚園においても特

別な支援や配慮を要する幼児に適切な支援を実施できた。●

教職員の発達障害に関する理解促進を図るとともに、特別支

援学級等の指導に必要な指導方法について実践的な研修を行

い、指導力の向上を図ることができた。



1

(1)

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供 現代社会に対応した職業に関する学習内容の充実を図るとともに，学習成果が実際の就職や転職といったキャリアアップに結びつくようなプログラムの開発や学びや

すい講座の設定，サポート体制づくりを検討します。方向性 ライフステージに応じた学習機会の提供/成人のキャリアアップ

関連課 5頁

年度

男女共同参画室

産業振興課

男女参画に関するセミナー

つくば市ふるさとハローワーク

計画

■男女参画に関するセミナー

年15回のうち２～３回を、結婚・出産・子育て

等により職を離れた女性が、再就職を目指すう

えで必要な知識を得るためのセミナーとして実

施する

■つくば市ふるさとハローワーク

つくば市ふるさとハローワークの運営

ハローワーク土浦との連携事業：就業関連情報

の提供や職業相談等を実施し、月50人（年間

600人）の女性に対する就業を支援する

■男女参画に関するセミナー

柔軟な働き方や、女性の職業生活における活躍

の推進のためのセミナーを実施

■つくば市ふるさとハローワーク

■男女参画に関するセミナー

職業生活と家庭生活との両立を図るために必要

な働き方の意識改革や、再就職・職場復に役立

つセミナーを実施する

■つくば市ふるさとハローワーク

実績

■男女参画に関するセミナー３回

①復職応援セミナー６名参加

②自宅で働く新スタイルで女性の働き方を変え

る！34名参加

③これからの男女の働き方と離職中にやってお

きたいこと15名参加

■つくば市ふるさとハローワーク

就職した1,019人のうち女性は671人。671人の

うち常時雇用273人、パート398人。ハロー

ワーク土浦と連携し市内保育所の見学会を３回

実施、23名参加

■男女参画に関するセミナー２回

①自宅で働く新スタイルで女性の働き方を変え

る！32名参加/定員30名

②女性の活躍で社会が変わる！女性が働くとい

うこと７名参加/定員30名

■つくば市ふるさとハローワーク

女性676人就職（常時雇用261人、パート415

人）

ハローワーク土浦との連携事業：

保育職求職者に対して、市内保育所の見学会を

２回実施（15名参加）

就職面接会を１回実施（11事業所、求職者７名

参加）

28年度

成果

課題

■男女参画に関するセミナー

アンケート結果から、9割近くの講座受講者が

「とてもよかった」「よかった」と感じたこと

がわかった。受講したことにより、再就職・職

場復帰について前向きな気持ちや不安の緩和と

いう意識改革を図ることができた

■つくば市ふるさとハローワーク

就職相談や職業紹介、就業関連情報の提供を行

うことにより、再就職や職場復帰の支援が図ら

れた

■男女参画に関するセミナー

アンケートでは「とてもよかった」「よかっ

た」の回答をえられた。新しい働き方や、女性

活躍推進に関して、意識醸成を図ることができ

た

改善

見直し

― ■男女参画に関するセミナー

アンケート結果から、内容についての満足度は

高いと推測できるため、継続して実施する

29年度 30年度 31年度 32年度



1

(1)

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供
高齢者がいつまでも元気でいきいきと地域社会と関わり暮らしていけるよう，生涯学習の振興による高齢者の生きがい対策を推進します。

方向性 ライフステージに応じた学習機会の提供/高齢者のいきがい

関連課 6頁

年度

高齢福祉課

高齢福祉課 シルバークラブ大会、シルバークラブ活動への補助

ねんりんスポーツ大会

高齢福祉課 おひさまさんさん生き生きまつり

計画

■各種イベント・シルバークラブ活動への支援

各種研修会や教養講座等の開催、ねんりんスポーツ大会、シ

ルバークラブ大会、おひさまさんさん生き生きまつり、補助

金交付

■シルバー人材センターの支援と活用 補助金交付

■介護支援ボランティア ボランティア登録の増加のため、

ボランティア受け入れ機関の拡大を図る。登録はしているが

活動できていない方への調査を行い、受け入れ機関との連携

により実活動者を増やす（ボランティアは活動の実績に応じ

てポイントを換金し交付金を受け取ることができる）

■長寿大学 筑波・大穂・吉沼・豊里の４交流センターで実

施

■各種イベント・シルバークラブ活動への支援

各種研修会や教養講座等の開催、ねんりんス

ポーツ大会、シルバークラブ大会、おひさまさ

んさん生き生きまつり、補助金交付

■シルバー人材センターの支援と活用

■介護支援ボランティア

■長寿大学

■各種イベントやシルバークラブ活動への支援

ねんりんスポーツ大会、シルバークラブ大会、

おひさまサンサン生き生きまつり、補助金交付

■シルバー人材センターの活用と支援

■介護支援ボランティア 受入施設の情報を随

時登録者に発信することでマッチングを促し、

交付金の上限を引き上げて、登録者の活動意欲

を上げられないか検討する

■長寿大学

実績

■各種イベントやシルバークラブ活動への支援 各種研修や

講座を実施、ねんりんスポーツ大会560名、シルバークラブ

大会（活動功労者表彰・講演会550名）、おひさまサンサン

生き生きまつり（障害者と高齢者によるレクリエーションイ

ベント1,950名）、補助金交付（単位シルバークラブ131団

体、市シルバークラブ連合会1団体）

■シルバー人材センター 契約件数5,009件

■介護支援ボランティア 登録者172名（平均年齢73.4

歳）、延活動人数1,847名、延活動時間3,166時間

受入施設48施設、受入施設意見交換会実施

交付金交付申請者数58名、交付額187千円

■長寿大学 コーラス・芸術鑑賞・出前講座等を実施

筑波「寿大学」全６回延285名、大穂「筑宝大学」全10回

延204名、吉沼「いきいき学級」全６回延296名、豊里「長

寿大学」全６回延825名

■各種イベントやシルバークラブ活動への支援 各種研修会

や教養講座等の開催、ねんりんスポーツ大会567名、シル

バークラブ大会（活動功労者表彰・講演会655名）、おひさ

まサンサン生き生きまつり開催（障害者と高齢者によるレク

リエーションイベント1,800名）、補助金交付（単位シル

バークラブ137団体、市シルバークラブ連合会1団体）

■シルバー人材センター

契約件数4,962件 新規入会者97名 退会者68名

市からは、施設の夜間当番/草刈り/清掃等を依頼している

■介護支援ボランティア

登録者数123名（平均年齢70.3歳）

延べ活動人数1,607人名、延べ活動時間2,664時間

受入施設数53施設、受入施設意見交換会実施

交付金交付申請者数47名、交付額165千円

■長寿大学 コーラス、芸術鑑賞、出前講座等を実施

筑波「寿大学」全６回延305名、大穂「筑宝大学」全10回

延204名、吉沼「いきいき学級」全４回延219名、豊里「長

寿大学」全６回延712名

32年度31年度30年度29年度28年度

成果

課題

■各種イベントやシルバークラブ活動への支援 高齢者の健

康づくりや生きがいづくり、社会参加の促進に寄与した

■シルバー人材センター 円滑な運営を支援し、社会参加の

促進や高齢者の生きがいの充実等につながった

■介護支援ボランティア

登録者、受入施設ともに増やすことができた。しかし、登録

者が増えても活動に至らない方が半数以上いる。ボランティ

ア層を広げていくために高齢者施設以外も受入施設にする。

登録に行くのが大変という声があるため、改善する必要があ

る

■長寿大学 高齢者の生きがい対策として学習と交流の機会

を提供し、参加者から好評を得た

■介護支援ボランティア

登録者の活動への意識調査として筑波で活動の確認が

できていない方に電話連絡を実施した、その結果登録

者人数は減ったが登録者と活動人数の差を縮めること

ができた。しかし、活動実績の無い登録者が多いた

め、さらなる改善が必要

改善

見直し

■介護支援ボランティア

登録者を増やすだけでなく、活動人数を増やし

ていく必要がある。

■介護支援ボランティア

受入施設の仕事の幅を広げ、活動を促す必要が

ある。

高齢福祉課

地域包括支援課

文化芸術課

シルバー人材センターの支援と活用

介護支援ボランティア

長寿大学
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(2)

年度

計画

■竹園高校クロスカリキュラム

『竹園高校生が考える「将来の自分」×「将来のつく

ば」 ～つくば市人口ビジョン、まち・ひと・しごと

創生総合戦略とともに～ 』を開催

■社会を明るくする運動つくば市大会

保護司、人権擁護委員、青少年相談員等を対象に、罪

を犯した人たちの更生や青少年の健全育成等をテーマ

にした講演会を開催する

■竹園高校クロスカリキュラム

『竹園高校生が考える「将来の自分」×「将来のつくば」

～つくば市人口ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略

とともに～ 』を開催

■講演会・研修

つくば地区保護司会総会、つくば市更生保護連合会総会

つくば市更生保護女性会総会

第67回社会を明るくする運動つくば市大会

茨城県更生保護大会

県南ブロック更生保護関係者等連絡協議会

茨城県更生保護女性のつどい

更生保護女性連盟県南ブロック研修会

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供 急速な少子高齢化と経済のグローバル化が進む現代社会においては，社会保障制度の見直し，経済格差，雇用環境の悪化等様々な問題が市民生活に影響を与えていま

す。こうした課題を解決するため，個人が生き抜くために必要な知恵や術としての生涯学習機会を提供していきます。
方向性 現代的課題解決のための学習機会の提供

関連課

企画経営課 竹園高校クロスカリキュラム （生涯学習推進課） 青少年相談員

7頁市民活動課 保護司の資質向上

実績

■竹園高校クロスカリキュラム

高校生につくば市の特性や強みを伝えることが

できた

■社会を明るくする運動つくば市大会（第66

回）

約80名参加（保護司、人権擁護委員、青少年相

談員等）

講演会テーマ「少年非行の現状について」

講師「少年サポートセンターつくば 根守 由美子

氏」

■竹園高校クロスカリキュラム

高校生につくば市の特性や強み、今後，懸念される問題点な

どを伝えることができた

■講演会・研修

4/20つくば地区保護司会総会、つくば市更生保護連合会総

会、第67回社会を明るくする運動つくば市大会推進委員会

4/25つくば市更生保護女性会総会

5/18第67回社会を明るくする運動茨城県推進委員会

7/9第67回社会を明るくする運動つくば市大会（約60名参

加）講演者：水戸保護観察所長押切久遠氏

10/31県南ブロック更生保護関係者等連絡協議会

11/9茨城県更生保護大会（水戸市）

2/28更生保護女性連盟県南ブロック研修会

3/6茨城県更生保護女性のつどい（守谷市）

平成30年度の社会を明るくする運動つくば市大会につい

て、一般市民が参加できるように開催概要の検討を行った

成果

課題

■竹園高校クロスカリキュラム

授業で学んだ知識を活用して地域の問題解決に取り組

んでいただいたことで、将来の自分自身のライフプラ

ンや社会との関係性について考える好機とすることが

できた

■社会を明るくする運動つくば市大会

保護司が資質向上のため少年非行の現状について学習

することができたとともに、人権擁護委員や青少年相

談員等を交えた学習機会としたことで、罪を犯した人

たちの更生などに、それぞれの立場で力を合わせて、

連携して取り組むきっかけとなった

■竹園高校クロスカリキュラム

グループワークにより課題解決に向けた提案を

行っていただいたことで、将来のまちづくり等

について興味・関心を高めることができた

■講演会・研修

保護司、更生保護女性会会員の資質向上及び地

域でのネットワーク構築が図れた。各団体(保護

司会、更生保護女性会、人権女御委員、青少年

相談委員ほか)との連携及び啓発活動の強化がは

かれた

■竹園高校クロスカリキュラム

未定（依頼により実施）

■講演会・研修

社会を明るくする運動つくば市大会において、

大会関係者の他に、一般市民にも参加を呼びか

ける

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

改善

見直し

― ■講演会・研修 社会を明るくするつくば市大会にお

いて、保護司会や更生保護女性会、人権擁護委員など

大会関係者のみで行うのではなく、一般市民にも参加

できるイベントとする必要がある

（男女共同参画室） 人権擁護員
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年度

計画

■チャレンジアートフェスティバル 舞台発表3/4 作品展

示3/7～3/11

■のびのびスポーツ教室 障害児のスポ-ツ活動を通して、

体力の増強、交流、余暇活動の充実を図る。対象：市内の障

害児（小学生）

■体験乗馬療法 障害児と健常児の交流の中で、アニマルセ

ラピーの効果により、障害児の精神的安定と共に啓発を図

る。対象：障害児と健常児の小学生

■出前講座 依頼の都度開催

【みんなのあんしん介護保険講座】

【認知症サポーター養成講座】1,200名以上のサポーターを

養成する

■チャレンジアートフェスティバル 舞台発表3/3 作品展示3/6～

3/11 一般市民来場者を増加させ、障害福祉に対する市民の意識啓

発及び理解の促進を図る。事業終了後に、市庁舎等での作品展示を行

う

■おひさまサンサン生き生きまつり 10/28 スポーツやレクリエー

ション活動、障害者が創意工夫を凝らして製作した作品の展示・販売

等を行い、一般市民及びボランティア協力団体との交流を図る

■のびのびスポーツ教室

■体験乗馬療法

■出前講座 依頼の都度開催

【みんなのあんしん介護保険講座】

【認知症サポーター養成講座】1,200名以上のサポーターを養成する

■チャレンジアートフェスティバル 舞台発表3/2 作品展

示3/5～3/10

開催前に、茨城県庁及びつくば市役所庁舎内にて29年度制

作の作品展示を行い、一般市民に向けた広報啓発を行う

■おひさまサンサン生き生きまつり 10/27

■のびのびスポーツ教室

■体験乗馬療法

■出前講座 依頼の都度開催する

【みんなのあんしん介護保険講座】

【認知症サポーター養成講座】1,200名以上のサポーターを

養成する

施策の柱 個人の自立に向けた学習機会の提供 外出が困難な高齢者やその介護者，障がい者やその支援者の方などへの必要な配慮や支援を行うとともに，適切な学習機会の提供を行います。

方向性 社会生活を円滑に営む上で困難を有する者への学習機会の提供（就業支援学習を含む）

関連課

障害福祉課 ﾁｬﾚﾝｼﾞｱｰﾄﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ、スポーツ教室等 （生涯学習推進課） 出前講座事務

8頁介護保険課 出前講座「みんなの安心介護保険事業」

地域包括支援課 出前講座「認知症サポーター養成講座」

実績

■チャレンジアートフェスティバル 計画通り

実施。作品展示は3/12まで実施。県立つくば美

術館での展示の後、市役所でも展示を実施

■のびのびスポーツ教室19名

■体験乗馬療法194名

■介護保険講座 3回32名参加

■認知症サポーター養成講座 59回2,231名参

加。銀行や郵便局等の職域団体や小中学校関係

からの依頼が多かった

■チャレンジアートフェスティバル 計画のほかプレ企画も実施

（2/25）

■おひさまサンサン生き生きまつり 計画通り実施。例年の活動に加

え、いきいき茨城ゆめ大会開催競技の体験会のブースを用意し、障害

者スポーツの推進も実施

■のびのびスポーツ教室20名

■体験乗馬療法409名

■出前講座

【みんなのあんしん介護保険講座】6回開催、184名参加

【認知症サポーター養成講座】43回開催し、1,426名のサポーターを

養成した。銀行やカスミ社員等の職域団体や小中高等学校関係からの

依頼が多かった。つくば市職員に対しても職員研修として講座を実施

した

成果

課題

■チャレンジアートフェスティバル 広報活動は、新

たに市内小中学校、つくバス内でのチラシ配布。試験

的にFacebookでの事業周知(リーチ数約450)を行っ

た

■出前講座

【介護保険講座】市民（主に高齢者の方）に対して、

介護保険制度について知っていただく機会を提供でき

た

【認知症サポーター養成講座】地域での見守り以上の

活動意欲のある認知症サポーターに、、ステップアッ

プ講座を受講してもらい認知症カフェのボランティア

や認知症の啓発活動等に参加してもらうことができた

■チャレンジアートフェスティバル 昨年度よりも多くの情報発信をし延べ参加

者数が増加したと思われるが関係者以外の参加が少ない

■おひさまサンサン生き生きまつり いきいき茨城ゆめ大会競技の体験会を行っ

たことで一般参加の促進が図れた。27年度よりつくばカピオ（屋内会場）で開催

しているが、屋外会場での実施を望む方もいる

■のびのびスポーツ教室 障害児の体力増強・交流・余暇活動等の充実を図るこ

とができた。また、事業前後の時間で、参加保護者や児童達が交流する様子が見

られた。開催ごとに数人の欠席があることから、定員を若干名増やすことも検討

する

■体験乗馬療法 体験乗馬及びポニーへの餌やりをとおして、効果的なアルマセ

ラピーを実施し、障害児の精神的安全を図ることができた。臭いへの苦情がある

■出前講座 【みんなのあんしん介護保険講座】28年度の参加者は高齢者が多

かったが、29年度は高齢者のほか、これから両親の介護を控える比較的若い層の

参加があり、介護保険制度を知る機会を提供できた

【認知症サポーター養成講座】認知症徘徊模擬訓練をきっかけに地域で数多くの

認知症サポーターを養成し、地域での認知症の方の見守り活動の充実を図れた。

認知症ステップアップ講座を受講したサポーターのボランティアや啓発活動への

参加も活発に行われた

改善

見直し

― ■チャレンジアートフェスティバル より効果的な事業とするため、広く一般市

民へ情報発信できるよう、広報活動を充実させる

■おひさまサンサン生き生きまつり 屋外会場で実施する要望があったことか

ら、メリット・デメリットを十分協議して、屋外開催の方針で定めていく

■のびのびスポーツ教室 毎年度、定員を超えての申し込みがあるため、教室参

加の経験がない新規の申込者を優先できるように調整する。

■体験乗馬療法 場所の配置を検討する

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
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成果

課題

実務的内容・職務上の役割を意識した知識を取

り入れ、社会教育指導員として、適切な指導を

することが出来た

実務的内容・職務上の役割を意識した知識を取

り入れ、社会教育指導員として、適切な指導を

することが出来た

改善

見直し

― ―

計画

国及び県の生涯学習・社会教育行政の動向を受

け、研修を実施する

■社会教育指導員自らによる研修企画を立案

し、年２回以上開催する

■茨城県と県南教育事務所主催「生涯学習・社

会教育担当者研修会」に派遣社会教育主事と担

当職員が参加する

■社会教育指導員の配置 家庭教育の充実のた

め、文化芸術課に2名、各地域交流センターに

14名を配置

■社会教育指導員自らによる研修企画を立案

し、年２回以上開催する

■茨城県と県南教育事務所主催「生涯学習・社

会教育担当者研修会」に派遣社会教育主事と担

当職員が参加する

■社会教育指導員の配置 家庭教育の充実のた

め、文化芸術課に2名、各地域交流センターに

14名を配置

■社会教育指導員自らによる研修企画を立案

し、年２回以上開催する

■茨城県と県南教育事務所主催「生涯学習・社

会教育担当者研修会」に派遣社会教育主事と担

当職員が参加する

■社会教育指導員の配置 家庭教育を充実させ

るため、生涯学習推進課に3名、各地域交流セン

ターに13名を配置

実績

■自主企画研修 社会教育指導員新人研修/地域

と学校連携・協働における交流センター/社会教

育指導員の役割についての研修/中学校家庭教育

セミナー模擬学習研修/企画書、チラシの作り方

についての研修

■茨城県と県内教育事務所主催研修 県南管内

社会教育担当者研修会2回/県社会教育主事研修

会２回

■自主企画研修 社会教育指導員新人研修/子供

に手渡す３つの幸せ力と地域の役割についての

研修/地域と学校をつなぐ社会教育指導員の役割

についての研修

■茨城県と県内教育事務所主催研修 県南管内

社会教育担当者研修会２回参加/生涯学習・社会

教育担当者研修会・県社会教育主事研修会３回

参加

年度

施策の柱 生涯学習環境の整備 学習や活動に興味を持ってもらえるよう，また活動へとつないでいけるよう，様々な媒体による情報提供を充実するとともに，きめ細やかな相談体制を整備します。

方向性 相談体制の整備

関連課

生涯学習推進課 社会教育指導員の相談能力の向上

9頁

32年度31年度30年度29年度28年度
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■広報

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

学習意欲を高めるための啓発活動

年度

計画

■広報

毎月、情報コーナーに「講座」「スポーツ」欄を設

け、学習情報を分類分けし掲載

地域交流センター講座の特集を前期(5月)、後期(9月)

の年２回、各４ページで発行

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

広報紙に掲載された情報を基に放送する

ACCS：14分番組を１日５回(番組の更新は週１回)

ラヂオつくば：15分番組を１日１回(番組の更新は週

１回)

■広報

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

10頁文化芸術課 交流センター講座等

実績

■広報

毎月、「講座」や「スポーツ」欄を設け、学習

情報を発信した。また、地域交流センター講座

特集を、広報つくば５月号に前期分４ページ、

９月号に後期分４ページ掲載した。

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

ACCS：年間を通じて毎日放送

ラヂオつくば：月～金の261日放送

■広報

予定通り実施

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

ACCS：年間を通じて毎日放送

ラヂオつくば：月～金の260日放送

成果

課題

広報やACCS・ラヂオつくばを通じて、市民に学

習情報を提供することができた。特にACCSでは

イベントや講座などを映像で紹介でき、学習や

活動に興味を持つきっかけとして効果があるも

のと考えられる

■広報

毎月、講座や講演、スポーツ、イベントなど、

様々なジャンルの学習情報を市民に提供するこ

とができた

■ＡＣＣＳ/ラヂオつくば

ACCSやラヂオつくばを通じて、市民に学習情報

を提供することができた。特にACCSは、イベン

トや講座などの情報を映像で紹介できるので、

興味を持つきっかけや学習を継続する励みとし

て効果があるものと考えられる

改善

見直し

― ―

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

生涯学習により自己実現につながること，さらに地域社会への還元・貢献ができることなど，生涯学習の意義や理念を理解し，一人でも多くの市民が生涯学習に取り

組むよう啓蒙・啓発活動を行います。
方向性

関連課

広報戦略課 ＨＰ、広報発行

施策の柱 生涯学習環境の整備
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年度

計画

■ＯＢ人材活動支援事業

シニア・エキスパート便覧の発行・配布。広報

紙等の掲載により事業の周知

■生涯学習指導者情報提供事業

市民の問合せに応じて指導者を紹介

■市民文化祭 会場：筑波・大穂・豊里・谷田

部・桜・茎崎・中央 11/5～6（茎崎のみ11/1

～11/6）体験教室や子供たちの作品展示を通

し，集客につなげる。参加団体への助成金の上

限引き上げを検討する

■ＯＢ人材活動支援事業

■生涯学習指導者情報提供事業

■市民文化祭

会場：筑波・大穂・豊里・谷田部・桜・茎崎・

中央

11/4～11/5（茎崎のみ10/31～10/5）

■ＯＢ人材活動支援事業

■指導者情報提供事業

■市民文化祭 11/3～4（茎崎のみ10/28～

11/4）体験教室や子供たちの作品展示を通し、

集客につなげる。また、参加団体への助成金割

合の変更について検討する

施策の柱 生涯学習環境の整備 市民が充実した学習や活動を行うために，その活動を様々な面から支援する豊富な知識や経験を持った人材を発掘・確保し，生涯学習の指導者として養成します。ま

た，学習成果を適切に評価し，学習者の意欲を更に高めていけるよう，学習成果の発表の場の充実や地域社会へ還元するシステムを構築します。
方向性 学習意欲を高めるための啓発活動

関連課

企画経営課 ＯＢ人材活動支援事業

11頁生涯学習推進課 指導者情報提供事業

文化芸術課 市民文化祭の充実

実績

■ＯＢ人材活動支援事業

シニア・エキスパート便覧第13版（平成28年５

月）及び第14版（平成28年11月）の発行や広

報紙に掲載し、広く周知した

■生涯学習指導者情報提供事業

紹介件数80件（うち25件開催）

新規登録84名（総数291名）

■市民文化祭

参加団体数：358団体

参加者数：4,837名

来場者数：27,780名

■ＯＢ人材活動支援事業

649回（前年度比約16％増）

シニア・エキスパート便覧第15版（平成29年７

月）の発行や広報紙に掲載し、広く周知した

■生涯学習指導者情報提供事業

紹介件数72件（うち17件開催）

新規登録指導員36名（総数232名）

継続の意思確認をし，講師情報を更新した

■市民文化祭

参加団体377団体4,961名参加

来場者数28,084名

成果

課題

■ＯＢ人材活動支援事業 シニア・エキスパー

ト登録者の活動実績が昨年より約50回増えるな

ど生涯学習機会の提供に寄与した

■生涯学習指導者情報提供事業

紹介件数に対する開催件数の割合が31％だった

原因を探り、開催件数を増やす

■市民文化祭 市民が文化芸術を身近に接する

ことにより、興味や関心を育むきっかけとな

り、市全体の文化意識の高揚につながった。ま

た、体験教室や子供たちの作品展示を行い、ア

ンケートでも高評価を得ることができた

■生涯学習指導者情報提供事業

紹介件数に対する開催件数の割合が23％だった

原因を探り、開催件数を増やす

■市民文化祭

市民が文化芸術を身近に接することにより、興

味や関心を育むきっかけとなり、市全体の文化

意識の高揚につながった。また、体験教室や子

供たちの作品展示を行い、アンケートでも高評

価を得ることができた。助成金の上限引上げを

行った

改善

見直し

― ■市民文化祭 参加者・来場者アンケートで多

かった意見（谷田部会場の照明が暗い、助成金

の割合を上げてほしい等）について検討し、さ

らなる参加者満足度の向上をめざす

32年度31年度30年度29年度28年度
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(1)

成果

課題

利用者に実施したアンケート調査の結果を踏ま

え、講座専門部会等で講座内容の充実を図っ

た。特に、平日昼間の講座参加が難しい方にも

対応し、夜間及び土日祝日開講の講座を昨年度

より多く開催したことにより、参加者に好評を

得た。

■利用者に実施したアンケート調査の結果を踏

まえ、講座専門部会等で講座内容の充実を図っ

た。特に、平日昼間の講座参加が難しい方にも

対応し、夜間及び土日祝日開講の講座を昨年度

より多く開催したことにより、参加者に好評を

得た

■予約方法についてのアンケート結果から、

73％の利用者が現行の予約方式を継続すること

を希望していることが分かった

改善

見直し

― ―

計画

■利用者アンケートや講座受講者に対するアン

ケート結果の内容等を踏まえ、市民ニーズに対

応した講座の実施する

■公共施設予約システムを利用した仮予約の受

付を行う

■交流センターで活動しているサークル・グ

ループの情報を集約し、新たにサークル活動に

参加したい方に提供することで、市民の絆づく

り・地域づくりののための学習機会の提供を図

る

■利用者アンケートや講座受講者に対するアン

ケート結果の内容等を踏まえ、市民ニーズに対

応した講座の実施する

■公共施設予約システムを利用した仮予約の受

付を行う

■交流センターで活動しているサークル・グ

ループの情報を集約し、新たにサークル活動に

参加したい方に提供することで、市民の絆づく

り・地域づくりののための学習機会の提供を図

る

■利用者アンケートや講座受講者に対するアン

ケート結果の内容等を踏まえ、市民ニーズに対

応した講座の実施する

■公共施設予約システムを利用した仮予約の受

付を行う

■交流センターで活動しているサークル・グ

ループの情報を集約し、新たにサークル活動に

参加したい方に提供することで、市民の絆づく

り・地域づくりののための学習機会の提供を図

る

実績

■年間で178講座実施

小中学生対象10講座/一般対象133講座/高齢者対象9

講座/親子対象26講座

■利用者アンケートの結果（回収数1,012）

（１）講座の認知度

・講座に参加したことのある割合48％

・参加したことがない割合51％

（２）講座に参加したことがない理由

・時間の都合が合わなかった５１％

・興味のある講座がなかった２１％

・講座があることを知らなかった１９％

■公共施設予約システムを利用した仮予約の受付を

行った。

■サークルグループの活動内容や連絡先などの情報に

ついて、代表者の了解のもとで提供を実施

■年間で142講座実施

小中学生対象3講座/一般対象116講座/高齢者対象5講座/親

子対象18講座

■利用者アンケートの結果（回収数766）

（１）講座の認知度

・講座に参加したことのある割合：39％

・参加したことがない割合：61％

（２）講座に参加したことがない理由

・時間の都合が合わなかった：46％

・興味のある講座がなかった：31％

・講座があることを知らなかった：19％

■公共施設予約システムを利用した仮予約の受付を行った。

予約開始日の早朝から窓口に並ぶ団体が見受けられることか

ら、予約方法の全体的な見直しを視野に入れたアンケートを

実施した

■サークルグループの活動内容や連絡先などの情報につい

て、代表者の了解のもとで提供を行った

市民同士が交流できる施設の充実

関連課

文化芸術課

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

地域交流センターでの学級・講座の充実

12頁

年度

施策の柱 生涯学習関連施設の充実 市民の主体的な学習を支援する身近な生涯学習施設として，地域交流センター等の整備・活用を進めます。

方向性
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既存施設における機能充実

施策の柱 生涯学習関連施設の充実 市民が知りたいことを調べ考え身につけるための身近な情報拠点として，図書館等の整備・活用を進めます。

方向性

年度

計画

■ボランティアとの共催事業 おはなし会/ボランティア公

演（グループスイミー、パネルシアターかくれんぼ）/図書

館わくわくランド

■ボランティア主催事業

古典ブックトーク/おとなのためのブックトーク

■公園通りの図書館通信「ヨモッカ」と「こどもヨモッカ」

の発行（年２回）

■交流センターとの連携 蔵書点検/図書資料の発注/委託要

員研修を実施

■調査・研究しやすい環境整備 料の収集により、調査・研

究の援助する

■計画的な施設の修繕

■ボランティアの募集/説明会

■９つのボランティアグループの支援 お話し会/地

域文化/地域資料/修理/配架/音訳/点訳/国際文化サー

ビス/児童サービス

■各ボランティアグループの見学（新規）

■ヨモッカ：年2回発行・区会回覧・図書館窓口配布

等 こどもヨモッカ：年2回発行・各小学校中学年に

配布等

■交流センターとの連携

■調査・研究しやすい環境整備

■計画的な施設の修繕

■ボランティア H29年度と同じ

■ヨモッカ H29年度と同じ

■平成31年度業務委託契約準備/委託要員研修/

蔵書点検/図書資料の購入

■調査・研究しやすい環境の整備 資料の収集

により、調査･研究の援助/国立国会図書館デジ

タル配信サービスの利用開始

■計画的な施設の修繕

32年度31年度30年度29年度28年度

図書館機能の充実

関連課

中央図書館 図書館事業とボランティアとの連携 （文化芸術課） 地域交流センター図書室との連携促進

13頁図書館事業に関する広報の充実 （文化芸術課）

実績

■ボランティアとの共催事業

おはなし会（毎週土曜日等）、ボランティア公

演（6/18グループスイミー、5/28パネルシア

ターかくれんぼ）、5/7図書館わくわくランド

■ボランティア主催事業

古典ブックトーク（毎月第3土曜日）/おとなの

ためのブックトーク（毎月第1土曜日）

■ヨモッカ

計画通り発行。区会回覧や各小中学校に配布

■交流センターとの連携

図書資料の発注と蔵書点検/委託要員研修２回/

リーダー座談会２回

■調査・環境整備 司書の参考図書購入163冊/

調査・研究質問1,794件/研修会へ参加

■館内の空調管理や照明管理を実施

■4月から９つのグループで活動した。ボラン

ティア会員数132名

■ヨモッカ 計画通り発行。区会回覧のほか、

夏休み・冬休み前に各小中学校に配布

■交流センターとの連携 リーダー研修会/図書

資料の発注/蔵書点検/図書館情報システムの更

新

/交流センター蔵書充実のため各図書室の図書備

品費の予算を増額要求

以下平成30年4月から実施↓

■土・日の開館時間を午後５時までだったもの

を午後７時に延長

■駐車場無料サービスをこれまでの１時間から

２時間に拡充

成果

課題

■ボランティア事業

多くのボランティアの方にご協力いただき、事

業を実施できた

■交流センターとの連携

委託先要員の研修を実施したため、効率よく連

携できた

■ボランティア 活動日重複のため会議室確保調整が課題

■交流センターとの連携 委託業者と配送ルートの見直しや

図書館情報システムを更新。中央図書館に遠い方の利便性向

上のた、蔵書の少ない交流センターについて、中央図書館の

在架の資料がWeb予約できるよう検討、H30年度開始

■調査・研究しやすい環境整備 レファレンスコーナーで支

援。相互貸借等を活用し利用者の要望にほぼ応えた。課題

は、レファレンスコーナーの役割周知、研修時間に制約があ

る、司書の資格がある職員が不足している事

■施設設備 年数が増すごとに老朽化の度合いを増してくる

ので、今後修繕箇所が増加してくると考えられる。優先順位

をつけて計画的に適切に対応する必要有

改善

見直し

― ■ボランティア活動を円滑に進めるため、図書館とボ

ランティア/ボランティアグループ同士の連携を強化

する

■修繕については、費用対効果を考えて進める
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年度

計画

■ノバホール・カピオ

施設利用者の利便性等を図るため必要な改修工

事等を実施する

■市民ホール

予約システムの導入について検討する

■ノバホール・つくばカピオ

施設利用者の利便性等を図るため必要な改修工

事等を実施する

■市民ホール

予約システムの導入について検討する

■ノバホール・カピオ

施設機能の維持向上を図るため必要な改修及び

修繕を実施する

■市民ホール

引き続き市民ホールにおけ公共施設予約システ

ムの導入について検討をする

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

施策の柱 生涯学習関連施設の充実 市民が気軽に参加でき，発表できる場として，また，優れた文化芸術に触れる鑑賞機会の場として，市民ホール等の整備・活用を進めます。

方向性 芸術・文化にふれあう施設の充実

関連課

文化芸術課課 ノバホール、カピオの機能充実

14頁市民ホールにおける公共施設予約システム導入の推進

実績

■ノバホール

9月 調光器盤内関数発生器交換修繕

2月 舞台用内線電話修繕

■つくばカピオ

2月 消防設備修繕、移動式バスケットゴール修

繕

3月 冷温水ポンプ修繕

■市民ホール

公共施設予約システムの導入について担当者会

議等で検討を実施

■ノバホール

6月 トイレ改修工事（洋式化）

2月 舞台照明設備修繕

3月 空調機修繕

■カピオ

10月 ホール舞台照明音響室排煙窓装置修繕

11月 監視カメラ及び放送設備改修

■市民ホール

公共施設予約システムの導入について担当者会

議等で検討を実施した

成果

課題

■ノバホール・カピオ

経年劣化等により不具合等が生じた箇所につい

て修繕を実施することで、施設機能の維持を図

ることができた

■市民ホール

公共施設予約システムの導入について検討を

行ったが、現行の予約システムは市民ホールの

利用者になじまないため導入にはいたらなかっ

た

■ノバホール・カピオ

経年劣化等により不具合等が生じた箇所につい

て修繕を実施することで、施設機能の維持を図

ることができた

■市民ホール

公共施設予約システムの導入について検討を

行ったが、現行の予約システムは市民ホールの

利用者になじまないため導入にはいたらなかっ

た

改善

見直し

― ―
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成果

課題

■スポーツ教室

主に初心者向けの教室を実施することにより、

市民にスポーツを始めるきっかけを提供でき

た。また、アフロリズムダンスについては、教

室参加者によりクラブを作り今後も継続して続

けていく動きがみられた。

■学校施設開放 292団体登録・延活動団体数

464団体

■スポーツ教室 当初の計画になかった、ウエイトト

レーニング教室とランニング教室を新たに開催するな

ど、様々な種類のスポーツ教室を広く開催することに

より、スポーツとふれあう機会を多く提供するととも

に、スポーツをする習慣作りのきっかけとなった。

教室の内容によっては、参加者数が少ない教室もある

■ふれあいプラザ フィットネスプール時間割を、利

用者にとってわかりやすいものとなるよう見直したこ

とが、前年度からの利用者の増加につながった。来年

度は再度見直し、さらなる利用者増を図る

■学校施設開放 292団体登録・延活動団体数464団

体

改善

見直し

― ■スポーツ教室 参加者数が少ない教室もあるため、教室参加者のア

ンケートや他市町村・民間企業で開催している教室も参考にし、市民

のニーズに合う教室を開催していく

■ふれあいプラザ 引き続きフィットネスプール時間割の見直しを行

う

計画

■スポーツ教室 公募や国体種目等（キックボクシン

グ5回、アフロリズムダンス4回、アーチェリー教室6

回、トレイルラン4回、太極拳8回、ゴルフ8回、バ

レーボール8回、子どもの水泳5回、大人のラート3

回、子どものラート体験1回、合気道8回、子どもの

スキー2泊3日）

■ふれあいプラザの活用 フィットネスプール・軽運

動室を使った健康増進講座を実施する

■学校施設開放 学校施設を定期的・継続的に使用す

る団体から、学校施設使用許可申請書を受け、学校教

育に支障がない範囲で学校施設使用許可書を交付する

■スポーツ教室 企画公募や国体種目等（トレ

イルラン4回、アフロリズムダンス4回、スポー

ツ鬼ごっこ1回、ダンス＆パフォーマンス4回、

カポエイラ5回、体幹トレーニング4回、大友愛

のバレーボール4回（小・中学生1回大人3

回）、アーチェリー７回、大人のラート3回、子

どものラート1回、子どものスキー 小学6年・2

泊3日）

■ふれあいプラザ

■学校施設開放

■スポーツ教室 企画公募や国体種目等（トレイルラ

ン４回/体幹トレーニング６回/ダンス＆パフォーマン

ス４回（国体）/スポーツ鬼ごっこ２回(国体）/脳と

身体のトレーニング４回（公募・新規）/ウエイトト

レーニング４回（国体）/子どものラート１回、アー

チェリー４回（国体）/リズムに合わせて心と身体の

ストレッチ３回/大友愛のバレーボール４回/ランニン

グ４回/大人のラート３回/子どものスキー２泊３日）

■ふれあいプラザ

■学校施設開放

実績

■スポーツ教室

事業計画通り、12種類の教室を実施。キックボ

クシングは好評だったことから、追加で第２回

を実施

■ふれあいプラザ

年間施設利用件数/人数

フィットネスプール13,216件/17,151名

軽運動室1,063件/7,216名

■学校施設開放

4月代表者会議を開催（会議により調整が必要な

団体との調整、申請に対し内容確認とデータ作

成）、5月使用許可に併せ許可書の発行、12月

本年度の追加受付終了、３月：4月に開催する代

表者会議の通知発送

■スポーツ教室 事業計画通り、12種類の教室＋ウエイト

トレーニング教室とランニング教室を新たに開催。企画公募

で採用した教室２つ（音楽に合わせて楽しくカポエイラ/体

幹トレーニングで身体の使い方をマスターしよう） 国体関

係種目３つ（アーチェリー/スポーツ鬼ごっこ/ダンス＆パ

フォーマンス） ランナーに愛されるまち関係２つ（トレイ

ルラン/ランニング）

■ふれあいプラザ

年間施設利用件数/人数

フィットネスプール13,700件/18,009名

軽運動室1,075件/6,606名

プール講座16（3,923名参加）

■学校施設開放 ４月代表者会議（会議により調整が必要な

団体との調整、申請に対し内容確認とデータ作成 ）5月使用

許可に併せ許可書の発行、12月本年度の追加受付終了、3

月：4月に開催する代表者会議の通知発送

年度

施策の柱 絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 「つくば市スポーツ推進計画」に基づき，各ライフステージに応じたスポーツプログラムの開発や情報提供を進めるとともに，市民の健康維持・増進に役立つ生涯学

習機会を提供します。
方向性 健康・スポーツ・レクリエーション活動の推進

関連課

スポーツ推進課 スポーツ教室 教育施設課 学校開放事業

15頁（国体推進課） スポーツ教室

文化芸術課 ふれあいプラザ

32年度31年度30年度29年度28年度
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成果

課題

■文化芸術事業

国際的に著名なアーティスト等による音楽活動

を行い、芸術文化と国際性の二面性を持つつく

ばらしさを浸透させた。チケットのインター

ネット販売を開始し、利便性の向上が図られた

―

改善

見直し

■文化芸術事業 公演プログラムの選定にあたって

は、限られた予算の中で多様な質の高い公演を紹介し

なければならないため、広報力を上て情報を周知し、

集客の向上を図る必要がある

■文化芸術活動 公演プログラムの選定にあたって

は、限られた予算の中で多様な質の高い公演を紹介し

なければならないため、広報力を上て情報を周知し、

集客の向上を図る必要がある

計画

■文化芸術事業 つくば市文化振興財団との共同主催

の形式で市内の文化施設を利用し、音楽・演劇・芸

能・美術等の幅広いジャンルで実施する

■国際音楽事業 芸術性の高いクラシック公演に身近

に感じてもらうため、良質なプログラムを厳選して開

催する

■文化振興財団との協定締結

■事業ＰＲ 集客のためにお互いにきめ細やかに広範

に行うとともに、インターネット予約の普及を図る

■チケット販売促進のため、特典制度等を実施する

■文化芸術事業 17事業（音楽4、演劇・芸能

5、舞踏1、参加体験型5、美術2）

■国際音楽祭 5事業

■文化芸術事業

■国際音楽事業

■事業ＰＲを広範に行い、インターネット予約

を普及させ、入場率の向上を図る

実績

全体入場率65％

■文化芸術事業 19事業実施（音楽5、演劇・

芸能3、舞踏２、参加体験型７、美術２）

14,007名来場

■国際音楽祭 5事業2,387名入場

■ノバホール 14事業11,308名入場

■カピオ 7事業1,958名入場

■その他会場 3事業3,120名入場

全体入場率74％

■文化芸術事業 16事業（音楽4、演劇2、舞踏

2、演芸2、伝統芸能1、参加・体験型14、美術

2）

■国際音楽祭 4事業3,000名入場

■ノバホール 13事業11,701名入場

■カピオ 4事業1,922名入場

■その他会場 ３事業1,212名入場

年度

施策の柱 絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 市民一人一人が身近に文化・芸術に接し，参加できる環境を整備するとともに，必要な人材の育成や情報提供の充実により文化芸術活動を推進します。

方向性 文化芸術活動の推進

関連課

文化芸術課 文化芸術活動の振興と鑑賞機会の充実

16頁

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度



4

(3)

成果

課題

■文化財の保護、調査研究 小田城跡確認調査では、曲輪Ⅴ

西側の堀跡の規模や構造を把握でき、保存・整備・活用の計

画作成に必要な基礎資料を得ることができた。開発等に伴う

調査では、文化財の適切な保存ができ、西大橋塚山古墳の規

模を把握するなど、その成果は市の歴史資料になった

■展示 施設を更新し市民の見学環境の改善につながった。

新たに開園した小田城跡歴史ひろばについて、多くの市民に

認識してもらう機会となった

■講座 市民に郷土の歴史や市内の文化財に興味・関心を

持ってもらう場を提供できた

■広報 文化財の問合せに対して、レファレンスサービスが

充実している図書館や室において市の文化財関係刊行物の閲

覧により情報を提供した

■各種文化財の保護、調査研究 小田城跡確認調査では、

16世紀後半に曲輪Ⅴが大規模に改修された様子を確認する

など、保存・整備・活用の計画作成に必要な基礎資料を得る

ことができた。開発等に伴う調査では、文化財の適切な保存

ができ、上ノ室野中遺跡で方形周溝墓を確認する等、その成

果は市の歴史資料になった

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 展示施設を更新す

ることで、市民の見学環境の改善につながった

■講座 忍性という人物とつくば市との関わりや、三村山極

楽寺という大規模な寺院があったことを広く紹介することが

できた。各講座を開催・対応し、市民に郷土の歴史や市内の

文化財に興味・関心を持ってもらう場を提供できたが、大幅

に件数が増加し、繁忙期の説明依頼を断るケースも出るな

ど、本事業の対応に苦慮する場面もあった

改善

見直し

― ■出前講座について 義務的な業務である各種調査業

務や施設等の維持管理業務が増加している中での、出

張対応ということから，他業務の実施時期や時間配分

等を見直し，効率良く実施する必要がある

計画

■文化財の保護、調査研究

10月～２月に小田城跡発掘調査

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 小田城跡歴

史ひろばの開園準備、各文化財展示施設の展示内容の

更新

■講座 小田城跡確認調査の成果を公表する現地説明

会、小田城跡歴史ひろばの開園に伴う企画展とシンポ

ジウム等の開催。古文書講座の開催。各交流センター

等からの講座依頼に対応する

■広報 刊行図書を交流センター図書室・中央図書館

へ配布

■各種文化財の保護、調査研究

11月～１月に小田城跡発掘調査。各種開発等に伴う

試掘・確認調査や非営利目的での本発掘調査等

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 各施設の展

示内容の更新や追加

■講座の開設 小田城跡確認調査の成果を公表する現

地説明会や、巡回企画展と講演会等を開催する。古文

書講座の開催。各交流センター等からの講座依頼に対

応する

■広報

■各種文化財の保護、調査研究

10月～１月に小田城跡で発掘調査。種開発等に伴う

試掘・確認調査や非営利目的での本発掘調査等を実施

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 展示内容の

更新

■講座 小田城跡確認調査の成果を公表する現地説明

会、巡回企画展と講演会等、古文書講座、各交流セン

ター等からの講座依頼に対応する

■広報

実績

■文化財の保護、調査研究

11月～１月に史跡西側付近の曲輪Ⅴ西側と周辺

の堀跡を中心に228㎡で発掘調査を実施。開発

に伴う調査は試掘・確認調査35件、本発掘調査

が１件

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 4/1に

小田城跡歴史ひろばを開園、谷田部郷土資料館

で展示資料の追加・改善を実施

■講座 小田城跡確認調査に伴う現地説明会

214名、小田城跡歴史ひろば開園に伴う企画展

1,108名・シンポジウム215名、歴史めぐりバス

ツアー48名。古文書講座は前・後期各８回開催

し、47名が参加。公民館講座・出前講座６件

■広報 刊行図書１冊を９館の交流センター図

書室・中央図書館へ配布

■文化財の保護、調査研究 11月～１月に史跡西側

の曲輪Ⅴ中部とその周辺の292㎡で発掘調査を実施。

開発に伴う調査は、試掘・確認調査が29件、本発掘

調査が２件

■文化財展示施設・各種文化財の体系化 小田城跡歴

史ひろば案内所や、谷田部郷土資料館で展示資料の追

加・改善を行った。

■講座の開設 小田城跡確認調査に伴う現地説明会

（102名）、巡回企画展「鎌倉時代の高僧忍性と三村

山極楽寺」（2,358名）・講演会「小田氏と忍性」

（216名）・史跡ウォーキング（13名）を開催し

た。古文書講座は前・後期各８回の講座を開催し、

47名参加。公民館講座・出前講座17件

■広報 刊行図書1種類13冊を中央図書館などの図書

館分として配布

年度

施策の柱 絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 文化財や伝統文化を市民に身近なものとして親しんでもらい，後世に引き継いでいけるよう，地域に残る文化財の保護や情報発信，活用などに取り組みます。

方向性 文化財の保存と活用

関連課

文化財化 各種文化財の保護、調査研究 専任人材の配置による広報や情報提供の充実

17頁文化財展示施設・各種文化財の体系化

各種文化財・郷土史に関する講座の開設

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度



4

(4)

成果

課題

■市職員の研修 理解度アンケートでは、４段階評価での平

均値が3.63となり、研修の効果があったと考えられる

■地区リーダー勉強会 役員の高齢化や加入率の低下など活

動が困難な自治会が増えつつある中、魅力ある自治会づくり

を進める参考となった

■地域コーディネーター講習会 アンケートから講師・講演

の内容ともに概ね満足という結果を得た

■まちづくり専門家の派遣 アドバイザーの助言により、活

発な議論が行われ、内容が深まった

■交通安全・防犯・防災活動

意識の向上・犯罪の予防・抑止効果が図れた

■人権教育 教員に対しても適宜研修会を実施したことによ

り授業力の向上が見られた

■市職員の研修 理解度アンケートでは、４段階評価での平均値が

3.37となり、研修の効果があったと考えられる

■地区リーダー勉強会 役員の高齢化や加入率の低下など活動が困難

な区会が増えつつある中、県内の先進地事例や質疑応答にて区会の身

近な課題等の解決の参考となった

■地域コーディネーター講習会・地域デビュー講座 アンケートから

講師・講演の内容ともに概ね満足という結果を得た

■交通安全・防犯・防災活動 東日本大震災や竜巻災害直後は防災意

識が高いが年月とともに低下していく。自治会単位で防災意識や活動

状況に差があり，自助・共助の市内全域的な広がりにはなっていな

い。防犯パトロール活動の活性化により、犯罪の予防・抑止効果が図

れた

■人権教育 人権啓発ポスターを市民文化祭で展示することで、児

童・生徒・来場者に対する人権の啓発、人権問題の正しい理解の浸透

が図られた

改善

見直し

■市民活動団体登録

市民協働の推進を図るため登録を促し、その情

報をもとに相談業務を行う

■市職員の研修 H30は対象職員を主任級まで拡大する

■地区リーダー勉強会 役員区長が興味のある事例を検討し参加者増に努める

■市民活動団体登録 マッチングの多様化に備え相談業務の強化に努める

■まちづくりの専門家の派遣 年度当初よりも登録グループが増加し派遣回数が

増えた

計画

■市職員の研修 主査級の職員に対して年１回

■地区会リーダー勉強会/地域コーディネーター講習会 コミュニ

ティ・自治会に関連した専門の講師を招いてのグループワークなど実

践的な研修を中心にした講習会、先進事例の学習

■市民活動団体登録 主体的な社会貢献活動を支援するため，中間支

援施設の拠点となる市民活動センター（指定管理者制度）を活用して

市民活動団体の登録を行う

■まちづくり専門家の派遣 まちづくり活動を行う団体に派遣

■交通安全・防犯・防災活動 出前講座実施。交通安全教室開催。防

犯パトロールの実施

■人権教育 全体計画の作成、人権教育推進協議会の開催、教育講演

会の開催、人権啓発ポスターの募集、講座の実施

■市職員の研修 係長級及び主査級の職員に対

して年1回

■地区リーダー勉強会 区長対象に行う

■地域コーディネーター講習会/地域デビュー講

座

■市民活動団体登録 登録を促しその情報をも

とに相談業務を行う

■まちづくり専門家の派遣

■交通安全・防犯・防災活動

■人権教育

■市職員の研修 主査及び主任級の職員に対して実施

■地区リーダー勉強会

■市民活動団体登録 登録を促しその情報をもとに相談業務

を行う

■地域まちづくり専門家の派遣 地域まちづくり団体５、地

域まちづくり推進団体２

■交通安全・防犯・防災活動 出前講座の実施。交通安全教

室の開催。防犯パトロールの実施。マンション連絡会と共同

で防災セミナーを開催する

■人権教育 全体計画の作成、人権教育推進協議会の開催、

教育講演会の開催、道徳の教科化に向け道徳研修講座を3回

実施、人権啓発ポスターの募集、講座の実施

実績

■市職員の研修 修了者30名

■地区リーダ勉強会 45名参加

テーマ：住民に必要とされる自治会づくり

講師：大山自治会前会長 佐藤 良子氏

■地域コーディネーター講習会 40名参加

■市民活動団体登録 個人含む145団体登録

■まちづくり専門家の派遣 アドバイザー派遣１回

■交通安全・防犯・防災活動

出前講座19回、防災備蓄倉庫内容説明４回、自主防災組織結成説明回

１回、防災啓発イベント１回、交通安全教室420回27,555名、自転

車シュミレター24回456名、車両広報26,350回、パトロール（金融

機関8,479箇所/学校周辺8,260箇所/コンビニ11,983箇所/駐車場

11,290箇所/その他3,190箇所）

■人権教育 市内全校に全体計画を整備・人権啓発ポスターを要請し

114点応募が有り、市民文化祭で展示。協議会２回開催。講演会167

名参加。家庭教育学級で78学級実施。交流センターで講座開催

■市職員の研修 修了者66名

■地区リーダー勉強会 29名参加 テーマ：地域の底力

講師：石岡市東の辻二部町内会長 佐藤信夫氏

■地域コーディネーター講習会 59名参加

■地域デビュー講座 50名参加

■市民活動団体登録 個人を含む155団体登録。相談13件。マッチン

グ11件

■まちづくり専門家の派遣 推進団体に３回派遣

■交通安全・防犯・防災活動 出前講座20回、防災備蓄倉庫内容等説

明2回、防災啓発イベント 1回、広報紙・防災マップ作成配布、シェ

イクアウト訓練、地区防災計画策定支援、交通安全教室400回

25,787名、自転車シュミレター60回566名、防犯についての車両広

報25,723回、パトロール（金融機関7,725箇所/学校周辺9,002箇所/

コンビニ12,882箇所/駐車場10,899箇所/その他3,017箇所）

■人権教育 市内全校に全体計画を整備・人権啓発ポスターを要請し

130点応募が有り、市民文化祭で展示した。協議会２回開催。講演会

へ参加。家庭教育学級で77学級実施。交流センターで講座開催

年度

施策の柱 絆づくりと地域づくりに向けた学習機会の提供 一人一人の学習成果をお互いで共有することは、よりよい地域づくりにつなげられます。また、防災にも役立つ絆づくりや地域づくりとなるよう、団体や自主サーク

ル活動などの支援や学習・研修機会の提供を行います。
方向性 絆づくり・地域づくりにつながる学習機会の提供

関連課

人事課 市職員の市民参画に関する研修 都市計画課 まちづくりのアドバイザーやコンサルタントの派遣 教育総務課 人権教育

18頁市民活動課 地区リーダー勉強会、市民活動団体登録 危機管理課 出前講座 （教育指導課） 人権教育

文化芸術課 地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ講習会、地域ﾃﾞﾋﾞｭｰ講座

32年度31年度30年度29年度28年度

防犯・交通安全課 出前講座、交通安全教室 （生涯学習推進課）出前講座、人権教育



5

(1)

成果

課題

― 開催日が年度の後半になってしまった

改善

見直し

― 年度前半に、前年度の進捗状況の評価を行い、

推進本部を開催して、計画に沿った事業が推進

されているかを確認する

計画

年１回、推進本部を開催し、進行管理にあたっ

て事業の進捗を評価する。平成31年度に生涯学

習に係る市民意識調査を予定

年１回、推進本部会議を開催し、,第2次生涯学

習推進基本計画の進捗状況の点検・評価を行

い、計画に沿った事業の推進を図る

年度前半に、前年度の進捗状況の評価を行い、

推進本部を開催して、計画に沿った事業が推進

されているかを確認する

実績

第2次つくば市生涯学習推進基本計画をスタート

本部会議10/14実施

12/22に推進本部会議を開催し、計画の平成28

年度の進捗状況を確認した

年度

施策の柱 生涯学習推進体制の強化 すべての市民の学習権を保証するため，「生涯学習推進本部」を中心に，全庁的な連携・協力のもと生涯学習を推進します。

方向性 全庁的な連携・協力体制

関連課

生涯学習推進課 生涯学習推進本部の開催

19頁

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
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(2)

成果

課題

■体協 連携して市民のスポーツ・レクリエーション活動を

促進したことにより、市民の健康の増進や活力あるまちづく

りに寄与できた。

■文化協会 文化振興財団と協力し加入者の費用負担を軽減

■文化振興財団 自助努力が芽生え創意工夫運営されている

■アイラブ 市民団体による公益事業を行うまちづくり活動

を資金面から支援し、関係する市担当部署が協力して事業を

実施ことで、市民活動団体と行政との連携が深まった

■くすのき会 あいさつ・声かけ運動や交流会等の様々な活

動を通して、小学生と中学生、地域の方々、学校の枠を越え

た保護者の交流、団体間の交流などが図れ「子育て支援」を

核に地域をつなぐことの一助となった

■図書館協議会 図書館事業の報告をし意見を受け、今後の図書館運営に反映さ

せる。Ｈ30年度委員の改選があり，市民公募等協議が必要

■体協 連携し市民のスポーツ・レクリエーション活動を促進したことにより、

市民の健康の増進や活力あるまちづくりに寄与できた。自立して安定した組織運

営を図るため、情報収集を行いながら方向性を検討する

■文化協会 組織を活動分野ごとに再編し、団体間の交流が活発に行われた。主

催事業が増え、市民との交流も促進された

■ＳＮＳ 市民活動イベントを中心に取材し、情報発信をすることで数多くの市

民活動団体を紹介することができた。

■子育て支援団体 市民による子育て支援を推進することができた。課題は、子

育て総合支援センターを中心とした子育て支援ネットワークの構築が必要なこと

である

■くすのきフォーラムでは、参加者も年々増加し地域の方が集まる場として定着

し、地域主体で子育てしやすいまちづくりを推進できた。課題としては、他の地

域でも同様な地域特性に応じたコミュニティ活動の普及が望まれるが，自発的な

活動であることが必要である

改善

見直し

■文化振興財団 文化芸術の振興・文化施設の管理に

特化した組織として今後は専門性を有し安定した財政

運営を目指していくための強い組織力が求められてく

る

■文化協会 来場者数の向上を目指す。Ｈ30年度より補助金の上限の増額・補助

対象経費の割合の変更を行い、金銭的な負担を軽減する。会員の減少や高齢化が

進んでいるため、入会促進の広報を強化する

■アイラブ 活動間もない団体の申請が増えてきたので、活動支援だけでなく事

後の書類作成の補助など側面的サポートをしていく必要がある

計画

■社会教育委員会議 年２回以上 ■図書館協議会 年３回

■青少年を育てるつくば市民の会（市民の会）、つくば市子ども会育

成連合会（市子連） 補助金交付

■つくば市体育協会（体協） 補助金交付、体育施設使用料の減免

■スポーツ推進委員 市主催事業への協力

■文化協会 Ｈ27年度に地域の支部を廃止し、活動分野ごとの組織へ

改編した。指導・助言等を行い軌道に乗せる。芸術展/芸能祭の実施

■文化振興財団 専門職員育成支援/国際音楽祭事業/芸術文化事業/

美術展事業等への補助金交付

■アイラブつくばまちづくり補助金（アイラブ） 補助金交付（申請

事業を年3回審査・決定）

■子育て団体等の支援 協働事業の実施

■つくば人間学講座 つくば市民で構成される団体と協働で実施

■社会教育委員会議 年２回以上 ■図書館協議会 年３回

■市民の会、市子連 補助金交付

■体協 補助金交付、体育施設使用料の減免

■スポーツ推進委員 市主催事業への協力

■文化協会 指導や助言等で支援する。芸術展/芸能祭。入会促進のための広報

■文化振興財団 専門職員育成支援/国際音楽祭事業/芸術文化事業/美術展事業

等への補助金交付

■アイラブ 補助金交付（申請事業を年3回審査・決定）９月下旬表彰式・

フォーラム

■市民活動団体・区会・市民活動イベント等のＳＮＳ（フェイスブック）掲載

■市内の子育て団体・サークルの活動支援 大穂地区子育て応援「くすのき会」

の活動を協働事業により支援、他地域への拡大を検討

■人間学講座 ４回開催

■社会教育委員会議 年２回以上。委員の改選

■図書館協議会 年3回程度。「つくば市市民参加推進に関する指針」に基づき

委員を選任

■市民の会、市子連

■体協 ■スポーツ推進委員

■文化協会 特に広報を強化

■文化振興財団 専門職員育成支援

■アイラブ 補助金交付（申請事業を年3回審査・決定）９月下旬に表彰式・

フォーラム

■ＳＮＳ市民活動団体・区会・市民活動イベント等の取材、情報発信

■市内の子育て団体・サークルの活動支援 情報提供や交流声援 地域主体で子

育てしやすいまちづくりの活動をコミュニティ団体との協働事業により支援

■人間学講座 ４回開催

実績

■社会教育委員会議８,11月 ■図書館協議会7,11,3月

■市民の会 本部・豊里・大穂・谷田部・茎崎へ補助金交付

■市子連 本部・桜・大穂・豊里支部へ補助金交付

■体協 計画通り実施

■スポーツ推進委員 ウオークラリー大会、スポーツフェス

ティバル、つくばマラソン、健康マラソン

■文化協会 補助金交付。加盟者数538名。芸術展や芸能祭

等の実施（５回）。庁舎１Ｆで１か月ごとに文化団体の作品

展示

■文化振興財団 補助金交付。市職員派遣。各種事業の実施

■アイラブ 年３回の審査で26事業を採択

■子育て団体等の支援 くすのき会：あいさつ・声かけ運動

/くすのきだより発行/フォーラム開催/小中学生交流会・絵

画展開催。ほか団体とも協働事業

■人間学講座 ４回開催315名参加

■社会教育委員会議８,３月 ■図書館協議会7,12,3月

■市民の会 本部・豊里・大穂・谷田部・茎崎へ補助金交付

■市子連 本部・桜・大穂・豊里支部へ補助金交付

■体協 計画通り実施

■スポーツ推進委員 ウオークラリー大会、スポーツフェス

ティバル、つくばマラソン、健康マラソン

■文化協会 補助金要綱を改正し、補助対象経費の2分の1

から3分の2に変更。加盟者数562名。芸術展・芸能祭（７

回）、庁舎１Ｆで１か月ごとに文化団体の作品展示

■文化振興財団 補助金交付。市職員派遣

■アイラブ 3回の審査を行い30事業を採択

■ＳＮＳ 72回の取材（団体33回/イベント27回/区会12

回）、230回投稿。筑波大学との連携でSNS（フェイスブッ

ク）運営会議を４回開催

■市内の子育て団体・サークルの活動支援 くすのき会：あ

いさつ・声かけ運動/くすのきだより発行/フォーラム開催/

小中学生交流会・絵画展開催。他団体とも協働事業

■人間学講座 ４回開催344名

年度

施策の柱 生涯学習推進体制の強化 生涯学習は，社会教育といった教育による学習のみならず，市民一人一人の自己学習にいたるまで，生涯の各期における学習を生活全域にわたって継続して行う行為

です。このことから，社会教育委員からの助言や指導はもとより，様々な組織，団体とのネットワークを構築しながら生涯学習を推進します。
方向性 多様な主体とのネットワーク行政の推進

関連課

生涯学習推進課 社会教育委員会議、市民の会、市子連、人間学講座 市民活動課 アイラブつくばまちづくり補助金

20頁中央図書館 図書館協議会 こども政策課 市内の子育て団体・サークルの活動支援

スポーツ推進課

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

体育協会、スポーツ推進委員 文化芸術課 文化協会、文化振興財団



5

(3)

成果

課題

■交流サロン 他部署との連携により、夏休みに親子

で参加する科学実験工作イベントの開催や、出前講座

などの催事開催を充実させ、来館者を増やした・大学

や研究機関と連携し魅力的な催事開催ができた

■Ｇ７ブース 最先端の科学技術をいかした特区プロ

ジェクトを紹介することにより、市民が最先端の科学

技術を学ぶ機会を提供できた

■科学フェスティバル 来場者が、各出展ブースの企

画に触れ、 体験型イベントとして科学への興味や関

心を高めることができた。来場者アンケートでも

96%の方が楽しかったと回答

■交流サロン 大学や研究機関等と連携し、夏休みに親子で参加する

科学実験工作イベントの開催や、出前講座などの催事を充実させた

■つくば市国際戦略総合特区プロジェクト成果発表会 最先端の科学

技術をいかした特区プロジェクトを紹介することにより、市民が最先

端の科学技術を学ぶ機会を提供することができた

■イノベーションキャンパスinつくば 前年度よりも多くの参加者を

得ることができた

■つくばサイエンスコラボ内で科学教育マイスター関連事業を新規実

施

■科学フェスティバル 来場者が各出展ブースの企画に触れ、 体験

型イベントとして科学への興味や関心を高めることができた。来場者

アンケートでも95%の方が楽しかったと回答

改善

見直し

― ■成果発表会 プロジェクト毎に進捗状況や効果的な開催方法が異なるため、

ターゲットの要望に合わせて、講座等の実施方法を検討する必要がある

■イノベーションワールドフェスタ 次年度は都内開催

■イノベーションキャンパスinつくば 次年度以降の実施が見送りとなったた

め、新規事業の実施を準備中

計画

■交流サロン 科学のまちの魅力発信につながるよ

う、研究機関等と協議を行い、セミナー、展示会等を

開催する。市民や来訪者が気軽に集まり交流できる場

所を創出する

■Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合特別展つくば国

際戦略総合特区紹介ブースの設置（5/18-21）

■イノベーションキャンパスinつくば（8/18-20）

■庁舎での大学・研究機関紹介展示

■科学フェスティバル 11/12～11/13の２日間開

催、来場予定者数は延約17,000名

■交流サロン 研究機関や大学等と協力し、交流サロンで、

セミナー、展示会等を開催する。市民や来訪者が気軽に集ま

り、交流できる場所を創出する

■つくば国際戦略総合特区プロジェクト成果発表会 11/7

■イノベーションワールドフェスタ2017 6/3

■イノベーションキャンパスinつくば2017 8/9-11

■科学の甲子園ジュニア全国大会 12/1-3

■通年庁舎での大学・研究機関紹介展

■つくば科学教育マイスター認定

■科学フェスティバル（サイエンスコラボ）11/18～11/19

の２日間開催。来場予定者数延約12,000名

■交流サロン

大学や研究機関と連携して、つくばの魅力をい

かした、つくばらしいイベントを実施する

■科学教育マイスター認定

■科学フェスティバル

11/10～11/11の２日間開催、来場予定者数延

約12,000名

実績

■交流サロン 来館者数29,379名（選挙除く）

催事回数182回5,383名参加、展示21回236

日、つくば市及び筑波研究学園都市の情報を発

信、市民や庁内各部署・大学・研究機関と連携

してセミナー等を開催

■Ｇ７ブース 延来場者数1,736名

■イノベーションキャンパスinつくば 第１部

参加者454名、第２部参加者97名

■庁舎での大学・研究機関紹介展示 ８件（物

材研、高エネ研、農研機構、理研、国土地理

院、産総研、国総研、常設展紹介）

■科学フェスティバル 53団体参加。予定通り

の２日間で開催。延べ来場者数約17,000名

■交流サロン 来館者数39,106名（選挙除く）催事回数

199回11,275名参加、展示32回296日、つくば市及び筑波

研究学園都市の様々な情報を発信、市民や庁内各部署・大

学・研究機関と連携してセミナー等開催

■つくば国際戦略総合特区プロジェクト成果発表会

142名来場

■イノベーションワールドフェスタ2017開催

公式来場者数3,800名

■イノベーションキャンパスinつくば2017開催 第１部参

加者633名、第２部参加者156名

■つくばサイエンスコラボにてつくば科学教育マイスター

コート授与式・スタンプラリー実施

■第５回科学の甲子園ジュニア全国大会実施

■庁舎での大学・研究機関紹介展示１件

■科学教育マイスター２名認定

■科学フェスティバル 53団体参加。予定通りの２日間で

延べ来場者数約12,000名

科学技術振興課 イノベーションキャンパスinつくば 科学技術振興課 つくば科学教育マイスター認定

21頁教育指導課 科学フェスティバル 科学技術振興課 イノベーションワールドフェスタ

科学技術振興課 Ｇ７関係、大学・研究機関紹介展示 科学技術振興課 科学の甲子園ジュニア全国大会

年度 28年度 Ｂ 29年度 Ｂ 30年度 31年度 32年度

施策の柱 生涯学習推進体制の強化 つくば市は、多くの研究者・学生が世界中から集まり、様々な分野の専門家が活動しています。また、世界に開かれた国際都市であるとともに、筑波山をはじめとし

た豊かな自然環境にも恵まれ、つくば特有のライフスタイルを守り育む活動も盛んです。市内にある研究機関、大学、外国人、専門家、豊かな自然、意識の高い市民

など、つくばの持つ特色や資源を活かした生涯学習を推進します。
方向性 つくばの特性を生かした生涯学習の推進

関連課

広報戦略課 交流サロン
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年度

計画

■農業体験 ６回

■フォレストアドベンチャー・つくば モバイルフォレストアドベンチャーを設

置し「つくばフェスティバル2016」をはじめ各種イベントでPR

■筑波山ビジターセンター 筑波山観光案内所にて開設/筑波山自然情報の提

供、展示、ガイド等

■第44回筑波山梅まつり 筑波山梅林にて開催/筑波山梅林の案内、各種周遊バ

ス、イベント等

■ジオパーク 市民説明会、講座、筑ジオカフェ、ジオパーク講演会、３部会

（教育・学術、市民活動、地域振興）、ジオツアー

■桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業 茨城県水面行業協同組合連合会、桜川漁業

協同組合との連携事業。桜川流域９小学校で実施予定

■筑波山自然環境教育事業 参加予定100名

■エコ・クッキング事業（調理実習） 東京ガスとの連携事業。参加予定児童

900名

■サイエンスラボ ５コース実施

■農業体験 ６回

■フォレストアドベンチャー・つくば

■筑波山ビジターセンター 筑波山ケーブルカー山頂

駅にて開設/筑波山自然情報の提供、展示、ガイド等

■第45回筑波山梅まつり

■ジオパーク

■桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業

■筑波山自然環境教育事業

■エコ・クッキング事業（調理実習と座学

■サイエンスラボ 4コースで大学・自然体験や環境

学習を取り入れる

■農業体験 ６回

■フォレストアドベンチャー・つくば

■筑波山ビジターセンタ

■ジオパーク 通常事業のほか、日本ジオパーク関東

大会in筑波山地域ジオパーク開催

■桜川稚魚放流事業 桜川流域4小学校

■筑波山自然環境教育事業 参加予定100名

■エコ・クッキング事業（調理実習と座学15回）

参加予定児童600名

■サイエンスラボ つくばの特性を生かした生涯学習

の推進ができるよう取り組む

施策の柱 生涯学習推進体制の強化 つくば市は、多くの研究者・学生が世界中から集まり、様々な分野の専門家が活動しています。また、世界に開かれた国際都市であるとともに、筑波山をはじめとし

た豊かな自然環境にも恵まれ、つくば特有のライフスタイルを守り育む活動も盛んです。市内にある研究機関、大学、外国人、専門家、豊かな自然、意識の高い市民

など、つくばの持つ特色や資源を活かした生涯学習を推進します。
方向性 つくばの特性を生かした生涯学習の推進

関連課

農業政策課 農業体験 環境政策課 桜川稚魚放流及び魚捕り体験事業 生涯学習推進課 サイエンスラボ

22頁観光推進課 フォレストアドベンチャー、筑波山ビジターセンター、梅まつり 環境政策課 筑波山自然環境教育事業

ジオパーク室 環境政策課 エコ・クッキング事業

実績

■農業体験 ４回207名参加

■フォレストアドベンチャー・つくば 年度利用者数

12,676名

■筑波山ビジターセンター 11/3（木・祝）～11/13

（日）2,823名来場

■梅まつり 2/25（土）～3/20（月・祝）150,000名来場

■ジオパーク 市民説明会（21回）、公民館講座（23

回）、筑ジオカフェ（16回）、講演会・企画展（14回）、

部会（14回）、ジオツアー（34回）

■桜川稚魚放流事業 ８小学校

■筑波山自然環境教育事業 126名

■エコ・クッキング事業 435名

■サイエンスラボ 合計177名参加

Ａ：つくばエキスポセンター36名、Ｂ：ロボットと学ぼう

エコとエネルギー38名、Ｃ：地図と測量の科学館化学館

見・学実験教室「昆虫の感覚と行動の不思議」34名、Ｄ：

つくば宇宙センター見学34名、Ｅ：食と農の科学館、地質

標本館35名

■農業体験 8回285名参加

■フォレストアドベンチャー・つくば 年度利用者数

16,178名

■筑波山ビジターセンター 4/15（土）～4/23（日）

1,049名来場、野外解説参加者数1,008名

■梅まつり 2/14（水）～3/21（水・祝）170,000名来場

■ジオパーク 市民説明会（17回）、公民館講座（69

回）、筑ジオカフェ（11回）、講演会・企画展（15回）、

部会（18回）、ジオツアー（54回）、ジオガイド養成講座

■桜川稚魚放流事業 9小学校

■筑波山自然環境教育事業 129名

■エコ・クッキング事業 625名

■サイエンスラボ 合計112名参加

Ａコース：野菜収穫体験・ピザ作り、19組親子参加

Ｂコース：小田城歴史広場、応募62人、参加33人

Ｃコース：筑波山登山、応募84人、参加41人

成果

課題

■農業体験 都市住民と生産者の交流の場を創出。つくばの

農業・農産物のＰＲや理解等を促進

■ジオパーク ジオパーク活動やPR活動を積極的に行うこ

とによりジオパークサポーター登録数が大幅に増加（700名

⇒ 2,382名）。更にJGCより指摘を受けた課題を一つ一つ

解決しつつジオパーク活動を進めたことにより9/9に筑波山

地域が日本ジオパークに認定された

■環境事業 子供から高齢者に至る多くの市民の参加によ

り、環境保全や環境に関する理解・関心等の意識の高揚が図

れた

■サイエンスラボ 別のコースにも参加したいとの意見が多

く、科学に対しての興味がより深められた。市ＨＰやチラシ

を配布した成果もあり、定員に達した

■筑波山ビジターセンター 展示スペースとは別にカタクリの野外解

説を実施し、筑波山頂の登山客、観光客に実際に植物を観察しながら

学べる機会を創出することができた。

■ジオパーク 各市毎に様々な活動を積極的に進めることにより、

徐々にではあるが市民の方々のジオパークについての認識が深まって

いるように感じる。また認定ジオガイド養成講座を開催し、筑波山地

域ジオパークで初めて42名の認定ジオガイドが誕生

■環境事業 自然が衰退している原因への対策や環境保全の意義等に

ついて意識の高揚を図れた

■サイエンスラボ 熱中症対策をしたものの登山・ピザ作りの時に体

調不良者がでた。登山は保健師さんに介護援助をしてもらい無事登頂

できたものの検討が必要

改善

見直し

■エコ・クッキング事業 連携先と調整し15クラス

に縮小して実施。Ｈ29年度は、連携先の負担軽減も

考慮し座学のみの講座も取り入れる

■筑波山ビジターセンター 毎年、時期・場所を変えながら実施

■ジオパーク 日本ジオパーク委員会から示された『日本ジオパーク自己評価表

『未定稿）』に基づきアクションプランの見直しを行い進めて行く

■エコ・クッキング事業 連携先の都合で19クラスに縮小して実施

■サイエンスラボ 定員を上回る応募があったので多くが参加できるよう内容等

を見直す

32年度31年度30年度29年度28年度
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(3)

年度

計画

■交流事業

①国際交流フェアの開催

②つくばワールドフットサル2016の開催

③米国ミルピタス市の高校生とのペンパル事業の実施

④世界お茶のみ話（新規事業）の開催

■外国人向け講座

①日本語講座：ビギナーから初級レベルを対象に前

期・後期で開催

②日本料理講座の開催

③外国人の子供向け日本語講座の調査

■交流事業

①つくばワールドフットサル201７の開催

②米国ミルピタス市の高校生との美術品交換

③世界お茶のみ話

■外国人向け講座

①外国人のための日本語講座(昼と夜に分け、全20回

程度開催。読み書きを中心に行うクラスや会話表現を

中心に行うクラスがあり全６クラス）。

②こども日本語勉強会（市内の小学校の児童が学校に

馴染むことを目的として実施）。

【交流事業】

①つくばワールドフットサル2018を開催（10/27開催予

定）

②ミルピタス市との電子ペンパル等の交流（５月以降随時）

③世界お茶のみ話(毎月一回）

④韓国テジョン市との青少年交流事業（７月予定）

【外国人向け講座】

①外国人のための日本語講座(昨年度同様、昼と夜に分け、

全20回程度開催予定。）

②こども日本語勉強会（本年度も長期休みに開催予定）

施策の柱 生涯学習推進体制の強化 つくば市は、多くの研究者・学生が世界中から集まり、様々な分野の専門家が活動しています。また、世界に開かれた国際都市であるとともに、筑波山をはじめとし

た豊かな自然環境にも恵まれ、つくば特有のライフスタイルを守り育む活動も盛んです。市内にある研究機関、大学、外国人、専門家、豊かな自然、意識の高い市民

など、つくばの持つ特色や資源を活かした生涯学習を推進します。
方向性 つくばの特性を生かした生涯学習の推進

関連課

国際交流室 外国人との交流事業、外国人向けの講座

23頁

実績

■交流事業

②11/26開催（443名のうち外国人86名21か

国。外国人参加率19.4％）

③9月～2月ミルピタス市の高校生と竹園高校生

によるe-mail交流を実施（両市の高校生各13名

計26名）。同市との交流20周年を記念して姉妹

都市かるたを制作。

■外国人向け講座

①受講者256名

②2/11開催13名参加

③外国人の子供向け日本語講座開催のための講

座等に参加。

■交流事業

①11/11開催(492名のうち外国人144名21か

国。外国人参加率29%)。

②竹園高校とミルピタス高校による美術品の交

換を行い、市民文化祭で展示した。

③毎月第3土曜に開催し、本年度の4月で15回目

の開催となった。

■外国人向け講座

①全9クラス、283名参加

②長期休み実施し73名参加（夏29、冬27、春

17）

成果

課題

■交流事業

②過去最高の参加者で、国籍を問わない交流が

図れた。

■外国人向け講座

①日本語講座では、単なる語学学習ではなく、

日本での日常生活や文化を交えながら教えるこ

とで、日本に対する理解を深めることができ

た。

■交流事業

①外国人比率の目標値の30%に近づくことができたが、今

後も維持または、増加させていくことが課題。

②市内の高校生が両市について知る機会を提供できた。

③Tsukuba International Schoolの学生が参加するなど、

市民との外国人の交流の場となっている。

■外国人向け講座

①人間にとって欠かすことのできない「食」に関するテーマ

を主として単なる語学学習ではなく、日本での日常生活や文

化を交えながら教えることで、日本に対する理解を深めるこ

とができた。

②長期休みの実施なので、より多くの参加を促したい。

改善

見直し

日本語カフェは27年度の参加者が少なかったこ

とから実施しなかった。

-

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
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会 議 録 

会議の名称 平成 30 年度第２回つくば市生涯学習審議会 

開催日時 平成 30 年 11 月２日 開会 10 時 00 分 閉会 11 時 30 分 

開催場所 つくば市役所２階防災会議室３ 

事務局（担当課） 教育局生涯学習推進課 

 

出 

席 

者 

 

 

委員 

 

 

相澤久志、一木正聡、伊藤達也、江原功、円城寺フミ子、 

大髙勝弘、後藤真紀、齋藤靖夫、髙野佳明、武田直樹、 

永野泉、橋本佳子、萩原武久、溝上智恵子、矢作勝美 

その他 門脇教育長（冒頭のみ） 

事務局 

 

冒頭のみ：森田教育長・中山次長 

伊藤課長、塚田参事（主任社会教育主事）、美野本課長補佐

（兼）係長、金野主任、風巻主事 

公開・非公開の別 ■公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 ２人 

非公開の場合はそ

の理由 

 

 

議題 

 

 

（１）第１回審議会意見への回答 

（２）平成 31 年度実施予定 

「生涯学習に関する市民意識調査」の方向性について 

会議録署名人  確定年月日 平成  年  月  日 

会

議

次

第 

１ 開 会 

２ 教育長あいさつ 

３ 議事  

４ その他 

５ 閉会 
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 ＜審議内容＞ 

議事（１）第１回審議会意見への回答について 

議長 事務局から説明をお願いします。 

事務局 （資料１と３を用いて説明）資料１について、委員から２つ御意見をいただきま

した。一つ目は、資料１の２頁２行目「意見等の概要」が議事録と異なっているとのこ

とで、誤っておりましたので資料３【修正後】のとおり修正します。二つ目は、資料１

の３頁２行目から４頁１行目の「担当課から」について、具体的に記載したほうがよい

という御意見です。こちらに関しては資料４をご覧いただければと思います。 

 また事務局から１つ修正です。資料１の４頁２行目「担当課から」について下線部を追

加します。以上です。 

議長 質問等あればお願いします。わかりにくかったと思いますので質問してください。

障害者の就労支援については資料４で補強するということ、就労支援と生涯学習は異な

るということでよろしいでしょうか。 

事務局 そのとおりです。 

 

議事（２）平成 31 年度実施予定「生涯学習に関する市民意識調査」の方向性について 

議長 それでは次の議事「平成 31 年度実施予定『生涯学習に関する市民意識調査』の方向

性について」事務局から説明をお願いします。 

事務局 （資料２～３と前回の意識調査の報告書を用いて説明）私の説明の後に、委員の

皆さんから御意見をいただければと思います。 

始めに、資料２「生涯学習に関する市民意識調査（案）」についてです。 

本調査は、市民の「生涯学習」に関する意識や実態を把握し第３次計画策定の参考にす

ることを目的に行います。調査時期は来年度（平成 31 年度）10 月頃を予定しており、 

18 歳以上の男女 2,600 名を無作為に抽出し調査票を郵送で配布、返送または WEB で回答

してもらいます。無作為抽出の人数 2,600 名という数は平成 30 年 10 月 1 日現在の住民

基本台帳人口232,894人そのうち18歳以上人口189,654人をもとに有効回答者数を算出
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しました。人口が 232,894 人の場合 97％の信頼しうる回答者数は 1,070 人です。回収率

を 40％とすると 2,675 人への発送が必要となるので 2,600 人としました。 

調査項目については資料２の表のとおりです。2012 年度調査の設問をもとに 2019 年

度調査案を検討しました。2012 年度調査は 2,400 人を無作為抽出し有効回収率が31.7％

と低い状況でした。これは設問が難しくボリュームが多かったためと思われますので、

2019 年度は設問数をスリムにすることを念頭に検討しました。削除する項目は、問１自

由時間の過ごし方、問８NPO への帰属の有無、問９・10 の費用に関してです。逆に、問

４社会貢献に関する設問はこれから求められてくる内容であり、「社会力」第一に掲げ

るつくば市としては、詳しく聞いていきたいと考えております。以上です。 

議長 それでは事前に意見をくださった委員から御説明いただきたいと思います。 

委員 私からは２点あります。調査項目に対する意見と時間があったら議論していただき

たいことです。日本は生涯学習を外で実施することに関して調査のランクが低く、世界

的に見るとまだまだやれる余地はあるということでした。前回の調査は８頁にわたるも

ので普通に回答すると 20～30 分かかると思います。設問に関しては異論ありませんが

10 分くらいで回答できるように減らさないと回答率が上がらないと思います。必ず聞き

たい設問もあると思うので「こういうことを聞きたいのでご回答お願いします」と冒頭

で書いた上で設問に入っていくといいと思います。 

  もう一つは時間があれば議論したいことです。 

 教育長がおっしゃったとおり、方向性として今までの生涯学習と違った形でやっていき

たいという思いがあると思います。今までは「いろんな場所で何かをやりましょう」と

いうことが多かったと思いますが、これからは「場をつくること」と「こういうことを

やります」ということを試行的にできるように提案を受け付けていくことや「場をつく

る」コーディネーターなどについて議論してはどうでしょうか？審議会が議論の場にな

ると思います。審議会にステークホルダーをよんで意見を聞くこともいいと思います。

審議会・調査・ヒアリングと３つあると軸が決めやすいと思います。審議会と調査の２

つだと結論がどちらかに偏ってしまうのではないかと思います。きちんとやると事務局
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負担が増えると思いますので議論していただければと思います。 

議長 委員の皆さんから意見をいただきたいと思います。 

委員 つくば市が「何のために生涯学習調査をやるのか」を共有してからデザインを考え

るべきだと思いました。通常は、生涯学習がどのくらい行われているのかということと

生涯学習に関して市民がどれだけニーズを持っているかということを把握するために調

査は行われると思います。教育長のお話等を踏まえると、つくば市が新しい生涯学習の

方向性を打ち出すときに市民がどう思っているかということを聞きたいのであれば、通

常の調査と形態が変わってくると思います。今回何を目的にやりたいのか、少なくとも

この審議会では共通理解のもとに行ったほうがより役に立つデータが得られると思いま

す。 

委員 生涯学習の対象者がよくわかりません。資料を拝見しますと子どもの学習から何か

ら網羅されている感じです。ここでの生涯学習が何を対象にするのか決めないと散漫し

てしまうと思います。その上で何をやるかという議論になると思います。 

議長 事務局から提案のあった調査方法に対して「社会力」の育成に重点を置いて項目を

設定したという説明がありました。審議会は事務局案に付け加えていくということで理

解したのですがよろしいでしょうか。先ほど委員から「対象者がはっきりしない」とい

うこともありました。事務局からお願いします。 

事務局 生涯学習は政府のほうでも人生 100 年で進めているようですので 0 歳から 100 歳

までをイメージしています。 

事務局 ターゲットをどこに絞るのかということに関して、次期計画を考える際にはある

特定の世代を対象にすることもあるかと思います。全庁的に取り組んではいますが、行

政ではやりきれない事実もあるので絞っていくことも審議会で議論していただければと

思います。 

委員 生涯働く時代ですので、定年により職業が生業生活から離れた人を対象にすること

もあると思います。 

議長 事務局では「18 歳以上男女を無作為で」としていますが理由を教えてください。 
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事務局 対象者について、例えばお子さんを持っているお母さんにですと、子どもに関す

ること＝学校教育になりますので、高校を卒業した 18 歳以上にして、これからの生涯学

習をとらえていきたいと思います。 

委員 生涯学習を求める人が多い世代はリタイア以降の世代だと思います。自分から進ん

で生涯学習をやりたい世代です。一方で、もっと若い世代になるとこちらから学んでほ

しいことがあります。受け身の世代です。すべてを統一することは難しいので、求める

世代に対しては選べるようにする。学校卒業後就職をした人は離職率も高く働き手が減

っていることも問題になっています。勤め先の中だけでの社会では人生を理解できない

ことも多く、離職後やり直す中では、一歩離れて社会をみる＝地域に出ていろんな人の

話を聞くことが大切だと思います。家庭教育も同じで、家の中でマニュアルを見るだけ

ではなく外に出て知ることが多いです。行政からやりだす場合には世代を分けて考えて

いく必要があると思います。 

議長 事務局案は調査票を受け取った人が自分の立場で回答するということですが、さら

に深めて年齢別だったりいろんな抽出方法で調査をするのがいいということですね。生

涯学習はすべての人のことだとすると、高齢者の考え方や自分ではなかなか意見を言え

ない障害者の保護者の意識を取り入れるというのは重要な観点だと思います。 

  18 歳以上という枠からの抽出ではなく年代別で抽出するという意見について、事務局

としてはどうでしょうか？ 

事務局 本調査は信頼性が一番求められるため、精度を上げる必要があります。無作為と

いうのは調査の内容とは別のベクトルをもってクロスをしてく必要がありますので、実

際には一般的な意識調査とある世代を抽出しての調査と２本立てにしないと難しいと思

います。技術的にはコンサルタントを入れたいと思います。できないことではないと思

いますが世代抽出が難しいと思います。信憑性の高い調査は無作為抽出かと思います。 

委員 「生涯学習」の定義を抑えていれば誰をターゲットにしても見通しが立つと思いま

す。市として市民に何をしてもらうかということだと思います。前回調査の目的に「市

民の学習・文化・スポーツなどの活動についての意見をきき」とあります。年齢層が異
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なってもこのような学習・文化・スポーツの３つのカテゴライズが必要だと思います。

いずれにせよ限定した調査には危険性がありますので何を抽出していくかというときに

もこの３つのカテゴリーを網羅すると良いと思います。そうすることで、３つのカテゴ

リーのうち生涯スポーツはこうしましょうとなりますので調査としてもやりやすくなり

ます。その過程で一番難しい「生涯学習とは何か？」という本質をこの審議会で議論し

て集約していくべきだと思います。 

議長 今の状況では資料２の事務局案について議論するのは難しいと思いました。 

皆さんからそもそも「生涯学習とは？」という意見が出ましたので「生涯学習とは？」

の議論から入ってどのような意識調査を行っていくかにつなげていきたいと思います。

「前回の意識調査に足りなかったものは何か？」という観点からお話しいただければと

思いますがいかがでしょうか？ 

委員 「何のために生涯学習をするのか、どう活かしていくのか」がずいぶん省かれてい

ると思います。問４（6）で「生涯学習をどう活かしていきたいか」社会貢献について聞

いていますが、回答選択肢の内容が活動内容と活動動機が漠然としています。具体的に

聞けるように、資料３で示したとおりキャリアアップとして・ボランティア活動にどう

具体的に活かしたいのかを聞いたほうがいいと思いました。 

議長 事務局からお願いします。 

事務局 おっしゃるとおりだと思います。社会貢献として実際にどういったことをしてい

るのかやどんなことを必要だと思っているのかを聞くことで具体性を引き出すことがで

きると思いますので、選択式または自由記入で取り入れたいと思います。 

委員 意識調査は生涯学習について知りたいために調査するのでしょうか？それとも市民

の全般の意識調査でしょうか？目的はどこにあるのでしょうか？目的によって項目が決

まると思いますので前提からお話しいただきたいです。 

事務局 つくば市の生涯学習をどのように進めていくのかを調査するのが目的です。市民

が求めているもの・足りないと思っているもの・どのようにしたいのかを聞くことで、

我々が描くビジョンと市民が考えていることが一致しないといけないと思いますので調
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査をします。 

委員 わかりました。 

議長 本日欠席の星埜委員からの意見については、事務局から説明をお願いします。 

事務局 （資料３を用いて）２つ意見をいただきました。一つ目は、調査対象数 2,600 人

というのが少ないのではないかということです。調査対象者数＝有効な回答者数を算出

する数式によると、住民基本台帳人口 232,894 人（平成 30 年 10 月１日現在）の場合は

約 1,070 人になります。1,070 人分を回収するためには回収率を 40％とすると 2,675 人

へ発送する必要があります。以上から調査対象者数を 2,600 人と設定しました。二つ目

は、市役所の窓口でも調査してはどうかというご意見です。市民意識調査は、無作為抽

出に信頼性がありますので窓口調査は実施しないほうが公平だと考えております。 

議長 意見はありますか？ 

委員 ２点あります。回収率 40％を見込まれていますが、前回調査は 31.7％です。通常は

郵送方法では 30％がかえってくればいいほうだと言われていますので回収率 40％とい

う想定は高すぎかと思います。予算的に可能であれば回収率を 30％として発送数を増や

してもいいと思います。二つ目は、調査方法に関しては「無作為抽出」に意味があると

思います。HP に掲載して「誰でもどうぞ」としてしまうと同じ人が２度回答することも

考えられますので、郵送以外はやめたほうがいいと思います。 

議長 貴重な御意見をいただきました。一木委員の意見について、調査票の冒頭で意識を

共有することで効果的な調査につながるということをお話ししていただきました。とい

うことは、改善したほうがいいということだと思いますので具体的にどう改善したほう

がいいかお話ししていただけますか？ 

委員 私も問４～６が大事ではないかと思います。ただその設問を聞くためには、前回調

査の冒頭のメッセージでは足りないと思います。場合によっては、大学の先生などに書

き直していただいたり、前書きや背景をつけていただくといいのかなというのが一つで

す。第２次計画の 18 頁から 23 頁に前回調査の分析が載っています。先ほど委員がおっ

しゃったとおり仕事に役立つ学習や資格が大事だと考えている人が一番多く、社会貢献
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したい内容で「キャリアアップとして自分の仕事に活かしたい」が４割を占めています。

前回調査の冒頭が「日頃の生活のことについてお話を伺います。自由な時間の使い方」

から始まっていますが、問４からの方が大切なので問４から始めたほうがいいと思いま

す。また「学校の場」というのも大事だと思いますが、設問には「学校」に関する項目

がないような感じがします。もう十分にやっているということかもしれませんが、学校

ではどのようなお考えをお持ちなのかを伺えればと思います。 

委員 「家庭教育ブック」は、県の生涯学習課から保護者に配布されるもので、家庭教育

等で広く使われています。その点で生涯学習推進課と接点があります。また地域団体の

方とは学校開放で接点があります。それ以外の時間は子どもと向き合う時間がほとんど

なので、実のところ「生涯学習」についてはあまり考えていないのが現状です。学校教

育については生涯学習推進課と考えるというよりは、教育指導課とカリキュラム等を考

えています。また、学校は「施設」でもありますので生涯学習とは無縁ではありません

が、濃い関係ではないというのが現状です。 

議長 「学校教育現場の外の教育を目指す」のが生涯学習であると思いますので、学校の

先生がどう活動に活かすかについてこの審議会で議論するのは難しいのかと思います。

委員の皆さんから改善案が出されていますが事務局では改善の余地はありますか？ 

事務局 議論いただいて再度提示します。ただ予算面では制約があります。 

議長 委員の皆さんからほかにありますか？ 

委員 やはり調査の冒頭に、この調査で考えている「生涯学習」について記載すべきだと

思います。「生涯学習の理念としては 0歳から高齢者まで含めますが、この調査では学

校の正規のカリキュラムを除く学習活動（家庭教育・社会教育・学校教育の中でも正規

のカリキュラム終了後等）を対象として、意識調査を実施します」という形で「生涯学

習」のイメージを統一しないと、結果にもゆらぎが出てしまいます。前回調査の冒頭内

容は漠然としていると思います。 

またつくば市も少子高齢化が進んでいる中、高齢者の方が考える生涯学習というのが

ちゃんと選択肢に入っているのか。問４はもっと詳しく聞くべきだと思いますし、設問
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文が硬すぎて回答者の意図とずれてしまいます。例えば、70 代の人が問４(5)(6）で 

 「あなたはご自身の学習成果をどのように社会に貢献したいと思いますか」と聞いて

も「考えていないな→いいえ」になってしまいます。聞き方と回答の選択肢を増やすこ

とは、ぜひ検討していただきたいと思います。 

委員 「生涯学習」というのはあくまで自主的なもので、与えるものではないです。教育

というよりも、学習の場をどのように提供して成果を高めていくことではないかと思い

ます。それによって調査の項目も変わってくると思います。今ご指摘がありましたよう

に設問が難しくてわからないです。社会貢献への方向意識・団体への帰属もどういうこ

となのかよくわからないです。 

議長 「団体への帰属」については事務局からも削除する案がでていますね。ほかに意見

はありますか？ 

委員 私がアンケートを作るときは、自分が答えやすいか、どうやったら興味をひくかと

いうのを考えています。回答しやすくするために意識調査の冒頭でつくば市としての目

的「なぜつくば市で生涯学習が必要なのか、生涯学習を推進しているのか」を柔らかい

表現で示すのはどうでしょうか？例えば「こんなに生活が豊かになります」「幸せにな

ります」「こんないいことがあるのですよ」というように記せば、あとはスイスイと答

えられるのではないかと思います。まずは生涯学習に関心を持ってもらうことを検討し

たほうがいいと思います。 

議長 ここまで出た意見は、足りない設問や冒頭メッセージが不足しているということ、

無作為抽出の人数は予算の都合で 2,600 人以上にはできないことですね。調査の仕方に

ついてつけ加えますと、子ども・子育て会議でも WEB 調査の案がでましたがスマホでや

るためにはある程度お金をかけないとできないとのことで、結局紙調査が一番信頼でき

るということでした。今回の生涯学習の調査は、設問の分量も考慮して WEB 調査は可能

と考えていますか？ 

事務局 可能と考えています。配布するアンケートに WEB 用の ID と Pass をつけて、無作

為抽出した本人がログインして意識調査に回答することができます。 
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議長 それでは今回出た意見を事務局で取りまとめて再度意識調査（案）を出してもらい、

また招集していただいて議論するということにしたいと思います。どのようにつくばら

しさを出していくかについては、この審議会で議論できるようにしていただきたいと思

います。 

委員 この調査票を作ることに関してはどなたが直接担当なさるのか。基本計画に活かす

ということですが基本計画を作成するのはどなたでしょうか。職員の方が直接やられる

のであれば審議会でも意見が出やすいかと思いますが、これからの年間スケジュールを

教えてください。 

事務局 （資料６を使って説明）始めに市長が審議会に諮問をします。皆さんには御意見

を出していただき、生涯学習推進課が計画を作成し再度審議会で議論していただきます。

その後、審議会が市長に答申します。ただ、職員だけでは集計等は技術的に難しいと思

いますので一部コンサルタントを入れたりすると思います。来年度は意識調査、再来年

度は計画を策定するスケジュールです。 

委員 コンサルタントに大きな部分を背負わせることなく、職員の方が汗を流して頑張る

ほかないと受け止めてよろしいでしょうか？ 

事務局 そのように受け止めていただいて構いません。 

議長 本日はありがとうございました。以上です。 

 



平成 30年度第２回生涯学習審議会会議次第 
 

日時：平成 30 年 11 月２日（金）10 時～12 時 
                  場所：つくば市役所２階防災会議室（３）   

 
 

１ 開 会 
 

２ 教育長あいさつ 
 

３ 議事  

 

（１）第１回審議会意見への回答 

 

（２）平成 31 年度実施予定「生涯学習に関する市民意識調査」の方向性について 

 

４ その他 

 

５ 閉会 

 
 
 

■会議の前に資料をご確認いただき、不足する場合には事務局へお声がけください。 
 

【既送付資料】 
資料１ 平成 30 年度第１回つくば市生涯学習審議委員からの意見等について 
資料２ 生涯学習に関する市民意識調査（案） 
【本日配付資料】 
資料３  審議委員からの御意見 
資料４  就労支援説明資料 
資料５  特定非営利活動法人の活動分野について 
資料６  生涯学習推進基本計画策定スケジュール 
参考資料 茨城県教育委員会発行 家庭教育ブック（４冊） 



平成30年度第１回つくば市生涯学習審議会 審議委員からの意見等について

（１）「第２次つくば市生涯学習推進基本計画 第４章」の修正について（平成30年度第１回つくば市生涯学習審議会資料３、４）

会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

5～6 江原委員
市民委員

資料３の７頁
地域交流センターでの「公共施設予約システムの構築・利用促進」は、既に
進められているので不要だと思う。

「地域交流センター」という意味でまとめています。既にシステムは構築されてい
ますので、システムが変わったりした時に評価するようにします。担当課にも伝え
ます。

文化芸術課 引き続き公共施設予約システムの改
善を行っていきますが、評価につい
ては、システムの大幅な見直しが生
じたときに実施するようにします。

■日時：平成30年８月23日（木）10：00～12：00 ＠203会議室

■議題
（１）「第２次つくば市生涯学習推進基本計画 第４章」の修正について（資料３、４）
（２）生涯学習推進に関する平成29年度事業の進捗状況について（資料５、６）

■出席者：委員19名、市長（冒頭のみ）、教育長、事務局７名
委員（相澤久志、一木正聡、伊藤達也、江原功、円城寺フミ子、大髙勝弘、金川清治、鴻巣統、
後藤真紀、齋藤靖夫、髙野佳明、武田直樹、中井聖、永野泉、橋本佳子、萩原武久、星埜祥子、
溝上智恵子、矢作勝美）
事務局（中山次長、伊藤課長、塚田参事（主任社会教育主事）、美野本課長補佐（兼）係長、
色川係長、佐藤係長、金野主任）

資料１



（２）生涯学習推進に関する平成29年度事業の進捗状況について（平成30年度第１回つくば市生涯学習審議会資料５、６）

会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

10 後藤委員
つくば市福
祉団体等連
絡協議会

「小田城跡確認調査事業」の事務事業評価がＤの理由を教えてください。 担当課に確認して、後日回答します。 文化財課 調査は円滑に実施できたが、現地説
明会の参加者が減少したため、事務
事業評価における総合評価をＤとし
ました。

11 江原委員
市民委員

資料６「平成29 年度分進捗結果票」13 頁「図書館機能の充実」につ
いて、29 年度の課題欄で「司書の資格がある職員が不足している」と
ありますが、筑波・茎崎・谷田部・小野川の各交流センターには何人
かの司書の方がいたかと記憶しています。現在は業務を委託している
と聞いております。司書の数が足りないというのは、委託業者へ司書
を配置していただきたいという要望だろうと思われますのでそのよう
な記載をお願いいたします。

予算的なものだと思いますので、今後どうなっていくのか、経緯を確認しながら見
ていきたいと思います。

中央図書館 「司書の資格がある職員が不足して
いる」という意味は、中央図書館の
職員の中で司書資格のあるものが慢
性的に不足をしているということで
あり、委託業者の司書数は、契約で
決めたとおりの人数であり、不足は
していません。

11 江原委員
市民委員

資料６、14頁「芸術・文化にふれあう施設の充実」の中の市民ホールに関し
て、公共施設予約システムの導入については「検討はしたが利用者になじま
ないため導入には至らなかった」とあります。おそらく公共施設の中でシス
テムから予約できないのは市民ホールだけではないでしょうか。なぜ市民
ホールだけできないのか疑問です。担当課との調整をお願いいたします。

導入をあきらめているわけではなく、今年度も再検討することにしているので進捗
管理を十分にしていきたいと思います。

文化芸術課 市民ホールの利用者は、交流セン
ターのように定期的に利用する団体
ではなく、イベントなどで単発での
利用が多いことから、団体登録を伴
う公共施設予約システムでの予約は
なじまないとの理由で導入を見送っ
ています。今後は、市民ホール利用
者の利便性を図るため、Web上で予
約状況が確認できるよう、システム
の見直しについて検討をしていきま
す。



会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

12 後藤委員
つくば市福
祉団体等連
絡協議会

資料６の４頁、特別教育支援推進室の「自立と社会参加をめざす特別支援教
育の推進」について、特別教育支援員を大幅に増やしていただいてありがと
うございます。
研修について、特別教育支援学級担任と支援員が年に３回研修を受けている
と思いますが、小学生で特別教育支援学級にいる時間は長くて１日２時間く
らいで、それ以外は普通教室で過ごしています。特別支援学級の担任よりも
普通教室の担任と接している時間の方が長いので、普通教室の担任の先生に
も研修を受けていただきたいです。年に１回でも２年に１回でもいいと思い
ます。私自身、身をもって普通教室の先生の差を感じたので申し上げていま
す。できれば、校長先生にも教頭先生にも受けていただきたいです。支援学
級の懇談会も、やる学校とやらない学校があります。やっていない学校にも
お願いをしてみると、年に２回くらい開いてくれて「どういう話し合いをし
たらいいですか？」と聞いてくれる学校もあります。校長先生にもぜひ出席
してほしいですとお話しすると、理解・知識がある校長先生がいる一方で、
さっぱりわからない校長先生もいて、知識のない校長先生は「僕はわからな
いので担任に聞いてください」と言ってしまいます。特別支援を必要とする
子は全体の３％くらいと少ないですが、扱いにくい子が多いので、学校の先
生皆さんで支援の仕方がわかっているとうれしいです。

研修を受けてきた場合は、学校に戻って、例えば夏季休業中等に伝達講習の機会を
設けたりしています。特別支援教育はたいへん重要で、御意見のような取組みも必
要なことですので、担当室へ伝えます。
また、管理職の研修についは、新任の校長・教頭・教務主任の研修では、茨城県の
研修でも特別支援教育の充実ということで入れられています。市としても、４月に
学校長に対して学校教育指導方針について説明するのですが、そこでもひとつの項
目として「管理職のリーダーシップが重要である」と話しています。御意見をいた
だいたことについては併せて特別支援教育推進室に伝えたいと思います。

特別支援教育推
進室

・特別支援教育に関する通常の学級
担任の研修は、今年度2回追加で
（10月・11月）計画しており、全
ての学校に連絡済みです。
・来年度に向けては、通常の学級担
任及び管理職研修を既に計画し、講
師依頼も済んでいます。
・研修計画は、内容や講師により前
年度からの準備が必要であるため、
実施が遅れることがあります。

13 後藤委員
つくば市福
祉団体等連
絡協議会

資料６の８頁では「社会生活を円滑に営む上で困難を有する者への学習機会
の提供（就業支援学習を含む）」となっているのですが、計画と実績の中に
「就業支援学習」に関わるものがあるとは思えないので、入れていただきた
いです。入れないのであれは記入しないでほしいです。

「就業支援学習も含む」という表現については、本来やっていくべきことではある
と考えていますが、現状実施していない状況もあろうかと思います。そういったこ
とも踏まえて「就業支援学習も含む」という表現について、担当課と協議します。
削除する場合もあり得ますし、そのままになることも考えられます。削除した場合
はどうなるのかといったこともあろうかと思いますので、併せて検討します。

社会福祉課
障害福祉課

障害者の方や生活に困窮している方
を対象者に就労支援を行っていま
す。



会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

13 橋本副議長
議員

「就業支援学習」という文字がなかなか理解できないでいたのですが、障害
があっても大人になっても生涯学習が大事ですよという言い方をしていま
す。「就業支援学習＝生涯学習」という意味にとっていいのであれば、就業
支援学習というわかりづらい表現を使わずに、健常の人と同じように障害の
ある人も「生涯学習」と明示された方が、非常にわかりやすく、よいのでは
ないかと思います。障害に携わる関係者の中でも、「障害者の生涯学習」が
大事だという話が出ていますのでお願いします。

「就業支援学習」というのは生涯学習とは別で、「就業に関わる支援もしていきま
しょう」という意味合いだと思いますので、確認をします。副会長がお話しされた
とおり「障害者の生涯学習」という視点も盛り込んでいく必要があると思いますの
で、検討させていただくとともに、担当課とも調整させていただきたいと思いま
す。

社会福祉課
障害福祉課

障害者の方や生活に困窮している方
を対象者に就労支援を行っていま
す。

生涯学習推進課
生涯学習に関わ
る全ての課

事業の企画から評価までのあり方を
見直し、生涯学習を全庁的に推進す
る「生涯学習推進本部」を活用し
て、社会力を高める事業を推進して
いきます。

文化芸術課 関係各課と連携しながら生涯学習の
拠点である交流センターでの講座を
実施していきます。

生涯学習というのは、自立した人達が他者とどう関係を築いていくかという
ことに言及していかないと、自立した人間がいくら増えてもあまり効果はな
いと思います。
「自立した個人」が「ただ参加してよかったな」というだけ、数だけの評価
ではいけないのではないか、隣同士助け合ったりできる社会を作るのが生涯
学習ではないでしょうか。スポーツも同じで、イベントをやって参加者が増
えたから成功か？ということを話します。どんな人がどういった形で参加し
たかということを吟味していくのがつくば市ではないかと思います。大変難
しい作業だとは思いますがやらなくてはいけないと思います。

「数だけでなく他者と関連して」というのはごもっともです。事業を見ると「役所
がやった行事」ということだけにとどまってしまっていますので、役所の中でも横
のつながりやネットワーク・社会力を高めるような事業を各課にも検討するようお
願いしたいと思います。

15 萩原委員
つくば市体
育協会会長



会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

19～21 永野委員
市民委員

以前社会教育指導員をしている頃に関わった学級生と偶然会いました。乳幼
児学級の後、ボランティアや学校の委員として活躍し、現在はスクールサ
ポーターをやっているということです。放課後子供教室など、本当にいろい
ろなところで活躍している人がいます。かつて家庭教育学級に参加した人が
こんなに社会に貢献しているのだと、実際やってきたことを実感しました。
つくば市の家庭教育学級は乳幼児学級を除き、幼稚園・小学校・中学校は基
本的に「公立」です。
家庭教育講演会も一時なくなりましたが、著名人や教育者を呼んでお話しの
機会があればと思います。10年前とは時代が変わっていますので、公立では
ない保育所・出生前など、交流センター講座でもやっていますが、全庁をあ
げてということでしたので、課を越えて、母子手帳を受けとる保健センター
ですとか、保育所でしたらこども課ですとか、横のつながりをもって家庭教
育学級をやらないと、市民まで届かない、つながっていかないのではないか
なと考えています。

乳幼児家庭教育学級は、昭和54年に桜村のお母さま方が立ち上がって、教育委員会
に掛け合って作られたと聞いております。自主運営を掲げておりますが、近年課題
になっているところもそこにありますので、修正をかけていかなくてはならないと
思います。社会教育指導員は、社会教育全般に携わる者として任用しています。つ
くば市では、家庭教育学級に関わることが大きかったところから、ややもすると学
校からは「家庭教育指導員」と勘違いされてしまうこともあります。家庭教育は社
会教育の分野別領域の一つです。それ以外に青少年教育、交流センター講座もあり
ますので、そちらにも積極的に関わっていくよう体制を作っているところです。
家庭教育については、先日、幼稚園と保育園、小学校の「接続研修会」でお話しさ
せていただきました。県も家庭教育の重要性を訴え、市で研修が行われいていま
す。御意見をいただいたとおり、所管が、幼稚園は教育局、保育所はこども部です
ので、現在保育所には家庭教育学級はありませんが、御協力をいただけるのであれ
ば、保育所に私（主任社会教育主事）や、社会教育指導員が伺って、家庭教育の学
習機会を提供していきたいと、その研修会でお話しをしてきたところです。こども
部との協議は必要かと思います。

こども政策課
幼児保育課
生涯学習推進課

「つくば市子ども・子育て支援プラ
ン」においても、家庭の教育力の向
上を図るため、乳幼児及び小中学校
家庭教育学級を開催することは、推
進する施策となっています。
家庭教育学級に参加できない方に対
しても、家庭教育講演会や家庭教育
セミナーなどの開催により、家庭教
育の重要性を広めています。
また、講師を保健師や栄養士に依頼
するなど、庁内の横の繋がりは既に
活用していますが、それをさらに広
めたり深めたりすることで、引き続
き家庭の教育力向上に資する事業を
効果的に実施していきます。

20 中井委員
ＮＰＯ法人
ままとーん

国から「児童館のガイドライン」の改訂素案が出ました。来年の４月から施
行になるものかと思います。そのガイドラインの中で「児童館の役割」を時
代に合わせて、拡充・対象とする事業も含めて、子育ての身近な拠点として
活用できるような、遊びの拠点になるような内容が盛り込まれたガイドライ
ンに改正されたかなと思います。
つくば市でも、児童館は基本的に条例で「学童保育の場」ととらえられてい
ると感じています。国の「児童館」のとらえ方も変わってきています。つく
ば市の児童館は充実していると思いますので、つくば市でも、これからの児
童館の可能性について議論していただきたいと思います。

こども育成課   改正ガイドラインの素案では、
「多数の子供が児童館で活動するた
め、一般来館児童と児童クラブ員が
交流し、それぞれの活動が充実する
よう配慮すること。」とされていま
す。児童館が全ての子供にとって公
平に開かれた遊びの拠点・居場所と
なり得るように、児童館機能の見直
し、魅力ある遊びや行事を提供でき
るようにするための職員研修の充
実、職員同士の連携強化などに取り
組んでいきます。

もともと児童館は児童クラブのほかにも役割があります。子供の居場所づくりとい
う面でも非常に効果が高いと思います。内容の充実について担当課に伝えるととも
に、子供たちが育つ・活動する場所としては変わっていないんだということはご
もっともだと思いますので、そういう場として空き家を活用していくことができる
よう模索して担当課につなぎたいと思います。



会議録頁 発言者 意見等の概要 生涯学習推進課からの回答 担当課 担当課から

こども育成課  公的施設の拡充の検討のみなら
ず、地域の実情に応じて様々な手法
を検討し、児童の放課後の居場所づ
くりの充実を目指していきます。

文化芸術課 地域交流センターなどのコミニュ
ティ施設は、各地区の課題解決や活
性化などを担う、大変重要な施設と
考えておりますので、多様化する市
民の皆様のニーズを視野に入れなが
ら特にＴＸ沿線における設置につい
て検討してまいります。

住宅政策課 つくば市では、空家の売買・賃貸借
の橋渡しを行う制度として、「つく
ば市空家バンク制度」を運用してい
ます。
空家バンク制度の登録物件を市の施
設として活用する場合、紹介は可能
と考えますが、事業主体課が所有者
との交渉や建物の改修を含め関係法
令等の許認可等を得る必要がありま
す。

つくば市は多くの児童館や交流センターがあるといいますが、新しく開発さ
れたＴＸ沿線沿いにはほとんどありません。そういうことを考えると、新し
いものを建てるということよりも、空き家対策室もありますので、今使われ
ていない空き家などを利用して生涯学習の場が広がるといいなと思います。

星埜委員
つくば市ボ
ランティア
連絡協議会
世話人代表

21



【資料２】

生涯学習に関する市民意識調査（案）

○ 調査の目的：市民の「生涯学習」に関する意識や実態を把握することで、「第3次つくば市生涯学習推進基本計画」策定の参考にする。

○ 調査地域：つくば市全域

○ 対象者　：市内在住の18歳以上の男女を無作為抽出　2，600人　　(※平成30年10月1日現在　住民基本台帳人口　232，894人)　

○ 調査期間：平成31年10月頃

○ 調査方法：調査票を郵送にて配付・回収（web回答も検討）

参考

調査項目 問番号 設問内容 2004年調査

自由時間の過ごし方 1-（１） 自由時間の過ごし方 × 〇
自由時間の現状 1-（２） 平日・休日ごとの、自由時間の時間数 ×
地域への関心度 2 〇
地域の定義 3 〇 〇
生涯学習に関する関心度 4 学習希望の有無 ◎ 〇
生涯学習の目的意向 4-（１） 希望する学習内容（1～3位） 〇 〇
生涯学習の手法意向 4-（２） 希望する学習方法（１つ） 〇 〇
生涯学習の場所意向 4-（３） 希望する施設（１つ） 〇 〇
生涯学習の成果意向 4-（４） なんのために生涯学習をするか（１つ） 〇
社会貢献意向 4-（５） ◎
社会貢献の方法意向 4-（６） 学習成果をどのように社会貢献につなげたいか（１つ） 〇
市民協働への参加意向 4-（７） 市民協働のまちづくりに参加したいか。 〇
学習経験の有無・学習の阻害要因 5 この1年間に学習したか。しなかった場合の理由（複数） ◎ 〇
学習目的 5-（1） 学習の内容（１つ） 〇 〇
学習方法 5-（2） どのような方法で学習したか（１つ） 〇 〇
学習場所 5-（3） （１つ） 〇 〇
学習場所の満足度 5-（4） 〇
学習情報の関心度 6 学習に関してどんなことを知りたいか（３つ） 〇 〇
学習情報の入手方法 7 〇 〇

8 加入団体の有無・内容・加入しない理由 〇 〇
8-（1） ＮＰＯ法人への帰属の有無 × NPO法人特出の必要なし

学習費用の意向 9 1ヶ月どのくらい費用をかけられるか ×
市主催事業の費用負担の意向 10 × ○
市施設内容の意向 11 学習のために必要な施設（３つ） 〇 〇

12 学習について市に力を入れて欲しいこと（1～３位） 〇 〇
13 今後の重点施策（１つ） 〇

自由意見・要望 14 〇 ○
性別 〇 ○
年齢 〇 ○
職業 〇 ○
在住年数 〇
中学校区 〇

アンケートの頭初に掲載

社会貢献をしないと回答した
理由を追加するなど、質問を
厚くすることも検討

生涯学習に関する市民の意
向把握のため必要

回答者属性

市
施
策
へ
の
意
向

市へ期待する生涯学習の振興方策の意向

費用についての項目は不要

市の施策への意向把握のた
め必要

市民の生涯学習に関する現
状把握のため必要

生
涯
学
習
の
意
向

2012年調査

団体への帰属

生
涯
学
習
の
現
状

地域についての意識把握の
ため必要

計画策定との関連性が低い

2019年調査案
（◎は、成果指標の
判定のため必須）

理由等

日
頃
の
生
活



審議委員からの御意見 【資料３】

資料NO. 項目 委員名 内　　　容 回答または協議事項

江原委員
P2会議録P11、２行目江原委員の「意見等の概要」が間違えているので修正
する。

【修正後】資料６「平成29 年度分進捗結果票」13 頁「図書館機能の
充実」について、29 年度の課題欄で「司書の資格がある職員が不
足している」とありますが、筑波・茎崎・谷田部・小野川の各交流セン
ターには何人かの司書の方がいたかと記憶しています。現在は業務
を委託していると聞いております。司書の数が足りないというのは、
委託業者へ司書を配置していただきたいという要望だろうと思われ
ますのでそのような記載をお願いいたします。

江原委員
 Ｐ3会議録頁13後藤委員Ｐ4会議録頁13橋本副議長からの意見に対して、担
当課からの回答は「障害者の方や生活に困窮している方を対象に就労支援
を行っています。」とあるのをより具体的に記載された方がよいのではないか。

資料４を御参照ください。

事務局 P2会議録P1５、「担当課から」の内容を変更する。
【修正後】事業の企画から評価までのあり方を見直し、生涯学習を全
庁的に推進する「生涯学習推進本部」を活用して、社会力を高める
事業を推進していきます。

調査項目の調査案及び理由については概ね整理されている。郵送とweb回
答の実施方式について説明を。

全体的に分量が多い。多くの回答を期待する立場から全体で１０分程度での
回答できる範囲（最大でも６頁以下）が望ましい。

重点項目を最初の２ページに配置し、その他の関連項目との配置の区分をし
てメリハリをつける。

冒頭には、市長（あるいは教育長等）の短いメッセージを載せてつくば市の本
対応に関する意識の高さを示すことで、回答率向上や関係者の意欲の向上
につながる。

資料１

第１
回審
議会
内容

資料２
市民
意識
調査

一木委員



資料NO. 項目 委員名 内　　　容 回答または協議事項

一木委員

以下の点について調査前の時点で意識の共有を行うことで、効果的な調査に
つながる。
・生涯学習の定義
・市の施策に関する反映方法・活用方法
・地方創生・SDGs 未来都市・戦略特区と生涯学習の連携や促進策の意見照
会（提案募集）

社会貢献の方法意向（問４－６）について、具体的に聞いた方が良い。
・キャリアアップとして自分の仕事に活かしたい（具体的に：　　　　）
・ボランティア活動に役立てたい（具体的に：　　　　　）
のように、具体的に聞いた方が、どのような意向があるのかをきちんと把握でき
るのでは。

ボランティア活動の分類については、以下のNPO法上の分類が、 参考にな
る。（資料５）

①住民基本台帳による18歳以上の人口が何人ぐらいかはわからないが、調査
対象が2,600人、というのはちょっと少ない。更に、回答は任意なので、最終回
答数は、もっと少なくなる。

住民基本台帳の18歳以上人口（平成30年10月1日現在）は、189，
654人です。
有効な回答者数を算出する数式があります。それによると、概ね
97％の信頼しうる回答者数は、人口232，894人の場合約1，070人で
あり、回収率を40％とすると、2，675人の発送数が必要となるため、
2，600人と設定しました。
なお、前回調査時は人口216，741人に対して発送数が2，400人
で、回収率は31.7％（761人）でした

 市民の様々な意見を聞く、調べる、という目的と、あまり思想的な事や個人的
な重要事項が絡まないと思われるので、可能であれば、例えば庁舎や出先の
市民窓口に申請に来た人たちの待ち時間を利用しての「配布・回答・回収」
や、web回答も可ということであれば、市のホームページからのアンケート、とい
うのも可能ではないか？
「教育力」を掲げるのであれば、多くの市民の学習意欲を引き出すような企画
と、その準備としての意見の吸い上げ数を増やした方が、今後の実際的な動
きに役立つのではないか。

市民
意識
調査

星埜委員

武田委員

資料２



NQ 4資料

障害者総合芝援とにおける就Й系障害福拿上サービス

就労定着支援事業
(競劇第6祭の10)

就労移行支援も就労継続支援、生活

介護、自立訓練の利用を経て、通常

の事業所に新たに雇用され、就労移

行支援等の職場定着の義務・努力義

務である6月 を経過した者に対して、

就労の継続を図るために、障害者を

雇用した事業所、障害福祉サービス

事業者、医療機関等との連絡調整、

障害者が雇用されることに伴い生じる

日常生活又は社会生活を営む上での

各般の問題に関する相談、指導及び

助言その他の必要な支援を行う。

(利用期間:3年 )

① 就労移行支援、就労継続支援、
生活介護、自立訓練の利用を経て

一般就労へ移行した障害者で、就

労に伴う環境変化により生活面七就

業面の課題が生じている者であつて、
一般就労後6月 を経過した者

1,040～ 3,200単 位 /月
<利用者数20人以下の場合>
※利用者数に応じた設定

※就労定着率 (過去3年間の就労定着支

援の総利用者数のうち前年度末時点の就

労定着者数)が高いほど高い報酬

就労盤競章握B翌事業
(組用お6条の10第2項 )

通常の事業所に雇用されることが困

難であり、雇用契約に基づく就労が

困難である者に対して、就労の機会
の提供及び生産活動の機会の提供

その他の就労に必要な知識及び能
力の向上のために必要な訓練その

他の必要な支援を行う。
(利用期間:制限なし)

① 就鶏閣簸陀お都 て、鞘
体力の面で‐般企業に雇用される整
が困期となつた者

② 50歳に達している者又は障害基
礎年金1級受給者

③ ①及び②に該当しない者で、就
労移行支援事業者等によるアセス
メントにより、就労面に係る課題等
の把握が行われている者

562～ 645単位/日
<定員20人以下、人員配置7.5:1の場合>
※利用定員、人員配置に応じた設定

※平均工質月額が高いほど高い報酬

粧労経競立撮A型事業
(掘則節6条の10お 1頂 )

通常の事業所に雇用されることが困

難であり、雇用契約に基づく就労が

可能である者に対して、雇用契約の

締結等による就労の機会の提供及

び生産活動の機会の提供その他の

就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練等の支援を行う。

(利用期間 :制限なし)

① 移行支援事業を利用したが、企
業等の雇用に結びつかなかつた

者

。② 特別支援学較を卒業して就職活

動を行つたが、企業等の雇用に結
びつかなかつた者

③ 就労経験のある者で、現に雇用
関係の状態にない者

※平成30年4月から、65歳以上の者

も要件を満たせば利用可能。

322～ 615単位/日
<定員20人以下、人員配置7.5:1の場合>

※利用定員、人員配置に応じた設定

※平均労働時間が長いほど高い報酬

就労移行主援事業
(親則第6祭の9)

通常の事業所に雇用されることが可

能と見込まれる者に対して、①生産

活動、職場体験等の活動の機会の

提供その他の就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練、

②求職活動に関する支援、③その
適性に応じた職場の開拓、④就職後
における職場への定着のために必

要な相談等の支援を行う。

(標準利用期間 :2年 )

※ 必要性が認bめ 日限り、最大1

年間の更新可能

① 企業等への就労を希望する者

※平成30年4月 から、65歳以上の者

も要件を満たせば利用可能。

500～ 1,089単位/日
<定員20人以下の場合>

※定員規模に応じた設定

※就職後6月 以上の定着率が高いほど

高い報酬

事

業

概

要

対

象

者

報酬
単価



包括的
一
一

エ
′ロ

で1,34

く対個人〉

3生活と就労に関する支援員を配
置し、ワンストップ型の相談窓口
により、情報とサービスの拠点と
して機能

・一人ひとりの状況に応じ自立に

向けた支援計画(プラン)を作成

く対地域〉
。地域ネットワークの強化・社会資
源の開発など地域づくりも担う

※ 右記は、法に規定する支援 (◆ )を中心
に記載しているが、これ以外に様々な支援

(◇ )があることに留意

島

◆子どもの学習支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する

学習支援や居場所づくりt養育に関する保護者への助言

◇関係機関,他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランテイアなどインフオーマルな支援

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し

=定
期間、衣食住等の日常生活に必要な支援

を提供

◆家計相談支援事業
・家計の状況を「見える化」し、利用者の家計管理の意欲を引き出す

相談支援(貸付のあつせん等を含む)

成(社会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度)

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
一`般就労に向けた自治体とハローワークによる下体的な支援

が困難な者な

・一般就労に向けた日常 ユ

号
立・就労自立のための訓練△

不

の難な者に対する支援付ちに一 育

「

◆包闘凹縣訴崎つ支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

子ども支援

緊急的な支援

家計再建支援

その他の支援

居住確保支援

就労支援

家計から生活
再建を考える者

の防止
の

就労に向けた準備
が一定程度

整つている者

緊急に衣食住の

確保が必要な者

就労に向けた準備

が必要な者

柔軟な働き方を

必要とする者

居住の確保が
必要な者

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※
）

基本は、自立に向けた人的支援を

包括的に提供



資 料 NQ 5

特定非営利活動法人の活動分野について

(平成30年 9月 30日現在 )

1.平成30年9月 30日 現在の法人数 Sl,745

2.法人の行う活動の分野(20分野別、複数回答)

(注 1)一つの法人が複数の活動分野の活動を行う場合があるため、合計は51,745法人に ら い 。

(注 2)第 14号から第18号までは、改正特定非営利活動促進法施行日 (平成15年5月 1日 )以降に申請して認証された分のみが対象。

(注 3)第 4号、第5号及び第20号は、改正特定非営利活動促進法施行日 (平成24年4月 1日 )以降に申請して認証された分のみが対象。

3.一 つの法人が行う特定非営利活動の分野数

で 日 (平成15年 5月 1日 )以降に申請して認証された分のみが対象。

法人数号 数 活動の種類

第 1号 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 30,469

25.183第2号 社会教育の推進を図る活動
23、 100第3号 まちづくりの推進を図る活動

第4号 観光の振興を図る活動 3,300

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 a697第5号
18,227第6号 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

第 7号 環境の保全を図る活動 131820

41446第3号 災害救援活動
6.350第9号 地域安全活動

第 10号 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 8,723
10,088第11号 国際協力の活動
4.805第12号 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

第 13号 子どもの健全育成を図る活動 23,671

情報化社会の発展を図る活動 5,879第14号
3.160第15号 科学技術の振興を図る活動

第 16号 経済活動の活性化を図る活動 9,162

職業能力開発又は雇用機会拡充の支援活動 131330第17号
3,110第18号 消費者の保護を図る活動
23.992第 19号 連絡、助言又は援助の活動

第20号 指定都市の条例で定める活動 245

分野数 法人数

1個 51715

2個 71858

3個 8,961

4個 8,158

5個 6.525

6個 4,670

7個 3、 177

8個 2,060

9個 1,362

10個 908

11個 622

12個 524

13個 265

14個 186

15個 144

コ6個 72

17個 306

18個 34

19個 156

20イ固 42

(注5)181固 から201回までは、改正特定非営利活動促進法施行日 (平成24年 4月 1日 )以降に申請して認証された分のみが対象。



≪正誤情報》
内閣府 政策統播宮(経済社会システム担当)付

参事官(共助社会づくり推進担当)

「特定非営利活動法人の認証数等 (活動分野別)」 において、下記のとおり訂正いたします。
なお、本ホームページ上で公表している資料につきましては、既に訂正した内容で掲載しています。

●平成30年 7月 26日訂正

1-1.

1-

1-3.一 つ の分野数

法人す皮
(訂正前 )

法人数
(訂正後 )

法人数
(訂正前 )

法人数
(訂正後)号数 活動の種類

30.525第 1ヽ号 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 301527

第 2号 社会教育の推進を図る活動 25.174 251173

23.110 23.109第3号 まちづくりの推進を図る活動
2.727第 4号 観光の振興を図る活動 2,728

2.321 2.320第5号 展山漁村又は中山間地域の振興を図る活動
18.631第 6号 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 18,635

第7号 14.095 141094環境の保全を図る活動
4.265第 3・号 災審救援活動 41266

窒 9号 地域 安全活動 61306 6,305

8.859 8.857第10号 人権の擁護又は平和の推進を図る活動
,11号 国際協力の活動 9,604 9,603

4.878 4.877増12号 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
24.24S,13号 子どもの健全育成を図る活動 241246

5.828 5.827,14号 情報化社会の発展を図る活動
2.89215号 科学技術の振興を図る活動 2,893

経済活動の活性化を図る活動 9.283 91282,16号
13.046 13.04517号 職業能力開発又は雇用機会拡充の支援活動

:18丹 消費者の保意色を図る活動 31174 3,173

24.600 24.598319号 運絡、助言又は援助の活動
;20号 指定都市の条例で定める活動 241 240

分野数
法人数
(訂正前 )

法人数
(訂正後)

1 ヨ 51779 51779

7.907 7.907

] 91018 91017

8.161 8.161

5個 6,520 6.520

4.661 4.661

3.160 .31160

2.04621046

1.364 1.364

1 909 909
11 618 618
12個 519 519
1 264 264
14個 185 185

15個 145 145

16個 71 71

17個 311 311

1 33 33

∃ 157 157
43 43



【資料６】

平成
34年度

平成
35年度

平成
36年度

平成
37年度

4-5 6-7 8-9 10-11 12-1 2-3 4-5 6-7 8-9 10-11 12-1 2-3 4-5 6-7 8-9 10-11 12-1 2-3 4-5 6-7 8-9 10-11 12-1 2-3

生涯学習基本計画
策定

●
骨子

●
素案

★
決定

生涯学習審議会 ● ● ●
●
諮問

● ● ●
●
答申

● ● ●

推進本部・幹事会 ● ● ● ● ● ●

市民意識調査

生涯学習基本計画
パブリックコメント

教育大綱の策定 ★

教育プランの策定 ★

平成30年度　市民意識調査項目検討
平成31年度　市民意識調査実施、現状把握、課題の洗い出し、骨子検討
平成32年度　素案作成、パブリックコメント、決定

参　考

備　考

月

生涯学習推進基本計画策定スケジュール

平成33年度平成30年度 平成31年度 平成32年度

実施
内容
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